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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

1. 個人住民税基本情報管理
1.1. 基本情報管理

10 1.1.1. 基本情報管理

賦課期日現在の住民記録情報、住登外情報及び前年度の課税情報などに基づいて、
新年度課税対象者を抽出できること。 実装すべき 実装すべき

新年度の課税対象者の台帳を作成する機
能を想定している。

正確な課税を実施するため、新年度の課税対象者を抽出し、新年度の台帳作成に必要な情報の取得及び台帳
に情報反映する機能。

20 1.1.2.

賦課期日現在の他業務情報（住民記録情報、住登外情報、国民健康保険情報、介護
保険情報、生活保護情報、後期高齢者医療情報及び障害者情報）及び前年度の課税
情報から、課税の根拠となる情報を抽出し、新年度の基本情報を一括で更新・管理
（設定・保持・修正）できること。
個別で更新・管理（設定・保持・修正）もできること。

実装すべき 実装すべき

1.1.1.処理と連動して、作成した新年度
の台帳に、課税業務に必要となる情報を
反映する（直接的に課税情報として反映
させるものではない）機能を想定してい
る。

—

30 1.1.3.

新年度の基本情報を一括で更新する際に、業務上、調査・確認が必要なデータ項目
についての処理結果、エラー及びアラートを確認するためのチェックリストが出力
できること。

実装すべき 実装すべき

—

40 1.1.4.
基本情報として、基礎年金番号を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

50 1.1.5.

個人ごとに、優先課税資料情報(確定申告書・住民税申告書・特別徴収給与支払報
告書・普通徴収給与支払報告書・公的年金等支払報告書など)を管理（設定・保
持・修正）できること。 実装すべき 実装すべき

優先資料は、賦課作業や調査等の抽出条件等の様々な場面で利用する情報であるため、実装すべき機能とし
ている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
一括合算前にあらかじめ個人ごとに優先資料を設定する機能が未対応。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、対応度が低いため実装してもしなくても良い機能への緩和を
検討します。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

60 1.1.6.
住民記録情報を取り込み、個人住民税の「課税の根拠になる情報、支援措置対象
者、送付先及び世帯情報」に利用できること。 実装すべき 実装すべき

1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な住民記録情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、住民記録情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載している。

70 1.1.7.

住民記録情報を基に各種情報を自動更新した対象者の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

業務運用上、自動更新した情報の確認を実施したい場合に必要となる機能。
原則は、住民記録業務にて、情報の正確性は確認されているため、個人住民税業務としては、実装してもし
なくても良い機能としている。

80 1.1.8. 1

住民記録情報として以下の情報を取り込みできること。
＜住民記録情報＞
・住所
・氏名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名、併記名）
・性別
・生年月日
・続柄
・転入出履歴（どこから転入し、どこへ転出したのか）
・住民番号
・支援措置対象者
・転出予定日
・転出異動日
・転出確定日
・転入元住所
・転入先住所
・消除届出日
・消除異動日
・消除事由
・異動事由
・異動年月日
・通称
・個人番号

実装すべき 実装すべき

本籍地等の戸籍情報については、機微情報であり、税務システムでの保持の可否が団体により異なることが
想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。
また、氏名の履歴、在留資格等の課税の根拠として直接利用しない情報についても実装してもしなくても良
い機能としている。

90 1.1.8. 2

住民記録情報として以下の情報を取り込みできること。
＜住民記録情報＞
・筆頭者
・戸籍の修正履歴
・氏名の履歴
・ふりがな
・在留資格
・在留期間
・優先氏名
・当該者の当該年度の区分(住登者・転出確定・住民登録外）
・世帯番号
・郵便番号
・本籍地
・国籍
・死亡年月日

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

本籍地等の戸籍情報については、機微情報であり、税務システムでの保持の可否が団体により異なることが
想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。
また、氏名の履歴、在留資格等の課税の根拠として直接利用しない情報についても実装してもしなくても良
い機能としている。

100 1.1.9.

住民記録情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：即時　実施手法：自動）

なお、賦課期日時点の情報を取り込んだ場合は、基本情報の自動更新をしないよう
制御できること（機能の詳細は「遡及（予定）転出・遡及転入者管理」の機能に定
義した通り）。

実装すべき 実装すべき

—

110 1.1.10.
国民健康保険情報を取り込み、課税の根拠になる情報に利用できること。

実装すべき 実装すべき
1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な国民健康保険情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、国民健康保険情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載している。

120 1.1.11. 1

国民健康保険情報として以下の情報を取り込みできること。
＜国民健康保険情報＞
・前年中の納付額（特別徴収分）
・前年中の納付額（普通徴収分）

実装すべき 実装すべき

前年中の納付額に係る還付額等の参考情報として、一定程度の利用は見込めるが、課税の根拠として直接利
用しない情報については、実装してもしなくても良い機能としている。

130 1.1.11. 2

国民健康保険情報として以下の情報を取り込みできること。
＜国民健康保険情報＞
・前年中の納付額に係る還付額（特別徴収分）
・前年中の納付額に係る還付額（普通徴収分）
・現在の加入有無

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

前年中の納付額に係る還付額等の参考情報として、一定程度の利用は見込めるが、課税の根拠として直接利
用しない情報については、実装してもしなくても良い機能としている。

140 1.1.12.

国民健康保険情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：随時　実施手法：手動）

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
賦課期日時点の資格を随時・手動で取り込む事を想定した機能なのか、他業務の最新
データを取り込む事を前提とした条件なのかご教示ください。
個人住民税業務として、賦課期日現在の資格情報を必要とするため、最新データを取
り込む前提の機能要件の場合、実装すべき機能と考えております。
備考に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」と記載があれば
より分かりやすいと考えています。

【要件の修正を検討】
要件の備考欄に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」を追記
します。

不要 ―

150 1.1.13.
介護保険情報を取り込み、課税の根拠になる情報に利用できること。

実装すべき 実装すべき
1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な介護保険情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、介護保険情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載している。

160 1.1.14. 1

介護保険情報として以下の情報を取り込みできること。
なお、還付がある場合は還付後納付額を取り込むこと。
＜介護保険情報＞
・前年中の納付額（特別徴収分）
・前年中の納付額（普通徴収分）

実装すべき 実装すべき

「現在の加入有無」は、問い合わせ対応の際に、関係部門との円滑な連携などを目的とした項目であり、実
装することで住民サービスの向上が一定程度見込める。ただし、基本的には加入条件が65歳以上と明確であ
り、問い合わせ頻度も多くないことが想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

170 1.1.14. 2

介護保険情報として以下の情報を取り込みできること。
＜介護保険情報＞
・現在の加入有無

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

「現在の加入有無」は、問い合わせ対応の際に、関係部門との円滑な連携などを目的とした項目であり、実
装することで住民サービスの向上が一定程度見込める。ただし、基本的には加入条件が65歳以上と明確であ
り、問い合わせ頻度も多くないことが想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

180 1.1.15.

介護保険情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：随時　実施手法：手動）

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
賦課期日時点の資格を随時・手動で取り込む事を想定した機能なのか、他業務の最新
データを取り込む事を前提とした条件なのかご教示ください。
個人住民税業務として、賦課期日現在の資格情報を必要とするため、最新データを取
り込む前提の機能要件の場合、実装すべき機能と考えております。
備考に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」と記載があれば
より分かりやすいと考えています。

【要件の修正を検討】
要件の備考欄に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」を追記
します。

不要 ―

190 1.1.16.
生活保護情報を取り込み、課税の根拠になる情報に利用できること。

実装すべき 実装すべき
1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な生活保護情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、生活保護情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載している。

200 1.1.17. 1

生活保護情報として以下の情報を取り込みできること。
＜生活保護情報＞
・生活扶助対象者情報

実装すべき 実装すべき

生活保護の受給開始・廃止・停止・停止解除は、最新状況の把握のための参考情報であり、課税の根拠とし
て直接利用しない情報であるため、実装してもしなくても良い機能としている。

210 1.1.17. 2

生活保護情報として以下の情報を取り込みできること。
＜生活保護情報＞
・生活保護の受給開始
・生活保護の受給廃止
・生活保護の受給停止
・生活保護の受給停止解除
・生活扶助以外の扶助（住宅扶助・医療扶助等）

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

生活保護の受給開始・廃止・停止・停止解除は、最新状況の把握のための参考情報であり、課税の根拠とし
て直接利用しない情報であるため、実装してもしなくても良い機能としている。

220 1.1.18.

生活保護情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：随時　実施手法：手動）

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
賦課期日時点の資格を随時・手動で取り込む事を想定した機能なのか、他業務の最新
データを取り込む事を前提とした条件なのかご教示ください。
個人住民税業務として、賦課期日現在の資格情報を必要とするため、最新データを取
り込む前提の機能要件の場合、実装すべき機能と考えております。
備考に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」と記載があれば
より分かりやすいと考えています。

【要件の修正を検討】
要件の備考欄に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」を追記
します。

不要 ―

230 1.1.19.

後期高齢者医療保険情報を取り込み、課税の根拠になる情報に利用できること。

実装すべき 実装すべき

1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な後期高齢者医療保険情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、後期高齢者医療保険情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載してい
る。

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

240 1.1.20. 1

後期高齢者医療保険情報から以下の情報を取り込みできること。
なお、還付がある場合は還付後納付額を取り込むこと。
＜後期高齢者医療保険情報情報＞
・前年中の納付額（特別徴収分）
・前年中の納付額（普通徴収分）

実装すべき 実装すべき

「現在の加入有無」は、問い合わせ対応の際に、関係部門との円滑な連携などを目的とした項目であり、実
装することで住民サービスの向上が一定程度見込める。ただし、基本的には加入条件が明確であり、問い合
わせ頻度も多くないことが想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

250 1.1.20. 2

後期高齢者医療保険情報から以下の情報を取り込みできること。
＜後期高齢者医療保険情報情報＞
・現在の加入有無

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

「現在の加入有無」は、問い合わせ対応の際に、関係部門との円滑な連携などを目的とした項目であり、実
装することで住民サービスの向上が一定程度見込める。ただし、基本的には加入条件が明確であり、問い合
わせ頻度も多くないことが想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

260 1.1.21.

後期高齢者医療保険情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：随時　実施手法：手動）

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
賦課期日時点の資格を随時・手動で取り込む事を想定した機能なのか、他業務の最新
データを取り込む事を前提とした条件なのかご教示ください。
個人住民税業務として、賦課期日現在の資格情報を必要とするため、最新データを取
り込む前提の機能要件の場合、実装すべき機能と考えております。
備考に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」と記載があれば
より分かりやすいと考えています。

【要件の修正を検討】
要件の備考欄に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」を追記
します。

不要 ―

270 1.1.22.
障害者情報を取り込み、課税の根拠になる情報に利用できること。

実装すべき 実装すべき
1.1.2.の機能で管理する情報を取り込む
ための連携機能。

新年度の台帳作成に必要な障害者情報の取得及び台帳に情報反映する機能。
1.1.2.で規定した情報の内、障害者情報について、取得方法や活用方法の詳細を記載している。

280 1.1.23. 1

障害者情報として以下の情報を取り込みできること。
＜障害者情報情報＞
・障害者情報
・障害者手帳の種類
・障害者手帳の等級

※障害者情報には以下の２点も含む。
・障害者控除認定書の情報及び障害者控除認定書の区分
・障害者に準ずるものとして市町村長の認定を受けている者

実装すべき 実装すべき

1.1.2.の機能により、賦課期日時点に課税業務に必要な障害者情報を取得するものとしていることから、手
帳交付年月日等の参考情報としての利用を主目的とする情報については、実装してもしなくても良い機能と
している。

290 1.1.23. 2

障害者情報として以下の情報を取り込みできること。
＜障害者情報情報＞
・初回手帳交付年月日
・手帳返還年月日
・手帳再交付年月日
・有効期間終了年月日

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

1.1.2.の機能により、賦課期日時点に課税業務に必要な障害者情報を取得するものとしていることから、手
帳交付年月日等の参考情報としての利用を主目的とする情報については、実装してもしなくても良い機能と
している。

300 1.1.24.

障害者情報の取り込みは下記に対応できること。
（実施頻度：随時　実施手法：手動）

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
賦課期日時点の資格を随時・手動で取り込む事を想定した機能なのか、他業務の最新
データを取り込む事を前提とした条件なのかご教示ください。
個人住民税業務として、賦課期日現在の資格情報を必要とするため、最新データを取
り込む前提の機能要件の場合、実装すべき機能と考えております。
備考に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」と記載があれば
より分かりやすいと考えています。

【要件の修正を検討】
要件の備考欄に「1.1.2.の機能で管理する情報を取り込むための連携機能。」を追記
します。

不要 ―

310 1.1.25. 1

住登外者全てを引き継ぐか、前年課税のある対象者又は前年課税の被扶養実績があ
る者（遠隔地被扶養者を含む）を引き継ぐかを選択できること。

実装すべき 実装すべき

住登外者で、転出届を提出済みで転入届未提出の者や普通徴収の者、事業所・家屋敷課税に該当する場合の
取り扱いについては、対象者の賦課期日時点の状況を調査後に新年度の台帳に反映する運用や、新年度台帳
に反映後に状況確認を実施のうえで結果を反映（台帳からの削除等）を実施する運用が想定され、団体の状
況（職員数や対象者数等）により、最適な運用が異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い
機能としている。
なお、対象者の抽出は、前年度情報を基からEUCでの抽出が可能であるため、選択して反映不要とする機能
がなくても、対象者を確認して登録の削除の運用は可能と判断している。

320 1.1.25. 2

住登外者で、転出届を提出しているが転入通知が未着の対象者を住民として引き継
ぐか選択できること。（職権消除者を除く）
また、住登外者で、普通徴収や事業所・家屋敷課税を引き継ぎの対象外とするかを
選択できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

住登外者で、転出届を提出済みで転入届未提出の者や普通徴収の者、事業所・家屋敷課税に該当する場合の
取り扱いについては、対象者の賦課期日時点の状況を調査後に新年度の台帳に反映する運用や、新年度台帳
に反映後に状況確認を実施のうえで結果を反映（台帳からの削除等）を実施する運用が想定され、団体の状
況（職員数や対象者数等）により、最適な運用が異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い
機能としている。
なお、対象者の抽出は、前年度情報を基からEUCでの抽出が可能であるため、選択して反映不要とする機能
がなくても、対象者を確認して登録の削除の運用は可能と判断している。

330 1.1.26. 1

納税義務者の還付口座情報については、収納管理システムの口座情報を参照できる
こと。

実装すべき 実装すべき

納税義務者の正確な口座情報の把握は、収納業務で実施するものであるため、課税業務では登録済の情報を
確認する機能を実装すべき機能とした。
申告書等の記載を基にした登録や更新は収納業務の範囲と判断し、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

340 1.1.26. 2

納税義務者の還付口座情報については、収納管理システムの口座情報を参照できる
こと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

申告書等の記載を基にした登録や更新は収納業務の範囲と判断し、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

―

【機能要件を修正】
税目共通方針の反映時の修正誤りのため、以下の通り修正します。
＜修正案＞
納税義務者の還付口座情報については、収納管理システムの口座情報を管理（設定・
保持・修正）できること。

不要 ―

350 1.1.27.

課税資料の関連付けや被扶養者として課税対象者との関連付けを行うため、前年中
の死亡・転出・消除者を含めて、基本情報を登録できること。

実装すべき 実装すべき

賦課期日時点の住民ではない者の課税根拠資料を収受した際に、他団体回送等の後続処理を実施するため、
実装すべき機能としている。

360 1.1.28.
既に課税情報の登録があるものについて削除の操作をした際に、注意喚起のアラー
トがあること。 実装すべき 実装すべき

課税漏れを防ぎ、正確な課税を実施するため、実装すべき機能としている。

370 1.1.29.

課税対象者個人に対して、メモを管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

台帳項目で管理しきれない情報や引継ぎ内容等を記録するため、実装すべき機能としている。

380 1.1.30.
資料番号に対する検索結果から個人を指定し、基本情報の修正、削除及び照会がで
きること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

課税根拠資料の資料番号から個人を特定する際に利用する機能を想定しているが、必要性が業務状況により
異なるものであるため、実装してもしなくても良い機能としている。

390 1.1.31.

社会保障・税番号制度対応を実施していること。
・個人番号（マイナンバー）の管理
・他団体等との所得情報の照会事務
・マイナンバー真正性確認事務　　　　など

※個人番号（マイナンバー）の管理については、社会保障・税番号制度対応に必要
な機能を実装できていれば、団体内統合宛名等のサブシステムでの管理を想定する
仕様も可とする。

実装すべき 実装すべき

社会保障・税番号制度に対応するために必須となる機能であるため、実装すべき機能としている。

400 1.1.32.

住登外情報として、賦課期日現在住所及び賦課期日住登地をそれぞれ管理（設定・
保持・修正）できること。 実装すべき 実装すべき

住登外情報として、賦課期日時点の住所及び住登地を管理し、照会先団体を正確に把握するため、実装すべ
き機能としている。

410 1.1.33.
情報提供ネットワークシステムを用いて、住登外課税者の障害手帳情報及び生活保
護情報の照会が行えること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

住登地の業務状況により、情報の取得可否が異なる場合があり、手作業での照会業務や本人等からの申告情
報を基に情報を登録する業務も想定されることから、実装してもしなくても良い機能としている。

420 1.1.34. 世帯管理
配偶者、被扶養者及び専従者等の関連付けを行い、世帯の管理（設定・保持・修
正）ができること。 実装すべき 実装すべき

課税業務に必要な世帯情報を把握するための機能であり、住民記録情報の世帯とは別に、世帯外や住登外の
被扶養者、配偶者についても管理する機能を実装すべき機能としている。

430 1.1.35.
寡婦対象者情報として離別・死別を管理（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

申告相談の際に適切な手続きを案内するための参考情報としての利用を想定しているが、システムでの管理
がなくとも業務の実施は可能なため、実装してもしなくても良い機能としている。

440 1.1.36.

被扶養者等の二重登録（被扶養者として登録済みの個人を別の課税対象者の被扶養
者として登録すること）ができること。
相互扶養の管理（設定・保持・修正）ができること。
被扶養者と専従者の二重登録ができること

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
被扶養者等の二重登録については対応していないため。

【要件の一部緩和を検討・APPLICへのQA起票】
各社の実現性が低いため、以下のとおり要件を緩和します。
＜実装すべき機能＞
相互扶養の管理（設定・保持・修正）ができること。
被扶養者と専従者の二重登録ができること
＜実装してもしなくても良い機能＞
被扶養者等の二重登録（被扶養者として登録済みの個人を別の課税対象者の被扶養者
として登録すること）ができること。

なお、APPLICへのQA表を起票し、機能が実装されない場合、以下の様な運用をどの様
に実現するのか、代替運用や代替運用の実現のために不足する機能がないかを確認し
ます。

＜想定する運用（WT回答より整理）＞
・当初課税資料登録の段階では、重複チェックはせず、課税計算処理時にエラーリス
ト（世帯内の扶養人数エラー、世帯外・住登外扶養等について出力するもの）を確認
する運用
・一時的に扶養を二重で登録しておき、調査後二重状態を解消（更正処理）する運用
※代替運用として、扶養を削除したリストなどを出力し、扶養の調査をする運用を想
定される場合は、対象者リストを任意のタイミングで出力できる必要があります（管
理コストを増やさないため、削除処理に伴う帳票の出力等の紙の保管による対応は前
提としていません。また、データの場合であっても出力したデータの誤削除等のリス
クがあるため、任意のタイミング（調査前等）に出力できる必要があります）。
・システムから重複扶養の照会の文書（または元となるデータ）を出力する運用（照
会対象の抽出のため、重複している両者の納税義務者と被扶養者を保持する必要があ
る認識です）
・被扶養者の否認をした納税義務者の所得税額の変更がある場合に非違事項連らく箋
のデータを出力する運用（対象者の抽出のため、一度申告情報のまま登録（二十登
録）され、否認した事実の管理と否認することで所得税額が変わることを判断できる
ことが必要となる認識です。）

保留

450 1.1.37.

世帯外被扶養者の情報を管理（設定・保持・修正）できること。
住登外被扶養者についても管理（設定・保持・修正）できること。
世帯外配偶者を管理（設定・保持・修正）する機能を有すること（被扶養者でない
者を含む）。 実装すべき 実装すべき

—

460 1.1.38.

基本情報から、世帯情報が確認できること。

実装すべき 実装すべき

基本情報と同一画面に世帯情報が表示される、基本情報から世帯情報を呼び出す等を想定した機能として記
載している。
画面遷移にかかる要件で、操作性の範囲内と判断できるが、左記機能が実装されていない場合、効率的な運
用が困難となるため、要件を定義している。
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470 1.1.39.

世帯情報から、個人の基本情報が確認できること。

実装すべき 実装すべき

世帯情報と同一画面に個人の基本情報が表示される、世帯情報から個人の基本情報を呼び出す等を想定した
機能として記載している。
画面遷移にかかる要件で、操作性の範囲内と判断できるが、左記機能が実装されていない場合、効率的な運
用が困難となるため、要件を定義している。

480 1.1.40. 1

被扶養者の所得情報や被扶養者から扶養情報を見た場合、誰の被扶養者になってい
るのか確認できること。

実装すべき 実装すべき

被扶養者の所得情報や被扶養者から見た扶養情報と同一画面に扶養者の情報（誰の被扶養者となっているか
を確認できる情報）が表示される、扶養者の情報を呼び出す等を想定した機能として記載している。
画面遷移にかかる要件で、操作性の範囲内と判断できるが、左記機能が実装されていない場合、効率的な運
用が困難となるため、要件を定義している。

必須機能とは別に、制度上の取り扱いを明確にした画面遷移とすることで、事実調査等の業務を円滑に実施
することを目的にした機能であるが、当該業務での必要性については、事務の実施方法により異なることが
想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

490 1.1.40. 2

所得金額調整控除対象の扶養親族から扶養情報を見た場合、誰の被扶養者になって
いるのか確認できること。
また、専従者の所得情報や専従者から扶養情報をみた場合，誰の被扶養者になって
いるか又は専従主は誰か確認できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

必須機能とは別に、制度上の取り扱いを明確にした画面遷移とすることで、事実調査等の業務を円滑に実施
することを目的にした機能であるが、当該業務での必要性については、事務の実施方法により異なることが
想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

500 1.1.41.

同一世帯内や世帯相互間の扶養重複を確認できること（扶養チェックは任意のタイ
ミングで実施できること）。
＜想定する重複判定のタイミング＞
①扶養登録の際に既に被扶養者となっているかを判定（登録は可能）
②資料情報取り込み等の一括登録処理時判定
③登録済みの扶養情報をもとに判定

実装すべき 実装すべき

当初課税時期に、一時的に扶養重複とな
る状態を許容できるよう、任意のタイミ
ングでのチェック機能としている。

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
被扶養者等の二重登録については対応していないため。

【要件の緩和を検討】
1.1.36.の機能と併せ、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

510 1.1.42.

個別に扶養情報を登録する場合、前年の扶養者情報から引き継いで（前年の扶養者
情報から、任意の情報を選択して）登録できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

扶養情報の個別登録が多い場合は必要性が高い機能だが、扶養情報登録を電子データ取込みを主体とする場
合は、必要性は低くなる想定であるため、実装してもしなくても良い機能としている。

520 1.1.43.
住民記録世帯とは別に税世帯を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき
—

530 1.1.44.

世帯台帳を一括作成できること（世帯ごとの情報（前年の賦課情報）一覧の台帳）
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

システムより出力した紙の世帯台帳を管理する運用を想定した機能だが、可能であれば帳票での管理はせ
ず、ペーパレス化が望ましいため、実装してもしなくても良い機能としている。

540 1.1.45. 物件情報管理

家屋敷・事業所課税対象者の物件情報（所在地、方書き、郵便番号及び電話番号）
を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

家屋敷・事業所課税対象者の物件情報を管理する必須機能であるため、実装すべき機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
導入実績として実装要望がなく、物件情報の管理については、過剰な要件であると思
われるため。

【要件の緩和を検討・WT確認】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。
ただし、団体規模に関わらず、メモ機能による管理の可否について確認します。特に
不可とする場合は詳細な理由を確認し、要件の考え方理由の記載の充実を図ります
（各事業者が必要性に疑義を持っているため）。

必須
家屋敷・事業所課税対象者の物件情報について、メモ機能に
よる管理の可否についてご回答ください。
不可とする場合は、その理由を具体的にご教示ください。

550 1.1.46. 事業所情報管理

事業所情報として、納入区分（特別徴収・普通徴収）を管理（設定・保持・修正）
できること。

実装すべき 実装すべき

課税業務に必要な事業所情報を把握するのに必須機能であるため、実装すべき機能としている。

【疑義事項】
・納入区分は事業所情報の区分以外にどのような用途で利用する項目でしょうか。
各都道府県において、給与特徴の推進を行う中で、事業所の管理段階において納入区
分として特徴事業所・普徴事業所の管理を必須とすることに疑問を持ちましたので、
質問させていただきました。
特徴事業所・普徴事業所の判断については、給与支払報告書の提出実績や課税の結
果、給与特徴となる人員が存在する事業所を特徴事業所と判断することで、区別はで
きると考えております。
そのため、「実装してもしなくても良い機能」と記載することを提案させていただき
ます

【要件の緩和を検討】
「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

560 1.1.47. 1

事業所情報には、基本情報を管理（設定・保持・修正）できること。
なお、特別徴収義務者指定番号は、自動付番のほかに、個別指定にも対応するこ
と。
＜基本情報＞
・法人番号
・事業所名（漢字・カナ・アルファベット・数字・ふりがな）
・連絡先
・所在地
・送付先
・メールアドレス
・個人事業主・法人の区分
・電子申告
・返戻有無
・休業
・除籍区分（法人成・廃業・解散及び取消）
・除籍年月
・異動入力日
・特別徴収義務者指定番号
・eLTAXの納税者ID
・旧法人名
・旧所在地及びメモ

実装すべき 実装すべき

事業所情報として、一定の必要性があるが、管理項目として必須としなくとも運用が可能な項目について、
実装してもしなくても良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
以下の項目は管理していない。
・返戻有無
・休業
・除籍区分（法人成・廃業・解散及び取消）
・除籍年月
・異動入力日
・旧法人名
・旧所在地及びメモ

【疑義事項】
除籍区分や除籍年月などの詳細情報についてまでシステム管理するのではなく、総括
表等の作成の要・不要についてを事業所情報としてシステム管理できれば運用上問題
ないと考えます。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、一部の項目を「実装してもしなくても良い機能」とします。
＜対象項目＞
・返戻有無
・休業
・除籍区分（法人成・廃業・解散及び取消）
・除籍年月
・異動入力日
・旧法人名
・旧所在地及びメモ

【WT検討】
左記のAPPLICご意見について確認のうえ、管理項目としての要否を見直します。

【要件の緩和を検討】
※以下についてAPPLIC確認中のため回答受領後に修正予定

（事業所情報、基本情報、送付先情報の関連を標準仕様書に記載して頂きたい。）
修正方法として詳細化が必要な要素をご教示ください。
何を懸念点されていて、具体的にどのような粒度で記載があれば解消されるのかを明
確にご教示ください。

（返戻有無、休業、除籍区分、除籍年月については、れまで弊社お客様から要望がな
く実装すべき機能として求められておらず過剰な要件であると思われるため実装して
もしなくても良い機能に移動するように検討をお願いします。）
当該情報は、届出情報の記録、翌年度の台帳更新や総括表等作成の要・不要の確認や
判断するための材料として、WTでは必須と判断された項目です。
本項目がない場合は、届出情報は「3.4. 特別徴収異動処理」等での機能に含まれるた
め、実装してもしなくても良い機能としても問題ないという理解でよいでしょうか。
なお、当該情報を使用しない場合の想定運用を実施するにあたり、必要な要件が不足
する場合は、具体的な要件をご教示ください。

必須

除籍区分や除籍年月などの詳細情報についてまでシステム管
理するのではなく、総括表等の作成の要・不要についてを事
業所情報としてシステム管理できれば運用上問題ないかご回
答ください。
また、不可とする場合は、その理由を具体的にご教示くださ
い。

570 1.1.47. 2

事業所情報には、基本情報を管理（設定・保持・修正）できること。
＜基本情報＞
・事業所名（「・」等の記号））
・本店（所在地・方書き・郵便番号・電話番号）
・除籍区分（被合併）
・eLTAXの利用者ID

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

事業所情報として、一定の必要性があるが、管理項目として必須としなくとも運用が可能な項目について、
実装してもしなくても良い機能としている。

580 1.1.48.

特別徴収税額決定、変更通知の送付希望を管理（設定・保持・修正）できること。
＜送付希望＞
電子媒体での受取希望（eLTAX以外）、早期発送希望、手渡し希望（同じ市役所関
係の特別徴収など）、特別徴収税額決定通知の納税義務者用（３号別表）のみ希望 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

詳細な送付希望の管理は、事業者要望に対して、柔軟に対応することを目的とした機能であり、管理する事
業者数や団体の体制により、柔軟な対応の可否や必要性が異なることが想定されるため、実装してもしなく
ても良い機能としている。

590 1.1.49.

他税目で作成した事業所情報を反映して、個人住民税の事業所情報を一括又は個別
に登録できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

他税目で作成した事業所情報を個人住民税で利用したい場合を想定した機能であり、他税目の更新状況や管
理項目により、機能の必要性が異なることから、実装してもしなくても良い機能としている。

600 1.1.50.

事業所情報から送付先を確認できること。

実装すべき 実装すべき

事業所情報と同一画面に送付先情報が表示される、事業所情報から送付先情報を呼び出す等を想定した機能
として記載している。
画面遷移にかかる要件で、操作性の範囲内と判断できるが、左記機能が実装されていない場合、効率的な運
用が困難となるため、要件を定義している。

610 1.1.51.

eLTAXからの利用届情報の連携が行えること。新規に登録が必要な事業所について
は、取り込んだ情報から登録ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

単一の利用届で、複数の指定番号に対応する場合や利用届の内容から新規と判断される場合であっても実際
は既に指定番号を取得済みの場合があるなど、取り込む場合に正確な管理が煩雑となる可能性もあることか
ら、実装してもしなくても良い機能としている。

620 1.1.52.

eLTAXでの利用届出及び給与支払報告書を取り込み、現年度の特別徴収義務者情報
の自動更新を行った場合は、更新した項目をリストに出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

630 1.1.53.
特別徴収義務者
情報管理

事業所情報から特別徴収義務者情報を確認できること。

実装すべき 実装すべき

事業所情報と同一画面に特別徴収義務者情報が表示される、事業所情報から特別徴収義務者情報を呼び出す
等を想定した機能として記載している。
画面遷移にかかる要件で、操作性の範囲内と判断できるが、左記機能が実装されていない場合、効率的な運
用が困難となるため、要件を定義している。
課税業務に必要な特別徴収義務者情報を把握するのに必須機能であるため、実装すべき機能としている。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

640 1.1.54. 1

特別徴収義務者情報の基本情報として次の項目を管理（設定・保持・修正）できる
こと。
＜基本情報＞
・給与支払報告書の個人明細件数
・メモ

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
・給与支払報告書の個人明細件数を修正できるのは、おかしいのではないでしょう
か？

【要件の修正を検討】
給与支払報告書の個人明細件数については、課税資料から把握した情報を参照する機
能であることがわかるように表現を修正します。
＜修正案＞
特別徴収義務者情報の基本情報として次の項目を管理（設定・保持・修正）できるこ
と。
＜基本情報＞
・給与支払報告書の個人明細件数（課税資料から把握した情報の参照のみ）
・メモ

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

650 1.1.54. 2

特別徴収義務者情報の基本情報として次の項目を管理（設定・保持・修正）できる
こと。
＜基本情報＞
・電話番号(会社経理担当、税理士・会計士及び給与事務委託先)
・内線番号
・担当係
・会計事務所情報(名称及び電話番号)
・給与受領関係(受領年月日、提出市区町村数、受給者総人数及び報告書人員)
・特別徴収の指定・不指定
・給与支払報告書形態区分(紙・電子媒体・eLTAX)
・市区町村内外区分
・支払者区分(法人、白色個人、青色個人、年金支払者及び退職所得)
・各種サイン(私製納入書、総括表、催告状、税額決定書及び新年度削除)
・他年度台帳の有無
・給与支払報告書番号
・納付書送付要否
・税額通知(特別徴収義務者用)の送付形態(紙/電子)
・収納情報

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

660 1.1.55.

特別徴収義務者ごとに納入期限を通知日の翌月ではなく、通知日の翌々月とするか
の設定を管理（設定・保持・修正）できること。
当初賦課、更正時に設定に応じて、納入開始月、変更開始月等を判断できること。
また、年度途中での設定変更が可能なこと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

670 1.1.56.
特別徴収義務者宛に行う照会（住民登録地や扶養）状況の確認ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

照会に関する事業所からの相談等に対し、回答する際の参考情報としての利用を目的とした機能であるが、
必ずしも参照が必要とは限らないため、実装してもしなくても良い機能としている。

680 1.1.57.

当該年度の給与支払報告書の提出、特別徴収税額決定通知書の発送がある場合、特
別徴収義務者情報を削除できないこと。 実装すべき 実装すべき

—

690 1.1.58.

給与支払報告書の個人別明細の内訳件数（特別徴収・普通徴収（退職）・普通徴収
（その他））を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
個人別明細の内訳件数を管理していません。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

700 1.1.59.

個人別明細なしの給与支払報告書について、受付の有無を管理（設定・保持・修
正）できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
給与支払報告書の個人明細件数は管理していない。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

710 1.1.60.
個人事業主について、特別徴収義務者情報と事業主個人の基本情報は分けて管理
（設定・保持・修正）できること。 実装すべき 実装すべき

—

720 1.1.61.

特別徴収義務者情報と事業主個人の住民記録情報を関連付け、異動情報の分類（死
亡、転出、転居及び消除）を確認できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
異動情報の分類は保持していない。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

730 1.1.62. 1

特別徴収義務者単位での調定情報（月割額及び特別徴収総額（年額））を確認でき
ること。

実装すべき 実装すべき

退職分離課税分の調定額については、必ずしも参照が必要な情報ではないため、実装してもしなくても良い
機能としている。

740 1.1.62. 2

特別徴収義務者単位での調定情報（退職分離課税分の調定額）を確認できること。
＜調定情報＞
・個人ごとの税額
・特別徴収義務者の納入額
・納入月ごとの調定額

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

退職分離課税分の調定額については、必ずしも参照が必要な情報ではないため、実装してもしなくても良い
機能としている。

750 1.1.63.

事業所ごとに①特別徴収納入書や給与支払報告書（総括表）送付の要・不要、②
eLTAX税額通知の正本・副本送付を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—

760 1.1.64.

eLTAX税額通知の正本・副本送付の設定及びeLTAX税額通知用のメールアドレスを給
与支払報告書の情報に基づき管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—

770 1.1.65.

eLTAX利用者情報より納税者ＩＤに紐づく事業所の指定番号を特定し、一括又は個
別に管理（設定・保持・修正）ができること
※資料登録における事業所指定番号の特定、eLTAX税額通知の送付時に使用

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

eLTAX利用者情報を取り込み情報を更新する運用とeLTAX利用者情報を参照しながら事業所の指定番号の正誤
を確認しつつ個別に登録する運用が想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

780 1.1.66.

納期特例情報（適用、解除）、納期の特例の開始月、終了月を管理（設定・保持・
修正）できること 実装すべき 実装すべき

—

790 1.1.67.
納期特例を承認した事業者に対して、納期特例承認通知書を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

対象事業者数の違い等の団体の状況により、システムからの出力の必要性が異なることが想定されるため、
実装してもしなくても良い機能としている。

800 1.1.68.

納期特例を取り消した事業者に対して、納期特例取消通知書を出力できること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

対象事業者数の違い等の団体の状況により、システムからの出力の必要性が異なることが想定されるため、
実装してもしなくても良い機能としている。

810 1.1.69. 1

特別徴収義務者情報に紐づく、異動のあった個人を確認でき、該当者を対象に下記
の条件を組み合わせた抽出ができること。
＜抽出条件＞
・氏名
・かな氏名
・生年月日
・事業所内一連番号（特別徴収税額通知に印字するため自動採番される事業所内個
人の通し番号）
・受給者番号（事業所から提出される給与支払報告書等に記載されている受給者番
号）
・月割額（登録されている月割額を、月を指定して抽出する）
・年税額
・個人番号

実装すべき 実装すべき

特別徴収義務者からの問い合わせに柔軟に対応することを目的とした機能であり、管理する事業者の問い合
わせ状況により、柔軟な対応の可否や必要性が異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い機
能としている。

820 1.1.69. 2

特別徴収義務者情報に紐づく、異動のあった個人を確認でき、該当者を対象に下記
の条件を組み合わせた抽出ができること。
＜抽出条件＞
・異動年月日（バッチ処理日ごとに異動があった人の抽出が可能）
・異動事由
・入力日（範囲指定可能）
・月次処理ごとの更新対象者

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

特別徴収義務者からの問い合わせに柔軟に対応することを目的とした機能であり、管理する事業者の問い合
わせ状況により、柔軟な対応の可否や必要性が異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い機
能としている。

830 1.1.70.

特別徴収義務者情報から、個人の基本情報を確認できること。
また、特別徴収義務者に紐づく個人を以下の条件を指定して抽出できること。
＜抽出条件＞
・氏名、かな氏名
・生年月日
・事業所内一連番号（自動採番される事業所内個人の通し番号）
・受給者番号
・月割額
・年税額
・個人番号

実装すべき 実装すべき

特別徴収義務者からの問い合わせに柔軟に対応することを目的とした機能であり、管理する事業者の問い合
わせ状況により、柔軟な対応の可否や必要性が異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い機
能としている。

840 1.1.71.
年金特別徴収義
務者情報管理

年金特別徴収義務者の以下の情報を管理（設定・保持・修正）できること。
＜年金特別徴収義務者情報＞
・年金特別徴収義務者名
・eLTAX年金保険者コード
・基礎年金番号
・法人番号
・公的年金の種類

実装すべき 実装すべき

年金特別徴収義務者情報を管理する必須機能であるため、実装すべき機能としている。

【疑義事項】
「基礎年金番号」と「公的年金の種類」は、年金を受給している個人の情報だと思わ
れます。年金特別徴収義務者情報に必要でしょうか？

【要件の修正を検討】
「基礎年金番号」、「公的年金の種類」については、ご認識の通りであるため、要件
を修正します。
＜修正案＞
「基礎年金番号」、「公的年金の種類」を削除

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

850 1.1.72. 1
遡及（予定）転
出・遡及転入者
管理

遡及（予定）転出・遡及転入者の情報を自動又は任意で抽出し、基本情報（賦課期
日現在住民）として個別及び一括にて管理（設定・保持・修正）できること。
ただし、既に課税情報の登録があるものについては、自動での基本情報の削除は行
わず、対象者を確認できること。 実装すべき 実装すべき

住民記録情報を基にした遡及異動（データ取込みによる一括処理を想定）及び個別に把握した遡及異動情報
に対応するための個別の管理とすることは必須であるが、既に課税情報が登録されているものについては、
職員が確認の上、対応することとして整理している。
氏名・続柄・世帯の情報について、本人からの申告等ではなく、住民記録情報を基に異動する場合に対応す
るため、実装してもしなくても良い機能としている。

860 1.1.72. 2

遡及で更新された氏名・続柄・世帯の情報を自動又は任意で抽出し、基本情報（賦
課期日現在住民）として個別及び一括にて管理（設定・保持・修正）できること。
ただし、既に課税情報の登録があるものについては、自動での基本情報の削除は行
わず、対象者を確認できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

住民記録情報を基にした遡及異動（データ取込みによる一括処理を想定）及び個別に把握した遡及異動情報
に対応するための個別の管理とすることは必須であるが、既に課税情報が登録されているものについては、
職員が確認の上、対応することとして整理している。
氏名・続柄・世帯の情報について、本人からの申告等ではなく、住民記録情報を基に異動する場合に対応す
るため、実装してもしなくても良い機能としている。

870 1.1.73.

外国からの転入者について、出国から一年未満での入国であるかを確認、抽出がで
きること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

880 1.1.74. 1
納税承継人・納
税管理人等管理

納税承継人、納税管理人、成年後見人、保佐人、補助人、相続人、相続人代表者及
びその他を管理（設定・保持・修正）できること。

納税承継人等の設定は、既に登録されている宛名との紐付けを行うことができ、直
接送付先を入力することも可能であること。

実装すべき 実装すべき

「納税承継人・納税管理人・成年後見
人・保佐人・補助人・相続人・相続人代
表者」以外の肩書きの場合は、「その
他」を選択して、登録することを想定し
ている。

納税承継人・納税管理人・成年後見人等の情報を正確に把握し、納税通知書の送付等を確実に実施するため
に必要な機能を実装すべき機能としている。

その他としての管理も可能であるが、団体により、個別項目として管理が必要な頻度で発生している場合に
対応するため、実装してもしなくても良い機能としている。

890 1.1.74. 2

破産管財人、代表者及び法定相続人を管理（設定・保持・修正）できること。

相続人及び相続人代表者は、納税義務者が死亡している場合のみ入力可能とする機
能 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

その他としての管理も可能であるが、団体により、個別項目として管理が必要な頻度で発生している場合に
対応するため、実装してもしなくても良い機能としている。

900 1.1.75.

納税承継人等に紐づく、全ての納税義務者を確認できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
個人住民税においては送付先登録のみで運用が可能と判断。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

910 1.1.76.

納税管理人等に送付する場合、宛先を「［納税管理人等肩書き］［納税管理人等氏
名］様(［課税対象者氏名様］分)」として印字できること。
ただし、肩書きにその他が選択されている場合は、［納税管理人等肩書き］は印字
されないよう制御できること。
（例）「納税管理人：山田太郎」、「課税対象者：山田一郎」の場合、宛先の印字
は以下の通りとなる。
「納税管理人　山田太郎　様（山田一郎　様分）」

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

納税管理人等が宛名の記載から、どの課税対象者分かを判断するための機能であり、住民等へのサービス向
上を目的とした機能だが、送付物の本文等を確認すれば把握可能な情報であるため、実装してもしなくても
良い機能としている。

920 1.1.77.

相続人代表者届出書や納税管理人届出書の依頼状況（だれに、いつ依頼したのか）
を管理（設定・保持・修正）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

依頼状況を確認したうえで、実際の届出状況の確認や届出のないものの抽出、同様の依頼を実施する他部門
への状況の共有を想定した機能だが、直接課税業務に必須となる機能ではないため、実装してもしなくても
良い機能としている。

930 1.1.78. 送付先管理

個人住民税の送付先（氏名、住所、名称、所在地、電話番号、郵便番号及び設定理
由）を管理（設定・保持・修正）できること。
「特別徴収義務者」と「納税義務者」それぞれ別の送付先を設定できること。

実装すべき 実装すべき

各種通知書作成等に必要な送付先情報の管理は、必須の機能として整理しています。

940 1.1.79.

送付先が設定されている場合、宛先を「［送付先氏名］様方(［課税対象者氏名
様］分)」として印字できること。
（例）「送付先氏名：山田太郎」、「課税対象者：山田一郎」の場合、宛先の印字
は以下の通りとなる。
「山田太郎　様（山田一郎　様分）」

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

送付先の受取人等が宛名の記載から、どの課税対象者分かを判断するための機能であり、住民等へのサービ
ス向上を目的とした機能だが、送付物の本文等を確認すれば把握可能な情報であるため、実装してもしなく
ても良い機能としている。

950 1.1.80.

特別徴収義務者の送付先に特別徴収に関する各種通知書の書類を送付する場合、宛
先を「[送付先宛所]　[送付先名]様　（[特別徴収義務者]　様分）」と印字できる
こと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

送付先の受取人等が宛名の記載から、どの特別徴収義務者分かを判断するための機能であり、サービス向上
を目的とした機能だが、送付物の本文等を確認すれば把握可能な情報であるため、実装してもしなくても良
い機能としている。

960 1.1.81.
送付先期間の管
理

送付先を変更する期間(変更開始日及び変更終了日)を管理（設定・保持・修正）
し、通知書等に反映できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

送付先の移転、移設、転居等の予定を把握が可能な場合を想定した機能として、実装してもしなくても良い
機能としている。

1.2. 給与支払報告書（総括表）作成管理

970 1.2.1. 1
給与支払報告書
（総括表）発送
対象抽出

一定の条件（前年度情報等）を指定し、給与支払報告書（総括表）発送対象者を抽
出できること。
＜抽出条件＞
・年度途中で異動届の提出などがあり特別徴収対象者がいる、前年度の１月から５
月までは特別徴収＝給与あり

実装すべき 実装すべき

給与支払報告書（総括表）発送対象の管理に必要な発送希望や送付設定の確認が必須となる抽出条件につい
て、実装すべき機能としている。

抽出日時点の総括表発送対象者（送付設定の抜け漏れ）を確認するために必要な機能であり、特別徴収義務
者数が多い場合は効率化のために必要性は高いが、EUC等の汎用抽出機能での運用も可能と考えられるた
め、詳細な条件については、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
総括表発送対象者の抽出において、「前年度の１月から５月までは特別徴収＝給与あ
り」が条件とされているが、総括表の作成は１１月頃に行われることが多く、１月か
ら５月までの判定では６月以降に特別徴収されている事業所が抽出対象とならない。
このため、「総括表発送対象の抽出時点で特徴対象者あり」と条件変更を行ったほう
が良いと思われる。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について検討を実施します。 必須

抽出条件を以下のとおり変更して問題がないかご回答くださ
い。
また、変更が妥当ではない場合は、具体的な判断理由（変更
した場合の想定運用や想定運用が実現不可となる要因等）に
ついて、具体的にご回答ください。

＜修正案＞
以下の条件を指定し、給与支払報告書（総括表）発送対象者
を抽出できること。
＜抽出条件＞
・総括表発送対象の抽出時点で特別徴収対象者あり

980 1.2.1. 2

一定の条件（前年度情報等）を指定し、給与支払報告書（総括表）発送対象者を抽
出できること。
＜抽出条件＞
・前々年退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所及び電子媒体での提出事業所
以外の前年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（個人別明細書）の出力希望
・送付が必要のない対象事業所を任意で指定できる。
・給与支払報告書（総括表）の発送希望

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

抽出日時点の総括表発送対象者（送付設定の抜け漏れ）を確認するために必要な機能であり、特別徴収義務
者数が多い場合は効率化のために必要性は高いが、EUC等の汎用抽出機能での運用も可能と考えられるた
め、詳細な条件については、実装してもしなくても良い機能としている。

990 1.2.2.

給与支払報告書（総括表）の発送情報（発送及び停止希望情報）を管理（設定・保
持・修正）し、給与支払報告書（総括表）の作成処理に反映（停止希望のある事業
者を作成対象から除外し、発送希望としたものは作成対象として処理）ができるこ
と。

実装すべき 実装すべき

特別徴収義務者の個別の発送希望に基づいた設定を原則とするが、一定の条件により一括で発送停止を入力
する運用も想定され、この運用に対応するための機能を実装してもしなくても良い機能としている。

1000 1.2.3.

給与支払報告書（個人別明細書）の出力希望（発送希望及び発送希望なし）を管理
（設定・保持・修正）し、給与支払報告書（総括表）の作成処理に反映（発送希望
としたものは作成対象とし、発送希望なしの事業者は作成対象から除外して処理）
ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

個人明細書をシステムから出力しているかについては、運用により異なるため、出力対象の管理機能につい
ても実装してもしなくても良い機能としている。

1010 1.2.4. 1
給与支払報告書
（総括表）作成

給与支払報告書（総括表）を一定の出力条件を指定し、作成できること。
＜抽出条件＞
・退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所、電子媒体での提出事業所以外の前
年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（総括表）の発送希望

実装すべき 実装すべき

当初課税対象者分の給与支払報告書の作成機能は必須であり、実装すべき機能としている。
データ出力や詳細な抽出条件については、印刷委託の有無等の運用差異により必要性が異なる（自庁内で大
量印刷する場合は必須ではない等）と考えられるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1020 1.2.4. 2

給与支払報告書（総括表・個人別明細書）を一定の出力条件を指定し、作成できる
こと。
データで一括出力もできること。
＜抽出条件＞
・退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所、電子媒体での提出事業所以外の前
年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（総括表）の発送希望
・給与支払報告書（個人別明細書）の発送希望
・期中に特別徴収切替届出書を提出し、新規で指定番号を採番（給与支払報告書の
提出実績は無し）した事業所
・前々年に給与の支払がなく給与支払報告書がないが、前年度（６月～12月）に特
別徴収実績がある事業所

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

データ出力や詳細な抽出条件については、印刷委託の有無等の運用差異により必要性が異なる（自庁内で大
量印刷する場合は必須ではない等）と考えられるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1030 1.2.5.

給与支払報告書（総括表・個人別明細書）を随時印刷することができ、その時点で
の事業所登録状況により事業所指定番号を指定して出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

印刷設定、住所登録の誤りや給与支払報告書（総括表）の汚損などへの対応の再印刷や初回印刷後に情報の
修正を実施したもので給与支払報告書（総括表）送付までの期間で異動があった事業者等への対応を想定し
ているが、発生件数が多くないことが予想されるため、実装してもしなくても良い機能としている。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

1.3. 申告書作成管理  

1040 1.3.1.
申告書発送対象
抽出

以下の条件の要否を指定し、個人住民税申告書の発送対象者を抽出できること。
＜抽出条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・前年度情報([前年個人住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人住民税
申告書であること」「所得種類」「更正事由」「転入・出時期」）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
＜申告書発送者からの除外条件＞
・前年度、確定申告提出者
・事業所課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

抽出日時点の個人住民税申告書発送対象者（送付設定の抜け漏れ）を確認するために必要であり、チェック
作業の効率化のために必要性は高いが、EUC等の汎用抽出機能による運用も可能と考えられるため、実装し
てもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
帳票要件No16の主な出力条件には実装すべき出力条件として記載されていますが、機
能要件No1.3.1には実装してもしなくても良い機能として記載されており、帳票要件と
機能要件で不整合が発生しています。

【要件の修正を検討】
帳票要件に合わせ、機能要件を修正します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1050 1.3.2. 1
申告書発送情報
管理

個人住民税申告書の発送希望（発送及び停止希望情報）の管理（設定・保持・修
正）ができ、一括で登録・削除ができること。また、前年の発送及び停止希望情報
を引継できること。

実装すべき 実装すべき

不要な申告書の出力を防ぎ、効率的な帳票印刷を実現するため、個人住民税申告書の発送、発送停止の設定
を管理する機能を実装すべき機能としている。

引継ぎ期間の設定は、年度ごとの設定の手間を省略し、効率的な運用を目的とするが、前年情報の引継ぎに
よる一括登録での対応でも運用は可能なため、実装してもしなくても良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
人口が少ない市区町村では発送希望の管理について弊社お客様から要望がなく実装す
べき機能としての記載は不要であり過剰な要件であると思われるため。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1060 1.3.2. 2

個人住民税申告書の発送希望（発送及び停止希望情報）の引継ぎ期間（永年又は単
年）の設定できること。

送付実績の編集及び管理（設定・保持・修正）ができること
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

引継ぎ期間の設定は、年度ごとの設定の手間を省略し、効率的な運用を目的とするが、前年情報の引継ぎに
よる一括登録での対応でも運用は可能なため、実装してもしなくても良い機能としている。

1070 1.3.3.

個人住民税申告書の発送希望（発送及び停止希望情報）に応じて、申告書の作成処
理（発送希望者分は出力し、停止希望分は出力しない制御）ができること。

実装すべき 実装すべき

—

1080 1.3.4.

個人住民税申告書の発送希望者で、前年の営業・農業・不動産の収入がある対象者
を抽出できること。
また、点字対象者を抽出できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

抽出日時点の申告書発送希望者を確認するために必要な機能であるが、詳細な条件については、各団体での
対象者数等の状況によるため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
送付物を点字とする対象者の認識ですが、その管理機能の記載がありません。
また、民税固有の要件ではないため、共通要件として規定すべきと考えます。

【要件の緩和を検討】
共通要件での検討状況を確認しました。
共通要件では、要件化しておらず、メモや処理注意者の登録により管理し、EUC抽出に
よる引抜き運用と整理しています。
共通の整理方針に合わせ、本要件は削除します。
なお、上記の運用については、既存の要件で可能と判断します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1090 1.3.5.

税務署から受領する確定申告書の送付データを取り込み、「かな氏名」、「生年月
日」を条件に業務システムデータと突合し、同一人と判断できる分については、個
人住民税申告書を出力しないよう制御できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

税務署から確定申告書を送付済みの対象者への重複を避けることで、申告書の枚数を削減することを目的と
した機能であるが、税務署データの受領と申告書の印刷スケジュールが合わない場合やそもそも税務署との
調整をしていないことも想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1100 1.3.6.

税務署から受領する確定申告書の送付データを取り込み、同一人と判断できなかっ
た対象、突合条件に複数の個人が合致した場合の対象者を確認できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

1110 1.3.7. 1 申告書作成

個人住民税申告書を以下の条件を指定し、作成できること。データで一括出力もで
きること。

＜抽出条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人住民税申告書であるこ
と」「所得種類」「更正事由」「転入・出時期」の指定（記載済みの「前年度情
報」の詳細化の認識）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
＜申告書発送者からの除外条件＞
・前年度、確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装すべき 実装すべき

当初課税対象者分の個人住民税申告書の作成のために必要な機能について、実装すべき機能としています。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
以下の条件を指定できない。
＜抽出条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「更正事由」「転入・出時期」）
・支援措置対象の設定有無
・未申告者
・生活保護の有無
＜申告書発送者からの除外条件＞
・異動届より転勤・一括処理対象者
・現年課税取消分
・他団体課税者

【要件の緩和を検討・WT検討・APPLICへのQA起票】
以下の条件について、実装してもしなくても良い機能への変更が可能かをWTで検討し
ます。
＜抽出条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「更正事由」「転入・出時期」の指定
・支援措置対象の設定有無
・未申告者
・生活保護の有無
＜申告書発送者からの除外条件＞
・異動届より転勤・一括処理対象者
・現年課税取消分
・他団体課税者

また、各社の現状の対応度が低いため、APPLICに対して実現性の高い抽出条件の確認
を実施します。
＜APPLICへの確認内容＞
個人住民税申告書（紙・データ）を出力する際の実現性の高い抽出条件及び条件毎に
設定した場合の想定運用についてご教示ください。
また、標準仕様書として記載した要件以外に妥当な要件があれば具体的な記載案をご
教示ください。

保留

1120 1.3.7. 2

個人住民税申告書（簡易申告書）を以下の条件を指定し、作成できること。データ
で一括出力もできること。

＜抽出条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人住民税申告書であるこ
と」「所得種類」「更正事由」「転入・出時期」の指定
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
＜申告書発送者からの除外条件＞
・前年度、確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

同上

【要件の緩和を検討・APPLICへのQA起票】
各社の現状の対応度が低いため、APPLICに対して実現性の高い抽出条件の確認を実施
します。
＜APPLICへの確認内容＞
簡易申告書（紙・データ）を出力する際の実現性の高い抽出条件及び条件毎に設定し
た場合の想定運用についてご教示ください。
また、標準仕様書として記載した要件以外に妥当な要件があれば具体的な記載案をご
教示ください。

保留

1130 1.3.8.

事業所・家屋敷課税分の申告書を一定の出力条件（前年度情報、未申告者、発送希
望者及び事業所・家屋敷課税の物件情報等）を指定し、作成できること。
データで一括出力もできること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

事業所・家屋敷課税分の申告書を対象に送付する場合に利用する機能だが、全ての団体で対応している業務
ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1140 1.3.9.

申告案内文書（はがき含む）・個人住民税申告書を一定の出力条件（前年度情報、
年齢、未申告者、発送希望者及び生活保護の有無等）を指定し、作成できること。
データで一括出力もできること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

申告書の送付とは別に申告の勧奨を送付する場合に利用する機能だが、全ての団体で対応している業務では
ないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1150 1.3.10.

申告案内文書の発送希望（発送及び停止希望）は、通常の申告書の発送希望（発送
及び停止希望）と分けて管理（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

申告書の送付とは別に申告の勧奨を送付する場合に利用する機能だが、全ての団体で対応している業務では
ないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1160 1.3.11.

異なる課税方式に係る申告書の発送希望（発送及び停止希望）は、通常の申告書の
発送希望（発送及び停止希望）と分けて管理（設定・保持・修正）し、発送希望
（発送及び停止希望）に応じて異なる課税方式に係る申告書を作成できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

異なる課税方式に係る申告書を対象に送付する場合に利用する機能だが、全ての団体で対応している業務で
はないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1170 1.3.12.

事業所・家屋敷課税の申告の発送希望（発送及び停止希望）は、通常の申告書の発
送希望（発送及び停止希望）と分けて管理（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

申告書の送付とは別に申告の勧奨を送付する場合に利用する機能だが、全ての団体で対応している業務では
ないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1.4. 申告情報等登録処理  

1180 1.4.1. 各種資料登録

課税資料について、電子データ（パンチデータ及び申告支援システムデータ等）を
取り込み、該当する個人(個人番号、カナ氏名＋生年月日の優先順位で特定)及び事
業者の基本情報と紐付けて、一括又は個別に管理（設定・保持・修正）ができるこ
と。

実装すべき 実装すべき

課税資料情報を各種基本情報と紐づけて管理する機能は、正確な課税を実現するために必須であり、実装す
べき機能としている。

【疑義事項】
「個人番号で特定すると誤った記載が多いため別人に特定されるため、個人番号を最優先に
することはしないでほしい」と複数の既存ユーザーから要望を受けています。

【WT検討】
課税資料と個人の特定条件について、WTで検討します。

必須

課税資料と個人の紐づけの条件を以下の優先順位として問題が
ないかご回答ください。
・カナ氏名＋生年月日＞個人番号の優先順位で特定

また、上記の優先順位外に妥当な条件があれば、妥当と判断さ
れる理由と合わせてご教示ください。

1190 1.4.2.

電子データ（パンチデータ及び申告支援システムデータ等）を取り込み、該当する
個人、事業者の基本情報を一括更新した際、業務上、調査・確認が必要なデータ項
目がある場合、エラー及びアラートとして通知できること。 実装すべき 実装すべき

—

1200 1.4.3.
課税資料ごとにメモを設定、更新、参照ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

課税資料に対するメモの設定はサブシステムで実現している運用もあるため、実装してもしなくても良い機
能としている。

1210 1.4.4.

給与支払報告書（総括表及び個人別明細書）については，以下の情報を管理できる
こと。
＜給与支払報告書情報＞
・給与支払報告書（総括表及び個人別明細書）の受付年月日
・複数回提出（訂正給与支払報告書等）する事業所の提出日ごとの受付年月日
・上記の受付年月日ごとの提出枚数
・異動届出書による異動年月日

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

1220 1.4.5.
課税対象者ごとに登録済みの資料を確認できること。

実装すべき 実装すべき
—
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

1230 1.4.6. 1

申告支援システムから出力される全ての賦課資料データについて、一括での取り込
みができること。

実装すべき 実装すべき

年間通しての取り込みは製品により実装有無がわかれるところであるほか、取り込むデータも、資料情報、
合算データ、扶養情報等と多岐にわたるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1240 1.4.6. 2

・申告支援システムから出力される全ての賦課資料データ(被扶養者及び配偶者情
報を含む)について、一括及び個別での取り込みを年間通して実施できること。
・申告支援システムから年間通して課税根拠となる合算データの取り込みが行える
こと
・申告支援システムから年間通して扶養情報の取り込みが行えること

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

年間通しての取り込みは製品により実装有無がわかれるところであるほか、取り込むデータも、資料情報、
合算データ、扶養情報等と多岐にわたるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1250 1.4.7.
確定申告書デー
タ登録

確定申告書第一表、二表、三表及び四表の申告情報について、電子データ（パンチ
データ、申告支援システムデータ及びOCRデータ等）を取り込み、一括更新及び管
理（設定・保持・修正）ができること。

実装すべき 実装すべき

紙の確定申告書分やＫＳＫ分の第二表等のイメージデータをパンチ等により電子データ化した場合の取込み
機能であるため、実装すべき機能としています。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・確定申告書第四表について、取り込んでいない情報がある。
・パンチデータの取込はしていない。
・申告支援システムデータは取り込んでいない

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、確定申告書第四表の申告情報の電子データ取り込み、パンチデー
タ、申告支援システムデータの取り込みを実装してもしなくても良い機能とする。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1260 1.4.8.

専従主の提出した、確定申告書取込時に第二表記載の専従情報を元にした専従者給
与支払報告書扱い資料のイメージ化を行うこと。
また、イメージ化した情報を専従者へ紐付けできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

確定申告書の取込時に専従者情報を自動生成するだけでなく、イメージ化して管理し、その他課税資料との
比較等の運用をしている場合に必要となる機能であるが、全ての団体で、専従者情報の給与支払報告書イ
メージ化で対応しているものではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1270 1.4.9. 専従者情報登録

申告書のデータから専従者情報（専従者の氏名、生年月日、続柄）、専従者給与収
入及び、専従主）のみを抽出し、専従者の情報として自動更新及び管理（設定・保
持・修正）ができること。

実装すべき 実装すべき

事業主の確定申告情報等から、専従者を把握し、個人の基本情報や世帯情報を確実に更新するための機能に
ついて、実装すべき機能としています。 【実現性評価（実装可否に対するご意見）】

小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
専従者情報の自動更新及び管理には対応していない。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1280 1.4.10.
関連する申告書情報を確認しながら、専従者情報の管理（設定・保持・修正）がで
きること。 実装すべき 実装すべき

—

1290 1.4.11.
任意の条件を指定し、該当する申告情報（専従者情報の登録に必要な情報）の出力
ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

自動での更新はせずに個別に更新する運用としている場合に必要となる機能であるが、全ての団体で実施し
ている運用ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1300 1.4.12.

専従者情報の自動更新ができなかった対象（専従者の特定不可）抽出し、関連する
申告情報を出力できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
「専従者情報の自動更新」について、具体的な条件等を示していただきたい。「関連
する申告情報」について、具体的に標準仕様書に記載して頂きたい。
自動更新するタイミング（当初、異動）や実施方法（一括、個別）は任意でいいので
しょうか。
「関連する申告書情報」について、「内容」欄に記載いただいたものを具体的に仕様
書ににも記載いただければと思います。

【WT検討】
1.4.9.について、自動更新するタイミング（当初、異動）及び実施方法（一括、個
別）を確認します。

【要件の修正を検討】
以下の赤字部分を修正します。
＜修正案＞
専従者情報の自動更新ができなかった対象（専従者の特定不可）抽出し、関連する申
告情報（「事業主の申告書」や事業所から提出される「給与支払報告書」等から抽出
した専従者にかかる情報）を出力できること。

必須

専従者情報の自動更新が必要となるタイミングについてご回
答ください
＜必要なタイミング＞
①当初のみ
②当初及び例月（異動）
③例月（異動）のみ

また、自動更新の実施方法についてご回答ください
＜実施方法＞
①一括のみ
②個別のみ
③一括及び個別
④一括または個別（実装に任せる）

1310 1.4.13.

専従者の特定はされているが同額の別資料がある対象者を抽出し、関連する申告情
報を出力できること。また、対象者の抽出は、合算処理と併せて実施できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

既に給与支払報告書が提出されている専従者の給与情報については、合算処理の中で一方の課税資料を自動
的に無効にする運用と、該当者の資料情報を確認して個別に対応する運用があり、対象者数や担当部署の体
制により適当な対応が異なるため、双方に対応できるよう、実装してもしなくても良い機能としている。

1320 1.4.14.

既に同額の給与支払報告書が提出されている場合は専従主の確定申告書から作成し
た専従給与支払報告書のデータを無効（非合算）とするかを選択できること 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

1330 1.4.15.

自動更新された専従者給与支払報告書をもつ個人へ、給与支払報告書が提出された
場合において、給与支払報告書の給与支払額の比較を行い提出給与支払報告書と専
従者給与支払報告書が同一であると判定したものについて取消処理を行うこと。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

1340 1.4.16. 1
電子データ給与
支払報告書登録

電子データ給与支払報告書（光ディスク・磁気ディスク・eLTAX）による申告情報
を取り込み、一括更新、管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

電子データ給与支払報告書（光ディスク・磁気ディスク・eLTAX）は、取込のデータ仕様も全国共通であ
り、利用も推進されているため、正確なデータ取り込みに必要な機能は、実装すべき機能としている。

OCR・パンチデータ・申告支援システムデータの取込みは、団体毎の運用に機能のより要否が異なるもので
あるため、実装してもしなくても良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
（1.4.25.、1.4.29.に対するご意見）電子給報・電子年報の一括更新機能について
は、1.4.16.、1.4.27.で定義されており、そこに摘要欄も含まれることは明らかであ
るため、本要件は削除が妥当ではないかと考えます。
（摘要欄についての専用機能が必要なように解釈されうるため）

また、全ベンダの回答のうち、改修規模が大きいベンダが多数となっています。
＜主なご意見＞
摘要欄の修正機能はありません。

【要件の緩和を検討・WT検討】
左記のご意見を踏まえ、摘要欄も管理対象とすることを記載します。

また、摘要欄の一括での修正の要否についてWTで確認します。
一括で修正が必要な場合は、既に入力されている摘要欄情報の取り扱いを検討しま
す。

必須

データ取り込みによる摘要欄の一括修正の要否についてご回
答ください（初回の一括での設定＝登録ができれば修正は不
要等）。
また、一括修正が必要な場合は登録済みの摘要欄の情報をど
う処理すべきか（登録済み分は削除し、修正分で上書き等）
もご教示ください。

1350 1.4.16. 2

電子データ給与支払報告書（OCR・パンチ・申告支援システムデータ）による申告
情報を取り込み、一括更新及び管理（設定・保持・修正）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

OCR・パンチデータ・申告支援システムデータの取込みは、団体毎の運用に機能のより要否が異なるもので
あるため、実装してもしなくても良い機能としている。 同上 同上 必須 同上

1360 1.4.17.
eLTAXによる申告情報の取込について、特別徴収をしない事業所についても電子で
一括取込ができること。 実装すべき 実装すべき

—

1370 1.4.18.

eLTAXで提出された電子給与支払報告書のファイルを取り込み、給与支払報告情報
の一括更新用データを作成できること。
その際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目についてエラー及びアラートとし
て通知できること。
一括更新用データのうちエラー及びアラートの対象データ項目の修正、取込不要
（重複登録等）分の設定を手動でした後、給与支払報告情報を一括更新できるこ
と。
また、取込不要（重複登録等）分の設定をしたもののリストを出力できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
エラー修正は、一括更新の概念がない。

【要件の緩和を検討】
以下の通り修正します。
＜修正後＞
eLTAXで提出された電子給与支払報告書のファイルを取り込み、給与支払報告情報の一
括更新用データを作成できること。
その際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目についてエラー及びアラートとして
通知できること。
一括更新用データのうちエラー及びアラートの対象データ項目を修正し、給与支払報
告情報を更新できること。
また、取込不要と修正したもののリストを出力できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1380 1.4.19.

eLTAX給与支払報告書データの指定番号がブランクだった場合、納税者IDや法人番
号等から事業所を特定し、税務システムで登録済みの特別徴収義務者指定番号があ
れば、自動で紐づけができること。 実装すべき 実装すべき

—

1390 1.4.20.

給与支払報告書は紐づいた事業所ごとに管理（設定・保持・修正）することがで
き、特定の指定番号を指定し、一括して別の指定番号に資料を付け替えることがで
きること。 実装すべき 実装すべき

—

1400 1.4.21.

電子データ給与支払報告書（OCR・パンチ・申告支援システムデータ）による申告
情報を取り込んだ事業者の内、総括表の発送希望が発送停止で登録されているもの
を抽出できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

1410 1.4.22.

電子（eLTAX・媒体）で提出された給与支払報告書データについて、以下の項目を
指定して、抽出ができること。
EUCでの対応でも可とする。
＜抽出条件＞
・「乙欄」の設定
・「普通徴収区分」の設定
・「摘要欄」の任意の文言（特別徴収/国外/外国/海外/非居住/出国/丙欄/普通徴
収/退職日）
・「国外住所表示」の設定
・「条約免除」の設定
・「就退区分」の設定

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

1420 1.4.23.

電子データ給与支払報告書は、給与支払報告書の個人別明細書だけでなく、総括表
データも申告情報として取り込めること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

個人明細書だけではなく、総括表を参照しながら内容確認を実施する運用も考えられるため、実装してもし
なくても良い機能としている

1430 1.4.24.
電子データ給与支払報告書は、納入書要・不要情報を事業所の情報として取り込め
ること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

納入書の要否の情報は、給与支払報告書（総括表）に含まれる情報であるため、上記機能と合わせ、取り込
みは、実装してもしなくても良い機能としている

1440 1.4.25.

摘要欄についても一括更新及び管理（設定・保持・修正）ができること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
電子給報・電子年報の一括更新機能については、1.4.16.、1.4.27.で定義されてお
り、そこに摘要欄も含まれることは明らかであるため、本要件は削除が妥当ではない
かと考えます。
（摘要欄についての専用機能が必要なように解釈されうるため）

【要件の緩和を検討】
左記のご意見を踏まえ、1.4.16.、1.4.27.に摘要欄も対象とすることを追記し、本要
件を削除します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1450 1.4.26.

取り込んだ電子データ給与支払報告書（総括表・個人別明細書）の疑似イメージを
生成し、参照及び削除ができること。
作成した疑似イメージは出力ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

電子データを帳票の課税原票と同等の様式で確認し、業務の効率化や確認漏れの防止等を目的とした機能で
あるが、税務システムを利用して実施しているかは、システムの構成により異なるため、実装してもしなく
ても良い機能としている。

【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

1460 1.4.27. 1
電子データ年報
登録

電子データ公的年金等支払報告書（光ディスク・磁気ディスク・eLTAX）による申
告情報を取り込み、一括更新及び管理（設定・保持・修正）ができること。

実装すべき 実装すべき

電子データ公的年金等支払報告書（光ディスク・磁気ディスク・eLTAX）は、取込のデータ仕様も全国共通
であり、利用も推進されているため、正確なデータ取り込みに必要な機能は、実装すべき機能としている。

OCR・パンチデータ・申告支援システムデータの取込みは、団体毎の運用に機能のより要否が異なるもので
あるため、実装してもしなくても良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
（1.4.25.、1.4.29.に対するご意見）電子給報・電子年報の一括更新機能について
は、1.4.16.、1.4.27.で定義されており、そこに摘要欄も含まれることは明らかであ
るため、本要件は削除が妥当ではないかと考えます。
（摘要欄についての専用機能が必要なように解釈されうるため）

また、全ベンダの回答のうち、改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
公的年金等支払報告書の摘要欄は管理していません。

【要件の緩和を検討・WT検討】
左記のご意見を踏まえ、公的年金等支払報告書の摘要欄の管理の要否を確認します。
摘要欄が必要な場合は、摘要欄も管理の対象とすることを追記します。
ただし、要件の必要性（実装すべきとするか、実装してもしなくても良いとするか）
はご回答から業務上の必要性を踏まえて判断します。

必須

公的年金等支払報告書の摘要欄の管理の要否についてご回答
ください。
また、必要とされる場合は、公的年金等支払報告書の摘要欄
に記載される情報として何を期待されていて、業務上どの様
に利用しているかご教示ください。

1470 1.4.27. 2

電子データ公的年金等支払報告書（OCR・パンチ・申告支援システムデータ）によ
る申告情報を取り込み、一括更新及び管理（設定・保持・修正）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

OCR・パンチデータ・申告支援システムデータの取込みは、団体毎の運用に機能のより要否が異なるもので
あるため、実装してもしなくても良い機能としている。 同上 同上 必須 同上

1480 1.4.28.

eLTAXで提出された電子公的年金等支払報告書のファイルを取り込み、給与支払報
告情報の一括更新用データを作成できること。
その際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目についてエラー及びアラートとし
て通知できること。
一括更新用データのうちエラー及びアラートの対象データ項目の修正、取込不要
（重複登録等）分の設定を手動でした後、公的年金等支払報告書情報を一括更新で
きること。
また、取込不要（重複登録等）分の設定をしたもののリストを出力できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
エラー修正は、一括更新の概念がない。

【要件の緩和を検討】
以下の通り修正します。
＜修正後＞
eLTAXで提出された電子公的年金等支払報告書のファイルを取り込み、年金等支払報告
情報の一括更新用データを作成できること。
その際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目についてエラー及びアラートとして
通知できること。
一括更新用データのうちエラー及びアラートの対象データ項目を修正し、公的年金等
支払報告書情報を更新できること。
また、取込不要と修正したもののリストを出力できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1490 1.4.29.

公的年金等支払報告書の摘要欄についても、一括更新及び管理（設定・保持・修
正）ができること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
電子給報・電子年報の一括更新機能については、1.4.16.、1.4.27.で定義されてお
り、そこに摘要欄も含まれることは明らかであるため、本要件は削除が妥当ではない
かと考えます。
（摘要欄についての専用機能が必要なように解釈されうるため）

【要件の緩和を検討】
左記のご意見を踏まえ、1.4.16.、1.4.27.に摘要欄も対象とすることを追記し、本要
件を削除します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1500 1.4.30.

取り込んだ電子データ公的年金等支払報告書の疑似イメージを生成し、管理（設
定・保持・修正）ができること。
作成した疑似イメージは出力ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

電子データを帳票の課税原票と同等の様式で確認し、業務の効率化や確認漏れの防止等を目的とした機能で
あるが、税務システムを利用して実施しているかは、システムの構成により異なるため、実装してもしなく
ても良い機能としている。

【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1510 1.4.31. 国税連携関連

当初、例月、過年分のＸＭＬデータ、CSVデータ（決算書データ及び法定調書等も
含む）を疑擬似イメージ化して管理（設定・保持・修正）し、システムへの取り込
み日等の任意の条件を指定し、出力することができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

電子データを帳票の課税原票と同等の様式で確認し、業務の効率化や確認漏れの防止等を目的とした機能で
あるが、税務システムを利用して実施しているかは、システムの構成により異なるため、実装してもしなく
ても良い機能としている。

【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1520 1.4.32.

印刷の際、「紙で印刷」「PDF化」が選択でき、その後「全表印刷」「第一～二表
のみ印刷」「第二表のみ印刷」が選択できること。また、印刷の際に確定申告書の
種別（訂正・削除・更正）が分かるような文言が入ること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

1530 1.4.33. 1
国税連携（eLTAX
連携）

eLTAXと連携して国税連携データ（e-Tax及びKSKの第一～四表）を取り込み、一括
更新できること。また、当該情報を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

eLTAX経由の申告データを取り込むための機能について、実装すべき機能としている。

e-Taxの添付資料データについては、団体の規模により要否が異なるものであるため、実装してもしなくて
も良い機能としている。

1540 1.4.33. 2
eLTAXと連携して国税連携データ（e-Taxの添付資料データ）を取り込み、一括更新
できること。また、当該情報を管理（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

e-Taxの添付資料データについては、団体の規模により要否が異なるものであるため、実装してもしなくて
も良い機能としている。

1550 1.4.34.

当初の課税計算後においてもデータ取込み及び台帳の反映・一括更新及びエラー抽
出が行えること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

当初課税計算後もデータ取り込みによる一括更新とすることで、事務量の低減が期待できるが、団体により
対象データの多寡が異なり効果が低い可能性もあるため、実装してもしなくても良い機能としている。

1560 1.4.35.

確定申告書の第一表～四表のOCRデータ、パンチデータの取り込みができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

税務署でOCR処理していない第二表等については、国税連携システムのオプションサービスを購入してOCR
データを作成する場合や各団体側作業ですべての種類の申告書をOCR処理する場合、国税連携データはすべ
て印刷処理しパンチデータ化する場合など、団体により対応が異なるため、実装してもしなくても良い機能
としている。

1570 1.4.36.

KSK第一表データを取り込んだ後にKSK第二表データを税務システムに取り込んだ場
合は、双方のデータの紐づけが可能なこと。
また、すでに紐づけられた、KSK第一表、第二表のデータも取り込めること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

1580 1.4.37.

KSK訂正、KSK削除、e-Tax連絡不可データ及びe-Tax連絡不可の取消データを判別
し、対応する取込済みの国税連携データの有効及び無効（非合算）を判定できるこ
と。
ただし、各種データの有効・無効（非合算）を個別に指定している場合は、自動判
定の対象外とできること。
＜自動判定条件＞
・データの取込日が最新のデータを有効とする。
　※KSKデータの取込日は、個別に指定もできること
・有効・無効の判断において、KSKは、「年分、局署番号、整理番号、台帳番
号」、e-Taxは、「年分、局署番号、利用者識別番号、受付番号」が一致するデー
タはセットで判断する。
・KSK新規とKSK訂正ではKSK訂正を有効とする。
・データの取込日が最新のデータが「KSK削除」又は「e-Tax連絡不可データ」の場
合は、そのデータを無効とする。
・データの取込日が最新のデータが「e-Tax連絡不可の取消データ」の場合は、そ
のデータとセットとなっているe-Taxを有効とする。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

確定申告書データが複数ある場合に自動判定することで業務の効率化が見込めるが、個別に優先を判断する
運用もあり得るため、実装してもしなくても良い機能としている。

1590 1.4.38.

国税連携（KSK分）データに含まれる納税者番号(税務署整理番号・局署番号・受付
番号・台帳番号・異動日)を管理（設定・保持・修正）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

納税者番号のシステム管理の要否が団体により異なることが想定されるため、実装してもしなくても良い機
能としている。

1600 1.4.39.

連絡不可（取消）データの受付番号と取込済みの確定申告書の受付番号でマッチン
グができ、処理結果を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

【疑義事項】
「1.4.37」と重複する内容ではないでしょうか。

機能要件1.4.39の「備考」や「要件の考え方・理由」に記載が無かったことから、
マッチング機能に関する要件が1.4.37と1.4.39の両方に定義されていると認識したた
め質問させていただきました。

要件をより分かりやすくするため、機能要件1.4.39の「要件の考え方・理由」に
「1.4.37.の要件でデータの無効（非合算とする）の判断した結果出力する要件として
定めたもの」等を記載することを提案させていただきます。

【要件の修正を検討】
要件の考え方・理由に「1.4.37.の要件でデータの無効（非合算とする）の判断した結
果出力する要件として定めたもの」を追記します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1610 1.4.40.
年金特別徴収情
報登録（eLTAX連
携）

eLTAXと連携して特別徴収対象者情報(00通知)を取り込み、一括管理（設定・保
持・修正）できること。
また、年金特別徴収賦課決定処理時に、仮徴収期間中に年金特別徴収中止者となっ
た者についても、新年度の年金特別徴収対象者とできること。

実装すべき 実装すべき

eLTAX経由の電子データを取り込むための機能について、実装すべき機能としている。

1620 1.4.41.
他団体回送情報
登録（国税連
携）

他団体から国税連携システムで回送されたデータの取り込みができること。

実装すべき 実装すべき

他団体から回送された国税連携データを取り込み、課税資料として活用するための機能について、実装すべ
き機能としている。

1630 1.4.42.

総務省形式のCSVレイアウトの他団体からの回送データを取り込み、給与支払報告
書又は公的年金等支払報告書の形式で出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

印刷した帳票を用いた内容確認等を実施する場合に必要な機能だが、全ての団体で帳票出力を必要とするわ
けではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1640 1.4.43.

総務省形式のCSVレイアウトの他団体からの回送データを取り込み、給与支払報告
書又は公的年金等支払報告書の形式で疑似イメージ化して管理（設定・保持・修
正）できること。

実装すべき 実装すべき

—
【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
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回答要否 確認事項詳細

1650 1.4.44.
申告特例情報登
録

電子データ申告特例（eLTAX・パンチ）による申告情報を取り込み、一括更新及び
管理（設定・保持・修正）ができること。 実装すべき 実装すべき

申告特例に係る電子データの取り込みに必要な機能を実装すべき機能としている。

1660 1.4.45.

取り込んだ電子データ申告特例の疑似イメージ生成し、管理（設定・保持・修正）
ができること。
また、作成した疑似イメージは出力ができること。

実装すべき 実装すべき

—
【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1670 1.4.46.

他団体からの申告特例通知（eLTAXデータ）を取り込み、一括更新及び管理（設
定・保持・修正）ができること。

実装すべき 実装すべき

—

1680 1.4.47.

申告特例通知を受理した対象者について、必要に応じて、特例対象外となる者につ
いては、自動的に一括して否認するとともに、対象者のリストを出力できること。
また、寄付先、寄付金額及び否認理由等を記載した通知を出力できること。

実装すべき 実装すべき

寄付先が６か所以上で否認した場合、確
定申告がされた場合などに必要

—

1690 1.4.48.
登録情報アラー
ト修正、削除

各種資料情報の登録の際に、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、
エラー及びアラートとして通知できること。 実装すべき 実装すべき

正確な課税処理に必要なチェックを実施し、エラー及びアラートとして出力する機能を実装すべき機能とし
ている。

1700 1.4.49.

取り込んだデータが誤った個人と紐づいていないかの確認（生年月日、氏名が同じ
人物が複数いる場合等の対象者の確認）のためのリストが出力できること。 実装すべき 実装すべき

システムの仕様としては問題なく処理されているが、誤った個人と課税資料が紐づけられている可能性があ
るものを抽出するためのリスト出力機能であり、多くの団体で必要となることから実装すべき機能としてい
る。

1710 1.4.50.
申告情報を修正する際に、修正箇所、修正内容、税務署調査要否及び税務署調査内
容の管理（設定・保持・修正）ができること。 実装すべき 実装すべき

申告情報に対して、修正した内容や修正のための調査の要否、調査が必要内容の管理といった、業務上必須
となる情報の管理機能として、実装すべき機能としている。

1720 1.4.51.

税務署調査が必要な対象を抽出し、調査対象者、税務署調査内容の確認が可能なリ
スト（帳票）の出力ができること。調査完了や調査中フラグを実装し、調査状況の
管理やリストへの出力制限を可能にすること。

実装すべき 実装すべき

上記機能で管理している税務署調査対象の調査状況の把握、調査実施時の対象者の把握のために必要な機能
であることから、実装すべき機能としている。

1730 1.4.52.

取り込んだ資料データの内、個人又は事業者との紐づけができなかった対象分の
データもシステムで保持し、資料データの検索、指定した資料データの個別のエ
ラー修正、他団体回送又は住登外課税の対象としての設定ができること。 実装すべき 実装すべき

—

1740 1.4.53. 資料取込み

課税資料の資料番号（課税資料ごとに付番し、個人との紐づけに利用する番号。資
料番号は、資料の取り込み順に連番で付番されること）の自動付番ができること。
また、課税資料の資料番号を個別に管理（設定・保持・修正）（自動付番した資料
番号を含む）もできること。 実装すべき 実装すべき

課税資料と対応する個人を正確に紐づけて管理するため、課税資料番号の管理に係る機能は必須機能として
いる。

1750 1.4.54.

サブシステムで付番した資料番号を取り込み、該当する個人と資料情報を紐づけて
管理できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

サブシステムの利用は、団体により実態が異なるため実装してもしなくても良い機能としている。

1760 1.4.55.

電子データ（パンチデータ等）の再取込みができること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
再度取込みについて、どのような状況を想定した機能となるのでしょうか。同じ情報
の課税資料を複数取り込む必要は無いため、可能な限り重複取込みを検知してシステ
ムへの取込みを制御するべきだと考えています。

【要件の緩和を検討】
※以下についてAPPLIC確認中のため回答受領後に修正予定

取込データの全体に修正が必要な状況（取込ファイルの資料番号の付番誤り等）を想
定しています。
本機能がなくとも、上記の状況に対応できるという理解になるでしょうか。また、上
記の想定に対応するにあたり、要件を修正すべきであれば具体的な修正案をご提示く
ださい。

保留

1770 1.4.56.
新年度の受給者番号を個別に修正できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

受給者番号を振りなおす事業者があることを想定した機能であり、該当事業者がない場合は必要性は低いた
め、実装してもしなくても良い機能としている。

1780 1.4.57.

県庁や警察・市役所など４月に大規模な人事異動を行った事業所分の給与支払報告
書について、新年度の受給者番号の取り込み（前年度とは異なる受給者番号の紐づ
け）ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

年度切り替えに伴う大規模な人事異動に合わせ、受給者番号を振りなおす事業者があることを想定した機能
だが、事業者要望がなければ必要性はないため、実装してもしなくても良い機能としている。

1790 1.4.58.

給与収入金額及び所得金額調整控除により給与所得を自動算出できること。

実装すべき 実装すべき

—

1800 1.4.59.

年金収入金額及び年金以外の合計所得により年金雑所得を自動算出できること。

実装すべき 実装すべき

—

1810 1.4.60. 他団体回送

他団体回送用に、回送対象として回送先団体名又は納税義務者住登地等を設定でき
ること。住民基本台帳に転出入の履歴がある場合はその情報をもとに各種資料登録
時に一括で回送先を設定できること。

実装すべき 実装すべき

他団体回送が必要な対象の情報を基に回送業務を実施するための機能について、必須機能としている。
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
導入実績として他団体回送の管理の実装要望がなく、過剰な要件であると思われるた
め。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1820 1.4.61.

国税連携システムで回送可能なデータ形式で個別の出力及び回送先の団体ごとに一
括で出力できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
導入実績として他団体回送の管理の実装要望がなく、過剰な要件であると思われるた
め。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1830 1.4.62. 1

他団体への回送用データとして給与支払報告書及び公的年金等支払報告書につい
て、総務省形式のCSVレイアウトを個別の出力及び回送先の地方団体ごとに一括で
出力できること。また、確定申告書については回送先のほか、国税連携システムで
回送処理に必要な情報（年分、局署番号、整理番号、カナ氏名、生年月日、住所、
台帳番号及び連携データ作成年月日等）を出力できること。

実装すべき 実装すべき

イメージデータの回送処理を税務システムで実施しているとは限らないため、実装してもしなくても良い機
能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
導入実績として他団体回送の管理の実装要望がなく、過剰な要件であると思われるた
め。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1840 1.4.62. 2

登録された電子データ給与支払報告書や公的年金等支払報告書などの疑似イメージ
も個別の出力及び回送先の団体ごとに一括で回送できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

イメージデータの回送処理を税務システムで実施しているとは限らないため、実装してもしなくても良い機
能としている。 【①疑義事項】

「他市町村回送の給報総務省レイアウトのデータを、他市町村へ送信できるeLTAX等のイン
ターフェイス」は無いと認識していますが、いかがでしょうか。
「疑似イメージの一括送信」について、現在はデータサイズの制限あると認識していますが、
制限がなくなるということでしょうか。

【②疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理システ
ム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理することと、疑
似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。イメー
ジの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件がなくても取
り扱いに支障ない認識。）

＜APPLIC疑義事項への対応＞
【①要件を修正します】
「回送先の団体ごとに一括で回送できること」の記載を「回送先の団体ごとに一括で出力でき
ること」に表現を見直します。

【②要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税資料に
合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事項は、機能要件
欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外と
します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1850 1.4.63.

投入資料が他団体回送に該当する場合、「回送先」、「送付文書」、「送付資料」
及び「事業所返送」が個別の出力及び回送先の団体ごとに一括で出力（帳票）でき
ること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

原則は、電子での対応とするため帳票出力の機能は、実装してもしなくても良い機能としている。

1860 1.4.64.

資料回送の回送情報（回送履歴・回送有無・回送日）」の管理（設定・保持・修
正）ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

回送先からの問い合わせ対応等を想定した機能であるが、問い合わせの有無が団体により異なることや、回
送処理を実施しているシステムを参照する方法も可能であることから、実装してもしなくても良い機能とし
ている。

2. 当初課税準備  
2.1. 所得・税額決定  

1870 2.1.1.
合算処理

各種資料の名寄せ、自動合算処理を行い、徴収区分（特別徴収・普通徴収・併用徴
収）の設定ができること。
また、任意で合算処理結果の修正及び削除ができること。
自動合算後、個別の合算処理も行えること。 実装すべき 実装すべき

税額計算等のため必須の名寄せした資料の合算処理及び合算の際に対応を必須とする条件等について、実装
すべき機能としている。

1880 2.1.2.
一括及び個別にかかわらず複数回の合算処理をできること。

実装すべき 実装すべき
—

1890 2.1.3.

個別資料のエラーチェック処理後のみを対象に再合算処理ができること。また、エ
ラーチェック中の個別資料を抽出できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

資料単票でのチェックは、資料取り込みに合わせての実施も想定しており、資料合算までに修正対応ができ
ていない状況となるかは、団体の体制や業務スケジュールにより異なるため実装してもしなくても良い機能
としている。

1900 2.1.4.

給与支払報告書及び公的年金等支払報告書のみ先行して賦課資料の合算ができるこ
と。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

合算処理の順については、団体の体制や業務スケジュールにより異なるため実装してもしなくても良い機能
としている。

1910 2.1.5.

所得控除の記入を省略した確定申告書に年末調整済みの給与支払報告書から所得控
除の内容(第一表の控除額・第二表の各種支払額や扶養の情報・本人該当区分等。
ただし住宅借入金等特別控除は含まない）が反映できること。

実装すべき 実装すべき

—

1920 2.1.6.
専従者給与、申告特例制度、配当割額及び株式等譲渡所得割額における控除額等に
ついても自動合算処理ができること。 実装すべき 実装すべき

—

1930 2.1.7.

合算処理時に、原則として以下の順により、処理ができること。
なお、①と②の優先順については、導入時に選択できること。
＜優先順位＞
①個人住民税申告
②確定申告
③年末調整済給与支払報告
④年末調整未済給与支払報告書及び公的年金等支払報告書

実装すべき 実装すべき

—
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）
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回答要否 確認事項詳細

1940 2.1.8.

任意の課税対象者を指定して、個別に課税資料の優先順位を設定して合算処理を実
施できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
優先する資料の合算方法を変更するには大幅な修正が必要。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

1950 2.1.9.

所得税と異なる課税方式の選択した住民税申告書について、配当所得及び株式等譲
渡所得の課税方式に関する判定が行えること。その場合住民税の翌年度繰越損失を
保持できること。

実装すべき 実装すべき

—

―

【保留】
R4年度税制改正において、R6年度分以後の個人住民税において、特定配当等及び特定
株式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式を所得税と一致させることとする改正案を
提出しているため、今後関連する要件を含め記載の見直しを行う予定です。

保留

1960 2.1.10.

賦課資料毎に異なる所得の合算方法が設定できること。重複資料等について課税資
料毎に非合算とする設定ができること。

実装すべき 実装すべき

—

―

【保留】
R4年度税制改正において、R6年度分以後の個人住民税において、特定配当等及び特定
株式等譲渡所得金額に係る所得の課税方式を所得税と一致させることとする改正案を
提出しているため、今後関連する要件を含め記載の見直しを行う予定です。

保留

1970 2.1.11.

確定申告書について還付・省略申告の判定を行い、判定されたものについては所得
控除内訳を合算結果に反映させること。
その際に、給与支払報告書については主従判定も合わせて行い、主と判定された給
与支払報告書の所得控除内訳を反映させること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

控除額の合計額が主給与支払報告書と一致したものについては，主給与支払報告書判定された給与支払報告
書の控除内訳を反映させることにより合算結果を確認する際に訂正入力と確認作業の低減が期待できるが、
該当する確定申告書を確認のうえ個別に訂正等を実施する運用も考えられるため、実装してもしなくても良
い機能としている。

1980 2.1.12.
併用徴収データの自動作成ができること。

実装すべき 実装すべき
—

1990 2.1.13.

自動合算の結果を個別修正（徴収区分を特別徴収、普通徴収又は併用徴収に変更）
できること。 実装すべき 実装すべき

—

2000 2.1.14.

主たる給与の給与支払報告書の摘要欄に記載されている前職給与額と同額の給与支
払報告書が別の事業所から提出されている場合、同額給与支払報告書の収入額を無
効（非合算）とすること

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
給与額だけでなく源泉徴収額や社会保険料控除も参照するべきではないでしょうか？

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について検討を実施します。
※全国意見照会回答の整理の際に確認しておりますが、念のため再度ご意見を伺えれ
ばと存じます。

必須
主たる給与と同額給与支払報告書の収入額を無効（非合算）
とする際の判断条件に、源泉徴収額や社会保険料控除も考慮
すべきか、ご回答ください。

2010 2.1.15.

合算後、追加資料を入力した際又は合算済資料を取り消した際は、任意のタイミン
グで再合算処理ができること。

実装すべき 実装すべき

—

2020 2.1.16.
合算アラート
チェック

合算処理の際に、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラー及び
アラートとして通知できること。

実装すべき 実装すべき

正確な課税処理に必要なチェックを実施し、エラー及びアラートとして出力する機能を実装すべき機能とし
ている。
エラー及びアラートとして、合算処理時点で確認可能となるものだけでなく、資料登録時点で実施した
チェックも含め実施が必要な団体もある（業務スケジュールや体制の都合で処理実施までにアラート及びエ
ラーの解消ができない状況を想定する）ため、主なエラー及びアラートに含めている。

2030 2.1.17.

主たる給与の給与支払報告書の摘要欄に記載されている前職給与額と同額の給与支
払報告書が同一事業所から出ている対象者を抽出できること 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

業務上確認が必要な対象の抽出機能であるが、団体により対象の補足から調査等の必要な作業を実施できる
体制であるかが異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2040 2.1.18.

主たる給与の給与支払報告書の摘要欄に記載されている前職給与額と、別の複数事
業所から提出されている給与支払報告書の給与の合計額が同額の場合（前職が複数
である場合を想定）、複数事業所の収入額を無効（非合算）とすること 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

合算処理にかかる自動判定の条件であるが、本条件により自動で非合算とはせず、資料内容を確認している
運用もあることから、実装してもしなくても良い機能としている。

2050 2.1.19.

課税資料のうち、住民番号が不明な申告情報は、未処理分、保留（処理したが調査
に時間がかかるもの(少額の給与支払報告書等)及び放棄（海外へ出国するなど調査
の必要のないもの）に区分して管理（設定・保持・修正）できること。なお、保留
については、複数の理由を設定でき、理由ごとに管理（設定・保持・修正）できる
こと。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
未処理、保留、放棄を区分して管理する機能がなく、保留に対する理由を管理する機
能もありません。

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2060 2.1.20.

住民番号が不明な申告情報で、保留及び放棄とした対象は、合算処理及び税額計算
処理の対象外とできること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
＜主なご意見＞
（2.1.19.に対するご意見）未処理、保留、放棄を区分して管理する機能がなく、保留
に対する理由を管理する機能もありません。

【要件の緩和を検討】
2.1.19.の緩和を前提に要件を修正します。
＜修正案＞
住民番号が不明な申告情報を合算処理及び税額計算処理の対象外とできること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2070 2.1.21. 合算エラー修正

システム外で作成したデータを取り込むことで、事前に設定した条件一括で、エ
ラー・アラートを一括修正する等の効率化な修正が可能であること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

当初課税時期において、団体規模によっては、短期間で大量の課税処理を実施する必要があり、効率的な事
務運用を実現が必須である。本機能は以下の様な効率的な運用を実現するための機能を求めるものである
（以下の機能は例示であり、記載のとおりに実装を求めるものではない）。
①エラー・アラートリスト（データ）に記号を付記し、システムに取り込むことで、記号ごとに定められた
修正処理を実行する（記号例：〇＝複数ある給与支払報告書の合算処理において足し込みOKな場合／×＝複
数ある給与支払報告書の合算処理において足し込みNGな場合／＃＝システムによる合算判定を直接修正する
場合／記号なし＝システム画面より個別に修正）
②導入時にエラー・アラートの条件を指定し、指定したエラー・アラートに対して一括修正の条件を設定す
る
③エラー・アラートリスト（データ）を基に修正内容を付記したパンチデータを作成し、データ取り込みに
よる一括修正を実施

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
※本要件について、個別に実施した質疑応答の結果、記載内容について以下のご意見
を頂戴した。
------以下、APPLIC回答------
「事前に設定した条件」は自治体側が自由に設定できるととれるため、
「一定の条件」や「システムで規定されている条件」のような表現が妥当と考えま
す。
一括修正をできる条件はシステムで決められた条件に制限されるべきと考えます。
固有の条件が入ると予期しない結果になることが懸念され、結局個別に確認が必要に
なり
確認が漏れると課税誤りにつながると思います。

＜要件の考え方・理由＞内の例示は、不要と考えます。
（どうエラー処理するかは、操作性に近い部分でありシステムやベンダーの考え方に
よるところであるため）
同様に、「システム外で作成したデータを取り込むことで、」の部分はシステム寄り
な実現方法に
言及しているため、同様に削除した方がよいかと考えます。

修正案としては、以下です。
＜実装してもしなくても良い機能＞
「一定の条件」or「システムで規定されている条件」で、
エラー・アラートを一括修正する等の効率的な修正が可能であること。

【要件の緩和を検討】
左記のうち、「機能要件」の記載について修正案のとおり反映を想定しております。
「要件の考え方・理由」については、例示であり、記載のとおりに実装を求めるもの
ではないことを明言しているため、削除は不要の考えです。

＜修正案＞
「一定の条件」または「システムで規定されている条件」で、エラー・アラートを一
括修正する等の効率的な修正が可能であること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2080 2.1.22. 1 徴収区分設定

徴収区分（特別徴収（給与・年金）、普通徴収及び併用徴収）について、徴収希望
に基づき自動的に設定できること。

実装すべき 実装すべき

合算処理において徴収区分を自動判定する機能であり、実装すべき機能としている。

前年度の給与所得以外の所得の徴収方法を判定条件に含めることで、納税者からの問合せやトラブルが減少
することが想定されるが、原則は本人からの申告情報を優先するため、実装してもしなくても良い機能とし
ている。

2090 2.1.22. 2

徴収区分（特別徴収（給与・年金）、普通徴収及び併用徴収）について、前年度の
給与所得以外の所得の徴収方法に基づき自動的に設定できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

前年度の給与所得以外の所得の徴収方法を判定条件に含めることで、納税者からの問合せやトラブルが減少
することが想定されるが、原則は本人からの申告情報を優先するため、実装してもしなくても良い機能とし
ている。

2100 2.1.23.
税額計算（税額
決定）

税額計算（期割計算、併用徴収差額計算、年金特別徴収税額計算及び退職所得に係
る所得割額の計算（退職所得と勤続年数から算定）を含む）ができること。計算結
果を管理（設定・保持・修正）できること。 実装すべき 実装すべき

正確な税額計算に必要となる機能については、実装すべき機能としている。

2110 2.1.24.

標準税率とは異なる税率を任意に設定できること。

実装すべき 実装すべき

超過課税を実施している場合などに必要
とする機能

—

2120 2.1.25.

税額計算の際に、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラー及び
アラートとして通知できること。

実装すべき 実装すべき

正確な課税処理に必要なチェックを実施し、エラー及びアラートとして出力する機能を実装すべき機能とし
ている。
エラー及びアラートとして、税額計算までに確認可能なチェックも含め実施が必要な団体もある（業務スケ
ジュールや体制の都合で処理実施までにアラート及びエラーの解消ができない状況を想定する）ため、主な
エラー及びアラートに含めている。

2130 2.1.26.

分離課税の対象となる所得を有する者に係る所得控除の適用順序について、納税者
が所得税の確定申告等において適用した順序で住民税の計算ができること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・機能定義から想定される改修規模が大きい。
・2025年までの実装には実装方法、可否も含め検討が必要。

【疑義事項】
確定申告書を人が見れば所得控除の順番を推測することができるかもしれないが、シ
ステムで自動的に判断することは難しいのではないでしょうか？

【要件の緩和を検討】
左記の実現性評価等を踏まえ、要件を削除します。
なお、本要件を削除した場合の運用として、対象となる申告については、税額計算時
に申告内容と計算結果が異なるとしてエラー抽出され、エラー確認後に強制修正によ
る税額の修正とすることを想定しています。

通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。
※ただし、別途QAを起票し、実装しない場合に「納税者が所得税の確定申告等におい
て適用した順序」をどの様に実現するかの代替運用APPLICに確認します（代替運用が
ない場合は実装すべきのままとする想定です）。

※以下についてAPPLIC確認中のため回答受領後に修正予定
修正方法として詳細化が必要な要素をご教示ください。
システムでの自動的な判断が困難となる要因、不足する情報についてご教示くださ
い。
申告情報では、何が取得できず、どの様な条件判断が出来なくなるのかの詳細が分か
れば、その内容を基に要件化方針をＷＴで検討します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2140 2.1.27.

期割計算の期数は、４期より多い期数も設定が可能なこと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

条例により、４期より多い期割での対応が必要な場合があるため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

【疑義事項】
「４期より多い期数も設定が可能なこと。」となっておりますが、４期より少ない期
数の設定を含める必要はないでしょうか。

【要件の修正を検討】
修正案のとおりに表現を修正します。
＜修正案＞
４期と異なる期数も設定が可能なこと。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

2150 2.1.28.

外国税額控除について、控除余裕額及び控除限度額の参照、登録及び修正ができる
こと。また。登録内容に基づき、税額計算ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

サブシステムを利用しての運用もあり得るため、実装してもしなくても良い機能としている。

2160 2.1.29.

当初税額計算時、事業所内一連番号の付番設定ができること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

給与支払報告書提出後、中途退職等により当初通知前に普通徴収に切り替わった分が空き番号となる設定の
場合、事業所から空き番号の理由の問い合わせが発生することを考慮した機能だが、団体により問い合わせ
の有無が異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2170 2.1.30.
例月で新規に当該事業所で特別徴収になった者は、当初通知の番号の続きから付番
すること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

2180 2.1.31.

免税牛の所得控除計算等に対応すること。

実装すべき 実装すべき

—

2190 2.1.32.

純損失などの繰越控除について、翌年度への繰越額の管理（設定・保持・修正）が
できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞】
翌年度への繰越損失額を管理していない。

【要件の緩和を検討・WT検討】
翌年度繰越損失の管理について、メモ等の汎用的な情報としての管理を許容できるか
を確認します。 必須

翌年度繰越損失の管理について、メモでの汎用的な情報とし
ての管理を許容できるかご回答ください。
メモでの管理とする場合は、翌年度の課税処理時に個別にメ
モ情報を参照する必要があり、システム判断でのチェック等
の処理は不可となる想定です。

2200 2.1.33.

繰越控除について、年度間の整合性チェックができること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2210 2.1.34.

資料合算後の課税データ（申告支援システムデータ）を取り込み、取り込んだ情報
を基に税額計算ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

サブシステムを利用しているかは団体の運用により異なるため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

2220 2.1.35.
本番処理前に税額計算処理の検証ができること。

実装すべき 実装すべき
—

2230 2.1.36.
個人の課税額の計算（シミュレーション）を個別に実施できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

住民等からの問い合わせに対応するための機能であるが、問い合わせが多くなければ機能の必要性も低くな
るため、実装してもしなくても良い機能としている。

2240 2.1.37.
最新の課税台帳の情報から、全額控除となる寄付金額の上限を算定できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

住民等からの問い合わせに対応するための機能であるが、問い合わせが多くなければ機能の必要性も低くな
るため、実装してもしなくても良い機能としている。

2250 2.1.38.

前年度に納税義務者に通知済みの翌年度仮徴収額を、翌年度の税額計算時に仮徴収
額として設定すること。 実装すべき 実装すべき

—

2260 2.1.39.

併用徴収の場合、以下の計算方法で、税額を算出できること。
＜徴収方法に普通徴収が含まれる場合（普通徴収及び給与特別徴収の併用徴収、普
通徴収及び年金特別徴収の併用徴収並びに普通徴収、給与特別徴収及び年金特別徴
収の併用徴収（三併徴）のいずれかの場合）＞
以下の順で税額を計算する。
　①全体分（全資料合算内容）で税額計算を実施（全体分税額）
　②給与特別徴収分（特別徴収分の給与支払報告書の内容）で税額計算を実施（給
与特別徴収分税額）
　③年金特別徴収分（公的年金等支払報告書の内容）で税額計算を実施（年金特別
徴収分税額）
　④全体分税額から「給与特別徴収分税額」、「年金特別徴収分税額」を順に差し
引き、残額を「普通徴収分税額」とする。

＜徴収方法が給与特別徴収及び年金特別徴収の併用徴収の場合＞
　①全体分（全資料合算内容）で税額計算を実施する。（全体分税額）
　②給与特別徴収分（特別徴収分の給与支払報告書の内容）で税額計算を実施す
る。（給与特別徴収分税額）
　③全体分税額から「給与特別徴収分税額」を差し引き、残額を「年金特別徴収分
税額」とする。

実装すべき 実装すべき

左記のとおり、統一方針が原則とする。
例外処理が必要となる場合は税額等の手
入力（強制修正）での運用とする。

—

2270 2.1.40.

併用徴収の税額を算出する際に、控除については以下の取り扱いとすること。
＜所得控除について＞
各税額分に対して、それぞれ以下の取り扱いで計算する。
・全体分（全資料合算内容）に対し、合算処理の結果該当がある全ての所得控除分
を控除
・給与特別徴収分（特別徴収分の給与支払報告書の内容）に対し、合算処理の結果
該当がある全ての所得控除分を控除
・年金特別徴収分（公的年金等支払報告書の内容）に対し、合算処理の結果該当が
ある全ての所得控除分を控除

＜税額控除について＞
各税額分に対して、それぞれ以下の取り扱いで計算する。
・全体分（全資料合算内容）に対し、合算処理の結果該当がある全ての税額控除分
を控除
・給与特別徴収分（特別徴収分の給与支払報告書の内容）に対し、給与特別徴収分
の内容で算出した調整控除及び給与特別徴収分の給与支払報告書に記載のある住宅
借入金等特別税額控除を控除（他の税額控除分は控除しない。）
・年金特別徴収分（公的年金等支払報告書の内容）に対し、年金特別徴収分の内容
で算出した調整控除分を控除（他の税額控除分は控除しない。）

＜配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除について＞
・全体分（全資料合算内容）からのみ控除

実装すべき 実装すべき

-

【地方団体からの問い合わせ対応】
『「合算処理の結果該当がある全ての所得控除分」という記述が、資料区分ごとのの
意味なのか、全体のの意味なのか不明。記述を明確にしてほしい。』
上記のご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

≪修正案≫
＜所得控除について＞
各税額分に対して、それぞれ以下の取り扱いで計算する。
・全体分（全資料合算内容）に対し、合算処理の結果該当がある全ての所得控除分を
控除
・給与特別徴収分（特別徴収分の給与支払報告書の内容）に対し、合算処理の結果該
当がある全ての所得控除分（全体分と同一）を控除
・年金特別徴収分（公的年金等支払報告書の内容）に対し、合算処理の結果該当があ
る全ての所得控除分（全体分と同一）を控除

【要件を修正（地方団体ご意見分）】
左記の修正案の通り修正します。

不要 ―

2280 2.1.41.

上記の計算方法での税額算出の結果、給与特別徴収分及び年金特別徴収分の合計税
額が全体分よりも大きくなるものを抽出し、個別に計算結果（各税額分の所得金
額・各種控除額・全体分/給与特別徴収分/年金特別徴収分の税額）の設定・修正が
できること。 実装すべき 実装すべき

-

2290 2.1.42.

複数事業者から給与支払いを受けている納税義務者について、以下の条件から、有
効とする条件及び優先順位を指定し、給与特別徴収義務者を自動で設定できるこ
と。
＜条件＞
①前年度実績
②年末調整済
③給与支払額の多寡

実装すべき 実装すべき

複数事業者から給与支払いを受けている納税義務者について、単一の事業者から特別徴収されるよう処理際
に、本要件で設定した優先順位で自動判定するための機能として実装すべ聞き置ぬとしている。

【疑義事項】
優先順を指定できるタイミングや課税資料全体か個別かなどの仕様を標準仕様書に記
載して頂きたい。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について検討を実施します。

必須

以下について、本機能を利用する場合に想定される運用を含
めご回答ください。
①優先順を指定できるタイミング
②課税資料全体か個別

2300 2.1.43.
給与所得のうち一部だけを特別徴収とする併用徴収処理を設定することが可能であ
り、特別徴収及び普通徴収の期割計算ができること。 実装すべき 実装すべき

—

2310 2.1.44.
控除不足額還付
処理

算出所得割額がある場合はまず所得割控除額として控除し、控除不足額がある場合
は均等割・所得割に充当することができること。

実装すべき 実装すべき

控除不足額を確実に把握し、還付や充当といった対応を実施するための機能を実装すべき機能とした。

【疑義事項】
「所得割に充当」するケースに関して具体例をご教示ください。
政令指定都市のみとの解釈でよろしいでしょうか。

【要件の修正を検討】
以下の内容を「考え方・理由」に記載します。
「外国税額控除や寄附金税額控除について、市町村税と道府県民税の一方のみ適用と
なる場合等、他方の所得割に充当するケースがあることを想定してた機能」

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2320 2.1.45.

併用徴収対象者であっても、徴収区分ごとの控除額を自動算出し、控除不足額が生
じる場合の管理（設定・保持・修正）もできること

実装すべき 実装すべき

— 【疑義事項】
「徴収区分ごとの控除額を自動算出し」とあるが、2.1.40.で、配当割額又は株式等譲
渡所得割額の控除は、全体分からのみ控除とされています。矛盾するのではないで
しょうか？

【要件の修正を検討】
以下のような記載に、表現を修正します。
「併用徴収対象者であっても、税額計算（税額決定）の結果として控除不足額が生じ
る場合の管理（設定・保持・修正）もできること」

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2330 2.1.46.

当初課税時の控除不足額は、均等割・所得割への自動充当ができること。なお、年
金特別徴収対象者は自動充当の対象外とできること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

控除不足額が発生した場合の対応として、①該当者を確認しながら個別に充当処理を実施、②自動で均等割
額への充当処理を実施した結果を確認するの2通りの運用が想定され、②の運用の場合は自動充当の機能が
必要となるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2340 2.1.47.
徴収区分毎に充当可否（自動充当を含む）を設定できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2350 2.1.48.

控除不足額を均等割・所得割に充当してもなお、控除すべき額が存在する場合に過
誤納額として管理（設定・保持・修正）できること。 実装すべき 実装すべき

—

2360 2.1.49.

徴収区分により充当可否を設定できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

給与特別徴収者数が膨大であり、義務者への影響も大きいことから充当せずに還付する団体もあるため、実
装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
【2.1.49.】控除不足額還付処理に
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
徴収区分により充当可否を設定できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
とあるが、【2.1.47.】に
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
徴収区分毎に充当可否（自動充当を含む）を設定できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
があり、包含されているので不要ではないか。

【要件の修正を検討】
2.1.49.を削除し2.1.47.に統合します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2370 2.1.50.

非課税者で還付額がある者、戻入額が生じる者及び課税者で還付額がある者につい
て、還付通知とは別に通知文書を作成できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

還付通知は、収納業務で作成する整理としているが、収納業務での還付通知の送付より前に、該当者に対し
て還付が発生する旨の案内を実施している場合に対応するための機能であり、実装してもしなくても良い機
能としている。

【疑義事項】
「戻入額が生じる者」とはどのような状態か標準仕様書に記載して頂きたい。
もし、戻入が一度還付した金額が、更正等により充当してもなお控除すべき額が減少
することを指しているのであれば、還付が発生する旨の文書ではなく、差額を返して
もらうための通知になると思います。2.1.48.の過誤納額にはこのような状況まで含ま
れているということでしょうか？

【WT検討】
左記ののAPPLIC疑義事項について検討を実施します。 必須 戻入額が生じるケースについてご教示ください。

2380 2.1.51.

配当割額控除の充当・還付が発生した場合、控除額計算、充当金額及び還付金額を
明記した、控除計算書を納税通知書と合わせて出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

配当割額控除の充当・還付が発生した場合、既存の納税通知書では充当金額などの内容がわかりにくいた
め、別途計算書を作成して、納税通知書に同封し送付している団体もあるため、実装してもしなくても良い
機能としている。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

2390 2.1.52. 1
租税条約にかか
る免除

租税条約に係る減免・租税条約非課税を管理（設定・保持・修正）し、一部減免又
は税額が発生しないようにできること。

実装すべき 実装すべき

租税条約にかかる減免または非課税に対応するための機能について、実装すべき機能としている。

租税条約減免・租税条約非課税に係る管理項目として、税務署への届け出情報の詳細を管理して、情報照会
等に利用する場合に必要な情報の機能について、実装してもしなくても要機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・租税条約に係る減免と分かる区分はない。
・租税条約について、非課税区分のみでの管理

【要件の緩和を検討・WT検討】
租税条約に特化した管理とせず、非課税扱いや所得金額を調整して一部減免扱いとし
て運用等の汎用的な管理が許容できるかを確認します。
許容する場合は実装してもしなくても良い機能とします。
※関連する要件（2.1.53.、2.1.54.、3.6.51.、3.6.52.、3.6.53.）

必須
租税条約に特化した管理とせず、非課税扱いや所得金額を調
整して一部減免扱いとして運用等の汎用的な管理が許容でき
るかご回答ください。

2400 2.1.52. 2

租税条約に係る減免・租税条約に係る非課税の情報について下記項目を管理（設
定・保持・修正）できること
＜非課税情報＞
届出税務署名
届出日
届出様式番号
租税条約適用国・該当条文
国籍
日本国内における居所
入国日
在留期間
在留資格
恒久的施設の有無（有なら所在地・名称等）
報酬・給与の支払者に関する事項（氏名又は名称、住居又は本店の所在地、個人番
号【法人番号】、日本国内にある事務所）
支払者から支払を受ける報酬・給与で租税条約の規定の適用を受けるものに関する
事項

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

租税条約減免・租税条約非課税に係る管理項目として、税務署への届け出情報の詳細を管理して、情報照会
等に利用する場合に必要な情報の機能について、実装してもしなくても要機能としている。

2410 2.1.53.

各所得ごとに、根拠(省令・通知(通達))別に「免除」「非課税」の設定ができる、
「うち課税所得・非課税所得」「課税所得有で免除により税額なし」別の管理もで
きること。
また、その内容を、適切に所得証明書に表示させることができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

租税条約減免・租税条約非課税に係る管理情報として、帳票の出力に利用する場合に必要な情報の機能につ
いて、実装してもしなくても要機能としている。

【疑義事項】
（2.1.54.に対するご意見）「所得金額の入力時に、租税条約に該当する給与収入金額
を、全体の給与収入金額の内訳として管理（設定・保持・修正）できること。」とあ
りますが
給与収入の内訳として管理、ということは課税対象としての租税条約該当収入（？）
という意味でしょうか。
よくある租税条約該当収入は課税がかからない給与収入かと思いますので意味合いを
確認させてください。

【要件の修正を検討】
左記ご意見を受け、以下のとおり修正します。
＜修正案＞
各所得ごとに、根拠(省令・通知(通達))別に「免除」「非課税」の設定ができる、
「うち課税所得・非課税所得」「課税所得有で免除により税額なし」「給与収入（租
税条約該当収入分を含む・含まない）」別の管理もできること。
また、その内容を、適切に所得証明書に表示させることができること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2420 2.1.54.

所得金額の入力時に、租税条約に該当する給与収入金額を、全体の給与収入金額の
内訳として管理（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

租税条約該当・非該当の給与収入が混在している場合に、正確な状況を容易に把握するための機能であり、
実装してもしなくても良い機能としている。 【疑義事項】

「所得金額の入力時に、租税条約に該当する給与収入金額を、全体の給与収入金額の
内訳として管理（設定・保持・修正）できること。」とありますが
給与収入の内訳として管理、ということは課税対象としての租税条約該当収入（？）
という意味でしょうか。
よくある租税条約該当収入は課税がかからない給与収入かと思いますので意味合いを
確認させてください。

【要件の修正を検討】
左記ご意見を受け、2.1.54.を削除し2.1.53.に統合します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2430 2.1.55.
事業所・家屋敷
課税

住所はないが課税団体内に事業所又は家屋敷を有する者を対象に、住所地での課税
とは別に均等割課税ができること。 実装すべき 実装すべき

事業所・家屋敷課税を正確に実施するために必要であり、実装すべき機能としている。

2440 2.1.56. 名寄台帳出力

名寄台帳を一括作成できること
（課税資料を世帯ごとの一覧で確認できる台帳） 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

紙の帳票でチェック作業をされている団体が見受けられるため、仕様の追加を提案するもの。

2450 2.1.57. 課税台帳出力

課税台帳を一括作成できること
（賦課の情報を個人ごと確認できる台帳） 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

紙の帳票でチェック作業をされている団体が見受けられるため、仕様の追加を提案するもの。

2460 2.1.58. 予納処理

予納対象者について、以下の情報を管理（設定・保持・修正）できること。
・予納であること（予納の希望を含む）
・予納があった年月日

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

予納があった場合に必要となる機能であるが、団体により予納の実績がない又は少なく、機能の必要性に差
異があるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2470 2.1.59.
予納対象者について、予納額の計算ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2480 2.1.60.
予納対象者について、予納額を計算し、納付書の出力ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2.2. 扶養・控除対象配偶者の確認

2490 2.2.1.
扶養・控除対象
配偶者否認

配偶者・被扶養者の所得や年齢区分によって自動で扶養・控除対象配偶者・特別控
除対象配偶者、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養の否認処理ができる
こと。
また、処理に基づき否認データが自動で作成され、再度扶養が取り直しされたら更
新することができること。

※自動否認は、当該配偶者が配偶者控除又は配偶者特別控除の対象となる所得を超
えている、及び当該被扶養者が扶養控除の対象となる所得を超えている、専従者で
あるものを対象に実施する。

実装すべき 実装すべき

各種課税資料の情報から、法令の基準に照らして控除の妥当性を確認する処理について、実装すべき機能と
している。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・所得金額調整控除対象扶養は管理していない
・配偶者の否認処理のみで被扶養者は対象外

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2500 2.2.2.
否認処理を自動で実施するか、手動とするかの選択ができること。

実装すべき 実装すべき
—

2510 2.2.3.

生年月日に応じて扶養控除の区分、配偶者控除及び老人配偶者控除を自動で判断で
きること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
実装すべき機能に「自動で判断」とありますが、アラートでの通知を想定されている
のか、どのような機能を想定されているかご提示いただけないでしょうか。

【要件の修正を検討】
以下のとおり、記載を修正します。
＜修正案＞
生年月日に応じて扶養控除の区分、配偶者控除及び老人配偶者控除を自動で切替を判
断できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2520 2.2.4.
否認処理は配偶者・被扶養者を分けてそれぞれ任意のタイミングでできること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

被扶養者の特定について、事業所や本人等への照会が必要な場合等で、配偶者の特定より時間がかかる場合
に、それぞれ処理が可能となるよう、実装してもしなくても良い機能としている。

2530 2.2.5.
否認対象が扶養障害者であれば同時に否認すること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

団体により、扶養障害者情報の税務システムでの管理の要否が異なるため、実装してもしなくても良い機能
としている。

2540 2.2.6.
配偶者控除と配偶者特別控除の双方向への自動及び手動で切り替えができること。

実装すべき 実装すべき
—

2550 2.2.7.

扶養者が記載している「配偶者の合計所得」と「配偶者の賦課データにある合計所
得」のうち高い方を優先し、扶養・控除対象配偶者否認の処理と合わせて、配偶者
特別控除額の区分の自動判定も実施できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・自動判定は実施していない。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2560 2.2.8.
控除額の変わる配偶者特別控除から配偶者特別控除への自動切り換え（控除額が下
がる場合に限る）ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

団体により、システム判断での自動切り替えの要否が異なるため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

2570 2.2.9.

配偶者控除から同一生計配偶者（控除なし）への自動及び手動での切り替えができ
ること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・切替は手動のみ

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「自動での切替」を「実装してもしなくても良い機能」とし
ます。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2580 2.2.10.

国外扶養情報の申告状況を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・国外扶養情報の申告状況を管理する機能はない。

【疑義事項】
課税権がない対象者の申告状況について、どのような項目を管理する想定かご教示く
ださい。

【要件の緩和を検討】
表現を見直したうえ、「実装してもしなくても良い機能」とます。
＜修正案＞
国外居住親族に係る扶養控除等の適用に必要な書類の提出状況を管理（設定・保持・
修正）できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2590 2.2.11.
扶養・控除対象
配偶者否認デー
タ連携

扶養・控除対象配偶者否認データを、地方税共同機構が指定する国税連携用ＣＳＶ
で作成できること。

実装すべき 実装すべき

2.2.1.の機能で作成したデータを国税連
携で送付するための機能を想定してい
る。

国税連携用の否認データ作成は具体的な連携仕様も自明であり、全ての団体で同様機能の実装が必須のた
め、実装すべき機能としている。

2600 2.2.12.
被扶養者の推定
特定

各資料のマイナンバー及びカナ氏名により世帯内の扶養対象者を判定し、扶養情報
を一括で自動登録、入力済みの専従者情報を一括登録できること。
上記の判定ができない場合は、前年度実績より扶養対象候補者を抽出しつつ、各資
料の扶養人数及び扶養区分より世帯内の扶養対象者を判定し、扶養情報を一括で自
動登録、入力済みの専従者情報を一括登録できること。
また、扶養区分相違者の抽出もできること。 実装すべき 実装すべき

扶養調査の基礎情報として、前年度実績情報等を活用することで、各種課税資料との扶養情報の差分を踏ま
えた調査対象の抽出が可能となり、効率的な業務が実現できるため、実装すべき機能としている。

2610 2.2.13.
各資料の登録情報及び税額計算処理で確定した情報に基づき、世帯情報（配偶者）
を更新できること。 実装すべき 実装すべき

—

2620 2.2.14.

被扶養者について、同一世帯内で自動設定されたもの、前年度実績で自動設定され
たもの及び調査結果として登録されたものの別が判別可能なよう管理（設定・保
持・修正）できること。
また、マイナンバー等により個人が特定できる形で設定されたものと、人数や年齢
から推定して設定されたものが判別可能なよう管理（設定・保持・修正）できるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

推定特定の根拠を明確にすることで、問い合わせ対応や追加の情報照会が必要となった際に円滑な対応が可
能となる場合もあるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2630 2.2.15.

自動判定により、被扶養者及び配偶者等の世帯情報を更新したものをリスト（デー
タ）で抽出ができること。 実装すべき 実装すべき

—
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2640 2.2.16.

自動判定により、被扶養者及び配偶者等の世帯情報情報を一括更新した際、業務
上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラー及びアラートとして通知で
きること。 実装すべき 実装すべき

—

2650 2.2.17.
特定不能扶養者
抽出

世帯の内外を問わず、特定不能の被扶養者等の扶養者を抽出し、確認ができるこ
と。 実装すべき 実装すべき

特定不能分の扶養情報を確認する機能について、実装すべき機能としている。

2.3. 住登外課税処理  

2660 2.3.1. 1
住登外課税管理
通知作成

他団体に送付する、住登外課税通知（eLTAXデータ）を自動（一括）又は任意で作
成ができること。

実装すべき 実装すべき

地方税法第294条第３項により、住登外者に対して課税した場合に、当該課税対象者の住民基本台帳登録地
となる他団体宛に通知するための機能について、実装すべき機能としている。

他団体からの問い合わせ等で、過年度分に関しても必要となる場合に対応する機能として、実装してもしな
くても良い機能としている。

2670 2.3.1. 2

他団体に送付する、住登外課税通知（eLTAXデータ）を過年度分であっても自動
（一括）又は任意で作成ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

他団体からの問い合わせ等で、過年度分に関しても必要となる場合に対応する機能として、実装してもしな
くても良い機能としている。

2680 2.3.2.

他団体に送付する、住登外課税通知（紙）を現年度及び過年度を問わず任意で作成
ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

原則はeLTAXの活用とするが、団体により、紙での送付を望まれる場合を考慮して、実装してもしなくても
良い機能としている。

2690 2.3.3.
住登外通知の通知結果（未通知・通知済）を管理（設定・保持・修正）できるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

通知状況の確認が容易になることで効率的な運用が期待できるため、実装してもしなくても良い機能として
いる。

2700 2.3.4. 1

住登外通知が通知済みの対象者について、通知先団体を変更の上、再度住登外通知
の作成ができること。

実装すべき 実装すべき

他団体からの問い合わせ等で、過年度分に関しても必要となる場合に対応する機能として、実装してもしな
くても良い機能としている。

2710 2.3.4. 2

住登外通知が通知済みの対象者について、通知先団体を変更の上、過年度分であっ
ても再度住登外通知の作成ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

他団体からの問い合わせ等で、過年度分に関しても必要となる場合に対応する機能として、実装してもしな
くても良い機能としている。

2720 2.3.5.

住登外通知が通知済みの対象者について、通知先団体の変更の有無を問わず、再度
住登外課税通知の作成ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

再送や取消の旨を記載した通知送付の依頼が出る可能性を考慮して、実装してもしなくても良い機能として
いる。

2730 2.3.6.

住登外通知を作成した際に、住登外通知の通知結果を自動で更新（通知済として登
録）できること。 実装すべき 実装すべき

—

2740 2.3.7.

住民記録情報及び住登外者情報に紐づけができないまま残っている特別徴収の対象
者データを住登外者として自動的に登録できること。
住登地の登録がない場合は特別徴収義務者宛に住所照会の文書を作成できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

事業所への照会および登録を１件ずつ行う場合、団体の状況によっては、相当量の業務の発生が想定される
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

2750 2.3.8. 1
他団体課税対象
者管理

他団体からの住登外課税通知に基づき、他団体課税対象者を管理（設定・保持・修
正）できること。

実装すべき 実装すべき

他団体からの地方税法第294条第３項による通知に基づき、他団体での課税対象者を管理する機能を実装す
べき機能としている。

2760 2.3.8. 2
他団体課税対象者の住登外課税先団体コードを管理（設定・保持・修正）できるこ
と。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

2770 2.3.9.
他団体からの住登外課税通知（eLTAXデータ）を取り込めること。

実装すべき 実装すべき
—

2780 2.3.10.

取り込んだ電子データ住登外課税通知の疑似イメージを生成し、管理（設定・保
持・修正）できること。作成したイメージは出力ができること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
疑似イメージ化して管理（設定・保持・修正）できること。
++++++++++++++++++++++++++++++++++++++
という記載（もしくはそのように受け取れる記載）があります。
疑似イメージ化した画像データを管理すると、標準化範囲外（課税資料イメージ管理
システム）要件となりかねませんので、表現について、元の資料の電子データを管理
することと、疑似イメージ化できることを分けて記載していただきたい。
（疑似イメージ化や印刷機能のみであればデータ管理のみなので標準化対象の認識。
イメージの管理ができるシステムは標準化範囲外機能を持っているだけなので、要件
がなくても取り扱いに支障ない認識。）

【要件の修正を検討】
備考欄に以下を記載します。
イメージ化については、疑似イメージの作成（システムに保持する課税データを課税
資料に合わせたレイアウトで表示）とその印刷を目的としており（本要件での要求事
項は、機能要件欄に記載の通り）、イメージデータの管理（画像データの保持、修正
等）は本機能の範囲外とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2790 2.3.11.

住登外通知された対象者が既に課税となっている場合（二重課税）及び対象者が特
定できない場合、通知が重複したもの、被扶養者であるものの確認ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

2.4. 転勤退職処理  

2800 2.4.1. 両年度異動処理

現年度の転勤退職者異動情報を把握し、両年度異動処理が必要な対象者に対し、新
年度課税情報の徴収区分へ一括処理で反映できること。当初賦課作業期間について
は、給与支払報告書の退職日、就職日と異動届の異動年月日を比較し、後から提出
された徴収区分とすること。
また、転勤・退職の更新対象は以下の条件で抽出すること。
＜抽出条件＞
・【転勤】前年度の最新異動履歴が転勤処理、かつ前年度の異動前の事業所と新年
度の特別徴収義務所が一致するもの。
・【退職】前年度の最新異動履歴が退職処理、かつ前年度退職処理前と今年度の特
別徴収義務者が同一の者。

実装すべき 実装すべき

現年度の転勤退職情報に基づき、新年度に反映（徴収方法変更等）するために必要な機能を実装すべき機能
としている。

2810 2.4.2.

特別徴収切替届出による異動情報を把握し、両年度異動処理が必要な対象者に対
し、新年度課税情報の徴収区分へ一括処理で反映できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

事業所への照会および登録を１件ずつ行う場合、団体の状況によっては、相当量の業務の発生が想定される
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

2820 2.4.3.

転勤退職処理について、申告支援システムで入力した情報を申告支援システムから
の情報を取り込めること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・申告支援システムとの連係を前提とした要件のため、「実装してもしなくても良い
機能」でよい

【疑義事項】
「申告支援システムで入力した情報を申告支援システムからの情報を取り込めるこ
と」が意味不明です。

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。
また、要件を修正します。
＜修正案＞
転勤退職処理について、申告支援システムで入力した情報を取り込めること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2830 2.4.4.
当初賦課作成後に任意の徴収区分に一括処理ができること 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2840 2.4.5.
両年度異動処理を実施した際、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場
合、エラー及びアラートとして通知できること。 実装すべき 実装すべき

—

2850 2.4.6.
両年度異動処理の結果、新年度賦課情報を変更した対象の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

処理結果の全てを確認する運用としている場合に必要となるリストについて、実装してもしなくても良い機
能としている。

2860 2.4.7.

前年度異動届出書が提出があったもののうち、両年度異動処理で新年度処理できな
かった対象の一覧を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2870 2.4.8.
両年度異動処理の実施前に、処理の対象者を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

処理の事前に対象者を確認する運用としている場合に必要となる機能について、実装してもしなくても良い
機能としている。

2880 2.4.9.
両年度異動処理の除外対象の設定ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

個別の理由により、強制的に両年度異動処理の対象外とする対応が必要な場合の機能について、実装しても
しなくても良い機能としている。

2890 2.4.10.

新年度のみ受給者番号を変更する場合や、旧年度一括徴収しても新年度特別徴収に
なるといったケースにも対応できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

事業所から、新年度のみ受給者番号を変更する場合や、旧年度一括徴収しても新年度特別徴収とする要望が
あるため、実装してもしなくても良い機能としている。

2900 2.4.11.

同一人に対して、両年度異動処理の対象期間内に複数回の異動が行われた場合、自
動反映の対象から外し、確認リストの出力対象とすること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

両年度処理の対象期間中に複数回の異動があった場合に、個別の確認を実施する運用を想定し、実装しても
しなくても良い機能としている。

2910 2.4.12.
両年度異動処理の対象期間を任意に設定できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

業務スケジュールに応じて、両年度異動処理の対象とする期間を柔軟に変更したい場合に対応する機能につ
いて、実装してもしなくても良い機能としている。

2920 2.4.13.

給与支払報告書と異動届での特別徴収・普通徴収の優先順位を確認するため、一定
期間に処理した病休・育休異動者のリストを両年度処理にて出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

事業所への照会および登録を1件ずつ行う場合、団体の状況によっては、相当量の業務の発生が想定される
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

2930 2.4.14.
現年度と新年度で取扱いが異なる異動届の場合の対処ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

2940 2.4.15.

両年度処理の後の再就職したものについて、最新の異動情報を基に一括で翌年分も
特別徴収とできること。

実装すべき 実装すべき

—

2950 2.4.16.
退職者が再就職により再度特別徴収となった対象の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

処理結果の全てを確認する運用としている場合に必要となるリストについて、実装してもしなくても良い機
能としている。

2960 2.4.17.

退職者が再就職により再度特別徴収となったが、徴収区分の変更ができなかった対
象の一覧を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

3. 更正  
3.1. 未申告・修正申告処理  

2970 3.1.1. 未申告者管理

一定の条件（前年度情報、年齢、被扶養者情報、国保世帯主及び法定調書（報酬等
の支払調書））を指定し、未申告者として管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

本来申告すべき対象で課税資料の登録がない者に対して、申告の案内や簡易申告書（税額は発生しないが申
告が必要な対象に送付する想定）を送付するために必要な機能を実装すべき機能としている。 【実現性評価（実装可否に対するご意見）】

小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・未申告者を管理していない
・「法定調書（報酬等の支払調書）」が未対応
・前年度情報、被扶養者情報、国保世帯主及び法定調書（報酬等の支払調書）に未対
応

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

2980 3.1.2.

未申告者について、一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別を管理
（設定・保持・修正）できること。
また、個別に、一覧抽出や未申告通知の発送の対象とするかどうか、設定ができる
こと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

未申告の状況を明確にすることで、必要な申告勧奨の対象を容易に判断できる等の効率化が期待できるが、
団体ごとに未申告者の発生状況が異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。
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2990 3.1.3.

除籍されていない事業者で、給与支払報告書の提出がない事業所を抽出できるこ
と。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・除籍について管理していない。
・給与支払報告書の提出がない事業所の抽出機能はない。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。
※1.1.47.で除籍区分を「実装してもしなくても良い機能」としているため。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3000 3.1.4.
国外に出国していると過去に申告があった者の出国期間を入力でき、抽出できるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

未申告者の調査を実施する際の前提情報として管理できていることが望ましいが、対象者が多くないものと
想定されるため、実装してもしなくても良い機能としている。

3010 3.1.5. 1

未申告案内通知
書（催告書）・
簡易申告書等作
成

抽出した未申告者について、未申告案内通知書（催告書）及び個人住民税申告書の
作成ができること。

実装すべき 実装すべき

未申告者への申告勧奨等の出力機能を実装すべき機能としている。

データ出力については、印刷委託等の運用を実施している場合に必要になるものであるため、実装してもし
なくても良い機能としている。

3020 3.1.5. 2

抽出した未申告者について、未申告案内通知書（催告書）及び個人住民税申告書
（簡易申告書）の作成ができること。
データで一括出力も可能なこと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

データ出力については、印刷委託等の運用を実施している場合に必要になるものであるため、実装してもし
なくても良い機能としている。

3030 3.1.6.

未申告者について、一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別で、条
件指定し、一覧・通知の出力ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

未申告の状況を明確にすることで、必要な申告勧奨の対象を容易に判断できる等の効率化が期待できるが、
団体ごとに未申告者の発生状況が異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。

3040 3.1.7.

外部データを取り込み、未申告案内通知書（催告書）及び個人住民税申告書（又は
簡易申告書）の作成対象者とできること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

システム外で未申告案内の送付対象者を管理している場合に必要となる機能だが、全ての団体で実施してい
る管理方法ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

3050 3.1.8.
未申告案内等を送付してもなお未申告のものに対し、調査書（催告書）を作成でき
ること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

未申告者への申告書送付（催告）の後も未申告の住民に対し、調査書（再催告）の送付をしている場合に必
要となる機能だが、全ての団体で実施している運用ではないため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

3060 3.1.9. 申告情報管理
未申告者等から送付されてくる簡易申告書及び修正申告書等の情報を登録し、基本
情報、申告情報の更新及び管理（設定・保持・修正）ができること。 実装すべき 実装すべき

未申告・修正申告情報に基づき、各種情報を更新し、更正処理等を正確に実施するために必要な機能を実装
すべき機能としている。

3070 3.1.10.

申告等の異動があり、更正処理があったものの内、未申告者のままである対象を抽
出できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

更正処理結果を確認する運用を実施している場合に必要となるリストであり、実装してもしなくても良い機
能としている。

3.2. 調査課税処理  

3080 3.2.1. 1 調査情報管理

各種調査の調査結果を管理（設定・保持・修正）できること。

＜各種調査＞
【対象：納税義務者】
・本人特定のための調査
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の特定のための調
査
・課税対象者、被扶養者、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の
障害情報の確認のための調査

【対象：被扶養者、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等】
・所得の確認のための調査
・障害情報の確認のための調査

【対象：特別徴収義務者】
・課税対象者特定のための調査
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の特定のための調
査
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の所得の確認のた
めの調査
・課税対象者、被扶養者、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の
障害情報の確認のための調査

【対象：他団体】
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の所得の確認のた
めの調査（被扶養者が管外の居住者の場合）
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等の障害情報の確認
のための調査（被扶養者が管外の居住者の場合）
・情報提供ネットワークシステムで照会し、その結果を取り込み、管理（設定・保
持・修正）できること。

【対象：法定調書調査】
・法定調書の内、個人が特定できなかったものの調査

実装すべき 実装すべき

各種調査の調査結果の登録のための機能について必須機能としている。

課税対象者の状況等により調査の実施有無が異なる可能性がある調査の種類について、実装してもしなくて
も良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・現行システムには機能がない
・調査結果の管理までは住民税システムの管理外であり過剰な機能

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3090 3.2.1. 2

各種調査の調査結果を管理（設定・保持・修正）できること。

＜各種調査＞
【対象：納税義務者】
・二重扶養調査（２名以上の同一生計者のうちいずれか１名の扶養とするため、納
税義務者へ扶養主をどちらとするか照会をする。）

【対象：自団体の戸籍所管課】
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等との続柄確認のた
めの戸籍調査

【対象：他団体】
・被扶養、同一生計配偶者及び所得金額調整控除対象扶養親族等との続柄確認のた
めの戸籍調査（納税義務者の本籍が管外の居住者の場合）

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

課税対象者の状況等により調査の実施有無が異なる可能性がある調査の種類について、実装してもしなくて
も良い機能としている。

3100 3.2.2.

各種調査に係る調査書を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

調査書を出力して、調査を実施している場合に必要となる機能だが、調査の種類により出力要否が異なる可
能性があるため、実装してもしなくても良い機能としている。
なお、出力が必要な調査書については帳票要件で定義している。

3110 3.2.3.

寡婦・ひとり親の適用条件に合致しない対象のうち、死別・離別の状況等の戸籍情
報の確認が必要なものを抽出し、調査リストを出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

3120 3.2.4.

給与支払報告書に就職日、退職日が記載されているものについて、就職日、退職日
及び給与収入額を指定し、抽出ができること。
また、該当者に対して、調査書を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

3.3. 減免処理  

3130 3.3.1. 減免情報管理

減免決定時に許可の情報を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

減免決定した対象や減免額を算出するための区分の管理等の減免処理に必要な情報の管理のための機能を実
装すべき機能としている。 【疑義事項】

「許可の情報を管理」どのような機能か理解できません。標準仕様書に記載して頂き
たい。

【要件の修正を検討】
「減免の許可を決定した事実を管理できること」に修正します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3140 3.3.2.
減免の区分を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき
—

3150 3.3.3.
減免決定後に更正処理があった対象の抽出ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

減免決定後に更正処理があった対象の課税情報を個別に確認する運用の場合に必要となる機能であり、実装
してもしなくても良い機能としている。

3160 3.3.4. 1 減免額入力

所得割・均等割（市区町村税、都道府県民税別）の減免額を個別入力できること。

実装すべき 実装すべき

減免は条例により規定が可能なため、減免許可した課税対象者の減免額の入力、団体ごとの設定による算出
に必要な機能を実装すべき機能としている。

震災減免など、一定の条件に該当する多数の対象者に減免処理を実施する場合に必要となる機能だが、機能
が必要な状況が限られることから実装してもしなくても良い機能としている。

3170 3.3.4. 2

所得割・均等割（市区町村税、都道府県民税別）の減免額を一括入力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

震災減免など、一定の条件に該当する多数の対象者に減免処理を実施する場合に必要となる機能だが、機能
が必要な状況が限られることから実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
3.3.4では、「所得割・均等割（市区町村税、都道府県民税別）の減免額を一括入力で
きること」は実現しなくてよい機能とされていますが、3.3.5での減免の一律設定とは
どのような処理内容を想定していますでしょうか。

【WT検討】
左記のご指摘の通り、機能の差別化が十分にできていないため、3.3.4.について必要
な機能の詳細化を検討します。
震災等により、一括入力が必要となった場合の運用詳細を確認のうえ、要件を詳細化
します。
また、3.3.5.と要件を統合して問題がないかを確認します。

必須

3.3.5.と統合（3.3.5.を削除）して問題がないかご回答くだ
さい。
3.3.5.との統合を不可とされる場合は、本要件との異なると
考えられている理由（双方の機能を利用して実現したい運
用）を具体的にご教示ください。

3180 3.3.5.
所得割・均等割（市区町村税、都道府県民税別）の減免額を、一律に設定できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

—
3.3.4.と同様 3.3.4.と合わせて検討 必須 同上

3190 3.3.6.

税額や減免割合等を入力することで自動で市区町村税・都道府県民税の減免額が計
算できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
税額から減免を逆算する運用を想定されているかと認識しておりますが、イメージが
できませんでした。
減免割合は理解できましたが、税額から減免を逆算については「実装すべき」から除
外いただくことはできませんでしょうか。

【要件の修正を検討】
以下のとおり、記載を修正します。
＜修正案＞
減免税額や減免割合を入力することで自動で市区町村税・都道府県民税の減免額が計
算できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3200 3.3.7.

減免の区分ごとに減免割合を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・減免額計算に利用できる項目としての管理はございません。
・減免額の手入力にのみ対応している
・審査結果のみを直接入力する機能のみ対応

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。
※3.3.8.と合わせて変更します。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

3210 3.3.8.

減免区分ごとの減免割合に応じて、減免額を計算できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・減免額計算に利用できる項目としての管理はございません。
・減免額の手入力にのみ対応している
・減免は、審査結果のみを直接入力する機能のみ対応

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3220 3.3.9.

減免額を手入力し、手入力した値で減免処理ができること
また、減免額の手入力は、徴収区分及び期別ごとに個別入力できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・減免は、審査結果のみを直接入力する機能のみ対応
・減免額の手入力にのみ対応している
・徴収区分ごとに入力は不可
・期別ごとに減免額を直接入力する機能のみ対応

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「また、減免額の手入力は、徴収区分及び期別ごとに個
別入力できること。」を「実装してもしなくても良い機能」とします。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3230 3.3.10.
減免前所得割額を端数切捨て前で保持できること。減免後端数が生じる場合は、所
得割として端数保持できること。 実装すべき 実装すべき

—

3240 3.3.11. 期別減免処理

減免決定後の更正処理で、自動で減免期間を判定できること。

実装すべき 実装すべき

減免の決定に応じて、減免期間（納期未到来の期別）分の減免処理を実施するための機能として、実装すべ
き機能としている。 【実現性評価（実装可否に対するご意見）】

全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・減免は、審査結果のみを直接入力する機能のみ対応
・減免額の手入力にのみ対応している
・減免決定後の更正処理は現状直接入力が必要

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3250 3.3.12.

減免の開始期を任意に指定できること。また、開始期を指定した対象については、
減免期間の自動判定の対象外とすること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・減免は、審査結果のみを直接入力する機能のみ対応
・減免額の手入力にのみ対応している
・減免期間を管理していない

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3260 3.3.13.

減免決定通知書及び減免許可・不許可通知書を個別又は一括で出力できること。
また、減免決定通知書は、通知日を指定して発行できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

減免決定及び却下通知書をシステム出力している場合に必要な機能であるが、団体により対象者数が異な
り、システム外での対応も考えられることから実装してもしなくても良い機能としている。

3270 3.3.14.

障害者や生活保護受給者等の減免対象者を抽出し、一括又は個別で申請書の作成が
できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

申請書の送付の対応をしている場合に必要な機能であるが、全ての団体で対応している事務ではないため。
実装してもしなくても良い機能としている。

3.4. 特別徴収異動処理  

3280 3.4.1.
特別徴収異動情
報管理

特別徴収義務者から送付されてくる各種申請情報（異動届出書、特別徴収切替申請
及び所在地変更申請等）の管理（設定・保持・修正）ができること。
また、個別での更新及び管理（設定・保持・修正）ができること。なお、履歴情報
の管理もできること。

実装すべき 実装すべき

特別徴収義務者から提出される各種異動情報にかかる届出等の管理は、特別徴収義務者及び納税義務者を正
確に把握するために必須のため、実装すべき機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・各種申請情報を管理する機能がない
・各種申請情報に基づき、課税台帳や特徴義務者の宛名を異動する運用

【要件の緩和を検討】
以下のとおり要件を修正します。
＜修正案＞
特別徴収義務者から送付されてくる各種申請情報（異動届出書、特別徴収切替申請及
び所在地変更申請等）に基づき、該当する個人、事業者の基本情報等を管理（設定・
保持・修正）できること。
また、個別での更新及び管理（設定・保持・修正）ができること。なお、履歴情報の
管理もできること。

※事業者回答から、本要件を申請情報そのものの管理は困難であると考えます。
※業務としても申請情報ではなく、申請情報により関連する情報の更新ができればよ
いものと考えます。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3290 3.4.2.
合併や事業引継等により年度の途中で特別徴収義務者が変更となる場合、従業者の
データを一括で移転（転勤処理）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

3300 3.4.3.

事業所単位に所属する個人を複数指定し、転勤・退職の登録ができること。異動届
等による更新処理は数十件単位で一括更新できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

同一事業所内での大人数の異動に対応するための機能だが、団体内で管理している事業所の規模等により、
複数対象者の指定を実施しているかが異なることが想定されることから、実装してもしなくても良い機能と
している。

3310 3.4.4.

特別徴収義務者から提出される異動データ（受給者番号欄に記載した所属情報の変
更）を取り込み、登録済みの受給者番号を登録及び修正できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

異動届出書や特別徴収切替申請データを税務システムで取り込み、登録済みの受給者番号を更新している場
合に必要となる機能であるが、届出情報等を確認し、個別に異動登録をする運用もあることから、実装して
もしなくても良い機能としている。

3320 3.4.5.

eLTAXと連携して異動届出書及び特別徴収切替申請データを取り込み、該当する事
業所情報及び特別徴収義務者情報を一括更新できること。
また、一括更新の結果をリストで出力できること。なお、出力したリストでは、全
件、更新できた対象、更新できなかった対象の絞り込みができること。 実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
異動届出書及び特別徴収切替申請データを取り込み、一括更新する機能はない

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3330 3.4.6.
特別徴収義務者から提出される異動データ（受給者番号欄に記載した所属情報の変
更）に基づき、登録済みの受給者番号を個別に登録及び修正できること。 実装すべき 実装すべき

—

3340 3.4.7.
納期特例情報管
理

納期特例の対象事業所に属する個人の納期変更を一括処理できること。
納期特例の情報については、前年情報を基に引継も可能であること。

実装すべき 実装すべき

納期限を正確に管理するため、納期特例の申請に基づく、該当の特別徴収義務者の管理は実装すべき機能と
している。

【疑義事項】
納期特例は事業所の調定を変更するもので、個人の調定は変更しないものと考えてい
る。どのような処理を想定されているか、具体的な例を挙げて標準仕様書に記載して
頂きたい。
3.4.8.も同様。

【要件の緩和を検討】
※以下についてAPPLIC確認中のため回答受領後に修正予定

個人の納税証明出したときに未納にならないようにするために、個人の納期変更処理
も必要として要件化しておりますが、本要件がなくとも対応が可能という理解でよい
でしょうか。
本要件を削除しても問題ない、要件化は必要だが修正すべき等ご意見があればご教示
ください。
なお、要件の修正や追加が必要な場合は具体的な要件案もご教示ください。

保留

3350 3.4.8.

年度の途中からでも納期特例の対象事業所に属する個人の納期変更に対応できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

—

3360 3.4.9.

納期特例承認通知書(決定内容の記載あり)を出力できること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

特例承認通知書をシステム出力している場合に必要な機能であるが、団体により対象者数が異なり、システ
ム外での対応も考えられることから実装してもしなくても良い機能としている。

3370 3.4.10.
納期特例適用の事業所について、納期限から一定期間経過後に滞納引継された場合
に、納期特例適用を一括処理で取り消すことができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

3380 3.4.11.

納期特例を適用又は解除した特別徴収義務者の税額について、調定情報に反映でき
ること。 実装すべき 実装すべき

—

3.5. 年金特徴異動処理  

3390 3.5.1. 1
年金特別徴収処
理結果情報管理
（eLTAX連携）

eLTAXと連携して年金特別徴収処理結果情報（22通知）を取り込み、年金特別徴収
情報の更新ができること。

実装すべき 実装すべき

eLTAXとの連携仕様は共通であり、全国で同一の仕様での実装が可能と考えられるため、年金特別徴収処理
結果情報の取り込み機能は実装すべき機能としている。

取り込みの結果、更新があった対象者の全てを確認する運用としている場合に必要となる機能となるため、
実装してもしなくても良い機能としている。

3400 3.5.1. 2

eLTAXと連携して年金特別徴収処理結果情報（22通知）を取り込み、年金特別徴収
情報の更新した対象者を出力（紙・データ・画面）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

取り込みの結果、更新があった対象者の全てを確認する運用としている場合に必要となる機能となるため、
実装してもしなくても良い機能としている。

3410 3.5.2. 1

年金特別徴収停
止処理結果情報
管理（eLTAX連
携）

eLTAXと連携して年金特別徴収停止処理結果情報(42通知)を取り込み、年金特別徴
収情報の更新ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3420 3.5.2. 2

eLTAXと連携して年金特別徴収停止処理結果情報(42通知)を取り込み、年金特別徴
収情報の更新した対象者を出力（紙・データ・画面）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

3430 3.5.3.

取り込んだ情報から、年金特別徴収停止の根拠を管理（設定・保持・修正）できる
こと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

問い合わせ等の際に税務システムで詳細を確認するために必要な機能であり、問い合わせ発生状況により機
能の必要性が異なることから、実装してもしなくても良い機能としている。 【疑義事項】

3.5.1.や3.5.5.で22通知や02通知の結果を取り込むことで根拠を設定・保持できると
思いますし、その結果を修正する要件はないように思いますが、
3.5.3.としては、どのような運用を想定されていますでしょうか？

【要件の緩和を検討】
機能の記載より、「修正」を削除します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3440 3.5.4. 1

eLTAXと連携して特別徴収税額等変更通知の処理結果情報(64通知)を取り込み、年
金特別徴収情報の更新ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3450 3.5.4. 2

eLTAXと連携して特別徴収税額等変更通知の処理結果情報(64通知)を取り込み、年
金特別徴収情報の更新した対象者を出力（紙・データ・画面）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

3460 3.5.5. 1

eLTAXと連携して特別徴収税額通知処理結果情報(02通知)を取り込み、年金特別徴
収情報の更新ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3470 3.5.5. 2

eLTAXと連携して特別徴収税額通知処理結果情報(02通知)を取り込み、年金特別徴
収情報の更新した対象者を出力（紙・データ・画面）できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

3480 3.5.6.

年金特別徴収のeLTAXとの連携処理履歴（通知の種類・各種区分・処理結果等）を
参照できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

問い合わせ等の際に税務システムで詳細を確認するために必要な機能であり、問い合わせ発生状況により機
能の必要性が異なることから、実装してもしなくても良い機能としている。
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3490 3.5.7.

介護保険情報に
基づく年金特別
徴収対象者更新
処理

01通知処理において、介護保険料の特別徴収対象者でない場合には年金特別徴収を
停止し、その理由を管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

介護保険の特別徴収対象者の情報を01通知の作成に利用するための機能を実装すべき機能としている。

【疑義事項】
「介護保険料の特別徴収対象者でない場合には年金特別徴収を停止し」について、住
民税における年金特徴は４月１日以降の転出者であれば継続可能となったことから、
不要な要件であると思われる。

【要件の緩和を検討】
※以下についてAPPLIC確認中のため回答受領後に修正予定

平成28年度10月１日以後分より、一定の要件の下、１月１日以降に提出した場合にも
特別徴収が可能となったことを指しておられるでしょうか。
不要な要件とすることと、上記の改正の関連が不明確であるため、不要な要件とする
具体的な根拠と理由（法制度とその解釈）をご教示ください。

保留

3500 3.5.8.

介護保険システムから、介護保険の特別徴収対象者情報を取り込めること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
現行システムにおいて、特別徴収対象者通知（01）を作成する過程で年金受給額から
国民健康保険、後期高齢、介護保険の特別徴収金額を差引いて残りがある場合住民税
の年金特徴を依頼する判定を行っております。
今回の機能要件においては、国民健康保険、後期高齢の特別徴収対象者情報の取り込
みについて記載がありませんでしたが、今後機能要件への追加、もしくは実装しない
機能への追加をお願いいたします。

【WT検討】
左記のAPPLICご意見について、国民健康保険、後期高齢の特別徴収対象者情報の取り
込みについて要件の修正が必要かを検討します。

必須
特別徴収対象者通知（01）を作成する時点での、国民健康保
険、後期高齢の特別徴収対象者情報の取り込み要否について
ご教示ください。

3.6. 更正（当初・例月）処理  

3510 3.6.1. 更正処理

未申告・修正申告処理、各種調査課税処理、減免処理及び特別徴収異動処理等に基
づき、更正処理（課税情報の更新）を行い、更新結果を管理（設定・保持・修正）
できること。 実装すべき 実装すべき

未申告者の申告、申告済み情報に対して修正申告、減免申請、調査結果等による各種異動情報に基づき、随
時課税や課税額の増減額する等の課税情報を更新し、管理するために必要な機能を実装すべき機能としてい
る。

3520 3.6.2.

異動入力があり、更正処理の対象となるものを出力できること。
また、出力した内容から、異動対象者と対象者ごとの異動内容を確認できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

処理結果の全てを確認する運用としている場合に必要となるリストについて、実装してもしなくても良い機
能としている。

3530 3.6.3. 1

eLTAXと連携して国税連携データ（e-Tax、KSKの第一～四表及びe-Taxの添付資料
データ）を取り込み、取り込んだ資料を基に更正処理が行えること。

実装すべき 実装すべき

—

3540 3.6.3. 2

eLTAXと連携して国税連携データ（全帳票要閲覧データ）を取り込み、取り込んだ
資料を基に更正処理が行えること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

3550 3.6.4.

同一更正期間内に、複数回の更正処理ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3560 3.6.5.
課税情報の前後が記載されている課内で決裁をとるための帳票が発行できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

決裁用の書類について、システム出力することが必要という団体があったが、決裁用の必要書類は団体によ
り異なり、効率的な運用を一意に規定することも困難であるため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

3570 3.6.6.

更正処理に基づき、一括で税額計算（期割（月割）計算含む）ができること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
・「一括で税額計算」と記載されていますが、一般的に住民税では、即時で税額計算
することが多い（更正の基となる情報を登録する都度、登録された情報に基づく税額
が計算され、通知書発行等のタイミングで月次の税額が確定する）と考えますが、ど
のような処理内容を想定していますでしょうか。
また、自治体規模や運用によって一括で期割計算を機能化する点に対しては、メリッ
トもあるため「実装してもしなくてもよい機能」に記載することを提案させていただ
きます。

【要件の緩和を検討】
例月での一括の税額計算は「実装してもしなくても良い機能」とし、要件の考え方理
由に、「本機能を実装しない場合は、更正の基となる情報を登録する都度、登録され
た情報に基づく税額が計算され、通知書発行等のタイミングで月次の税額が確定す
る」を記載します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3580 3.6.7.
更正処理に基づき、一括で不足税額計算（期別（月割）計算及び不足税額に係る延
滞金含む）ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

不足額計算にかかる延滞金を含めて通知するために必要との団体要望に対応するための機能だが当該業務を
収納側で実施する運用も考えられることから実装してもしなくても良い機能としている。

3590 3.6.8.
配偶者所得更正処理時に配偶者特別控除の適用額の切替が自動でできること。

実装すべき 実装すべき
—

3600 3.6.9. 1

変更がない情報を含め、以下の更正前後の情報を確認可能な様式で出力できるこ
と。
＜更正前後の情報＞
・更正の対象年度
・更正の対象者
・更正前後の課税情報
・更正対象者の特別徴収義務者
・併用徴収の対象者の場合は徴収方法ごとの課税情報
・更正の結果に基づき変更を開始する徴収月（期）

実装すべき 実装すべき

更正日や更正理由は出力時の抽出条件や出力後に個別に画面確認する運用も想定され、データ出力による確
認が必要とした団体も一部であったため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
【3.6.9.】更正処理に「更正前後の情報」とあるが、前後が必要な項目は「前後」の
記載がある。（「更正前後の課税情報」など）「更正前後の情報」は「情報」と読み
替えてよいか。

【要件の修正を検討】
左記のご意見を踏まえ、要件を修正します。
＜修正案＞
変更がない情報を含め、以下の情報を確認可能な様式で出力できること。
＜確認が必要な情報＞
・更正の対象年度
・更正の対象者
・更正前後の課税情報
・更正対象者の特別徴収義務者
・併用徴収の対象者の場合は徴収方法ごとの課税情報
・更正の結果に基づき変更を開始する徴収月（期）

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3610 3.6.9. 2

変更がない情報を含め、以下の更正前後の情報を確認可能な様式で出力できるこ
と。
＜更正前後の情報＞
・更正日
・更正理由

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

更正日や更正理由は出力時の抽出条件や出力後に個別に画面確認する運用も想定され、データ出力による確
認が必要とした団体も一部であったため、実装してもしなくても良い機能としている。

同上 同上

3620 3.6.10.

承継人が複数設定され、代表者の届け出がない場合は、税額を按分した承継人宛の
通知書を作成できること。
また、按分した税額については収滞納業務への受け渡しも可能なこと。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・複数の承継人へ税額を按分する機能がない
・複数指定できない

【要件の緩和を検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3630 3.6.11.

個別に即時の更正処理、税額計算ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3640 3.6.12.

課税権の無いことが判明した者の賦課を更新（税額確定）後であっても取り消すこ
とができること。 実装すべき 実装すべき

—

3650 3.6.13.

課税処理保留の機能を有し、課税処理保留としたものについては、調定に計上され
ないこと。（収納対象から除外する）

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

法令に規定がない事務の取り扱いについ
て、全体方針を整理したのち、要求事項
の再精査を予定している。

課税処理保留とは、各地方団体において行われている、課税客体に係る情報が不明である等の場合に課税処
理を保留することを想定している

3660 3.6.14.
更正（アラート
チェック）

更正処理の際に、業務上、調査・確認が必要なデータ項目がある場合、エラー及び
アラートとして通知できること。

実装すべき 実装すべき

正確な課税処理に必要なチェックを実施し、エラー及びアラートとして出力する機能を実装すべき機能とし
ている。
エラー及びアラートとして、更正処理までに確認可能なチェックも含め実施が必要な団体もある（業務スケ
ジュールや体制の都合で処理実施までにアラート及びエラーの解消ができない状況を想定する）ため、主な
エラー及びアラートに含めている。

3670 3.6.15.
更正日、更正事
由

異動事由、異動日、更正日、確定申告日及び通知事由を管理（設定・保持・修正）
できること。
・異動事由：異動登録が必要となった事由
・異動日：異動登録を実施した日付
・更正日：異動登録の情報に基づき、更正処理を実施した日付
・確定申告日：確定申告書の提出がされた日
・通知事由：通知書に印字する通知事由

実装すべき 実装すべき

更正日、更正事由は、通知内容（通知書への印字情報）や還付加算金の起算等に必要な情報となるため、実
装すべき機能としている。

3680 3.6.16.
更正（帳票印
刷）

更正結果に基づき、各種通知書（税額変更通知書・納税通知書等）を作成できるこ
と。
通知書の発送者一覧が出力（紙・データ）できること。

実装すべき 実装すべき

更正処理結果を反映し、通知書の作成に必要な機能であるため、実装すべき機能としている。

3690 3.6.17.
更正（徴収方法
と期割）

個人の所得や税額の変更を行わず、期割（月割）税額及び納期限を変更できるこ
と。
納期限については一括又は個別に変更できること。

実装すべき 実装すべき

更正処理による徴収方法や期割、月割額の変更に対応するために必要な機能について、実装すべき機能とし
ている。

3700 3.6.18.

年度ごとに更正処理時に参照する、変更開始月（又は変更開始期）ごとの納期限を
設定できること。 実装すべき 実装すべき

—

3710 3.6.19.

期割、月割の計算について、全ての徴収方法で徴収済月（又は徴収済期）までの期
割は変更せず、変更開始月（又は変更開始期）から残りの税額を期割（月割）計算
できること。
また、変更開始月（又は変更開始期）が確認できるよう、収納状況を参照できるこ
と。

実装すべき 実装すべき

—

3720 3.6.20.

退職等により徴収方法に変更があった場合には特別徴収から普通徴収、又は普通徴
収から特別徴収へ変更できること（誤処理や新規課税の対応のため年金特別徴収に
係る変更を含む）。

実装すべき 実装すべき

—
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3730 3.6.21.

普通徴収での納期到来分で徴収済の期割は変更せず、変更開始月から残りの普通徴
収税額を異動後の特別徴収義務者で期割（月割）計算ができること。 実装すべき 実装すべき

—

3740 3.6.22.
更正（異動と期
割）

異動元の特別徴収義務者での徴収済月までの期割は変更せず、変更開始月から残り
の特別徴収税額を異動後の特別徴収義務者において期割（月割）計算ができるこ
と。

実装すべき 実装すべき

更正処理による徴収方法や期割、月割額の変更に対応するために必要な機能について、実装すべき機能とし
ている。

3750 3.6.23.

異動元の特別徴収義務者（年金特別徴収含む）での徴収済月までの期割は変更せ
ず、変更開始月から残りの特別徴収税額を普通徴収において期割計算ができるこ
と。

実装すべき 実装すべき

—

3760 3.6.24.

一括徴収処理として任意の月を指定すると、翌月以降の徴収額を設定した月に寄せ
られること。 実装すべき 実装すべき

—

3770 3.6.25.

徴収済月（期）及び変更開始月（期）を任意に指定できること。

実装すべき 実装すべき

—

3780 3.6.26.

徴収済月（期）及び変更開始月（期）を任意に指定が可能な期間を徴収方法ごとに
設定できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
3.6.25.がある上で当要件が存在する意図（具体例等）をご教授いただきたい。
（「可能な期間」という部分の意味が把握できない。もし月（期）ごとの入力が可能
な期間であるとすると融通が利かず困る懸念がある。広くとりすぎると機能として存
在する意味がない。）

【要件の修正を検討】
「要件の考え方・理由」に以下の内容を記載します（WTでのご意見より作成）。
＜記載案＞
一例として、年金特別徴収の徴収済月・変更開始月については、年金保険者への通知
の作成時期等を考慮し、実際に指定できる月が限られており、任意に指定できてしま
うと処理誤り・徴収誤りなどにつながることが想定される。
このため、更正の時期により、年金特別徴収は、指定された月以外は選べない等の処
理誤りを防ぐ機能として実装すべき機能としている。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3790 3.6.27.

当初及び例月を問わず、年金特別徴収の対象か非対象かを任意選択することができ
ること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

更正処理等の事前に特別徴収による徴収が困難である状況が判明している場合に、特別徴収の対象外とする
運用をしている場合に必要となる機能だが、個別に徴収方法を変更する運用も考えられるため、実装しても
しなくても良い機能としている。

3800 3.6.28.
更正（併用徴
収）

普通徴収又は特別徴収対象者を併用徴収対象者とすることができること。

実装すべき 実装すべき

併用徴収の設定、変更に係る機能であり、実装すべき機能としている。

3810 3.6.29.

普通徴収税額、給与特別徴収税額及び年金特別徴収税額を任意に設定することがで
きること。 実装すべき 実装すべき

—

3820 3.6.30.

特別徴収対象者の一部の給与分のみを普通徴収とすることが出来ること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

副業等により複数箇所から給与支払いを受けている対象者に、給与の一部を普通徴収としたい等の要望に対
応する機能として、実装してもしなくても良い機能としている。

3830 3.6.31.

当初課税時の計算方法と同様に、併用徴収時の税額を算定できること。

実装すべき 実装すべき

2.1.39.及び2.1.40.の定義の通り算定す
ること。

—

3840 3.6.32.

更正があるごとに、均等割を含む按分値を計算し、未到来納期で按分した金額を反
映すること。

実装すべき 実装すべき

—

―

【要件の緩和を検討・WT検討】
併用時の税額計算は2.1.39.で規定された通りに実施することを3.6.31.に要件化して
いるため、本要件は不要と考えます。

なお、本要件を必要とする場合は、以下のAPPLIC疑義事項について検討を実施しま
す。

【APPLIC疑義事項】

①「更正があるごとに、均等割を含む按分値を計算し、未到来納期で按分した金額を
反映すること。」となっておりますが、「均等割を含む按分値」とはどのような値の
ことでしょうか。
併用徴収の場合の税額計算（機能要件No2.1.39）では、按分による税額計算を行いま
せんので、期割以外に按分の計算が行われることはないと考えております。
＜検討要素＞
「均等割を含む按分値」についてWTで詳細を確認し、適切な表現を検討します。

②「均等割を含む按分値を計算し、未到来納期で按分した金額」について、何をどこ
に反映するのか理解できませんでした。具体的な例を挙げて、計算方法を標準仕様書
に記載して頂きたい。
＜検討要素＞
「更正があるごとに均等割を含む税額について、未到来納期で按分した金額を期別の
納税額として反映できること」等の表現の修正を検討します。

必須

左記の対応方針案に記載した確認事項についてご回答くださ
い。
＜確認事項（以下の2及び3は、本要件を削除不可とされてい
る場合にご回答ください）＞
1.本要件を削除として問題ないか（必要と考えられる場合は
その理由）。
2.「均等割を含む按分値」がどのような値を想定されている
か
3.本要件の記載を「更正があるごとに均等割を含む税額につ
いて、未到来納期で按分した金額を期別の納税額として反映
できること」に修正して問題ないか

3850 3.6.33.

普通徴収を行っている者に対して特別徴収を追加し、併用徴収とする場合には、特
別徴収及び普通徴収の期割（月割）計算ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3860 3.6.34.

併用徴収対象者を、普通徴収又は特別徴収のみの課税に変更することができるこ
と。
また変更後に再度併用徴収にできること。 実装すべき 実装すべき

—

3870 3.6.35.

併用徴収から普通徴収のみに変更した場合、普通徴収期割に普通徴収の変更開始期
から特別徴収課税額の残額を追加した期割税額に変更できること。 実装すべき 実装すべき

—

3880 3.6.36.

給与特別徴収、年金特別徴収及び普通徴収を組み合わせた全ての徴収方法（単一、
二種及び三種のいずれかへの変更や二種から二種への変更等）に対応できること。

実装すべき 実装すべき

＜徴収方法変更の例＞
・給与特別徴収対象者に普通徴収又は年
金特別徴収の追加
・普通徴収対象者に給与特別徴収又は年
金特別徴収の追加
・給与特別徴収及び年金特別徴収の併用
徴収対象者を普通徴収及び年金特別徴収
の併用徴収対象者への変更（退職等の対
応）
・給与特別徴収及び年金特別徴収の併用
徴収対象者や普通徴収及び年金特別徴収
の併用徴収対象者の年金特別徴収の停止
・普通徴収及び年金特別徴収に給与特別
徴収の追加（三併用徴収への変更）　等

—

3890 3.6.37.

併用徴収に関する徴収区分の変更を行ったとき、変更開始期（月）以前の期割（月
割）額を変更しないことができること。 実装すべき 実装すべき

—

3900 3.6.38. 1 更正（例月）

今回月次処理による通知発送の対象となっている者のうち、死亡者の一覧を作成す
ることができること。
死亡者には相続人代表者（納税承継人）の設定有無を管理（設定・保持・修正）で
きること。

実装すべき 実装すべき

相続人代表者の指定がない納税義務者に対して、届け出の勧奨等の業務の実施に必要な機能について、実装
すべき機能としている。
出国者や職権消除については、団体により発生状況に差異があり、必要性も異なることから、実装してもし
なくても良い機能としている。

3910 3.6.38. 2

今回月次処理による通知発送の対象となっている者のうち、出国者・職権消除者一
覧を作成できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

出国者や職権消除については、団体により発生状況に差異があり、必要性も異なることから、実装してもし
なくても良い機能としている。

3920 3.6.39.

死亡者一覧では、以下の情報を確認できること。
＜死亡者一覧情報＞
・納税義務者の氏名、住所、生年月日、死亡日
・口座の登録情報
・配偶者の有無
・世帯員の有無
・相続代表人指定情報

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

死亡者一覧として確認したい情報は団体により異なることが想定されるため、詳細項目については、実装し
てもしなくても良い機能としている。

3930 3.6.40.

相続人代表者設定後初めて通知書を発行する際に、相続人代表者指定通知書を自動
で出力できること。
また、指定通知書の発行履歴を手動で登録及び修正できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

相続人代表者指定通知書をシステム出力することで、効率的な運用となることが一定程度期待できるが、
EUCと組み合わせて既存様式への差し込み印刷する等の運用も想定されることから、実装してもしなくても
良い機能としている。

3940 3.6.41.
更正時の参考
データ照会

全ての項目について選択年度の前年度との比較ができること。

実装すべき 実装すべき

前年度情報や収納情報等の更正時の参考情報として確認が必要な情報の参照に必要な機能を実装すべき機能
としている。

【疑義事項】
実装すべき機能に「全ての項目」とありますが、どの程度まで想定されておられるの
か、お示しいただくことはできませんでしょうか。

【機能要件を修正】
記載を修正します。
＜修正案＞
更正時の情報として管理（設定・保持・修正）する全ての項目について選択年度の前
年度との比較ができること。

不要 ―

3950 3.6.42.

繰越損失に関して、選択年度以前５年度からの比較ができること。

実装すべき 実装すべき

—

3960 3.6.43.

同年度内で通知済みの異動情報について、全ての項目の全課税履歴（最新情報まで
の経緯）を確認できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

参考情報として確認ができることが望ましいが、画面確認項目が多くなることで、煩雑となる可能性もあ
り、運用により要否に差異が出ることが想定されるため、実装することで実装してもしなくても良い機能と
している。

3970 3.6.44.
全ての項目について選択年度以前過去７年度との比較ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

3980 3.6.45.
収納情報との比較ができること。

実装すべき 実装すべき
—

3990 3.6.46.
更正決定前でも、特別徴収義務者毎に月別の納付額が集計できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

問い合わせの際の参考情報としての算出を想定した機能だが、団体の状況により必要性が異なるため、実装
してもしなくても良い機能としている。

4000 3.6.47. 生活保護

１月１日現在、生活保護法の規定による生活扶助を受けている者について、当初課
税では、自動的に非課税とすることができること。
また、（１期更正を含め）当初課税後は、個別の入力により指定の税額を免除とす
ることができること。

実装すべき 実装すべき

１月１日時点の生活保護対象者を非課税とすることは必須であり、自動判定や個別の修正等の正確な賦課業
務を実現することができるために必要な機能を実装すべき機能としている。

4010 3.6.48.

不正受給等により、遡って同日改廃となった者について、一覧等の出力やアラート
表示による特定が可能なこと。
また、該当者がすでに減免済みの場合は減免を取り消すまで、上記の対象者として
特定が可能であること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

同日開廃のものについて、減免対象外として、処理されていればよく、対象を抽出し、確認する運用は必ず
しも必要なものではないため、実装してもしなくても良い機能としている。
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4020 3.6.49.
１月１日現在、生活保護法の規定による生活扶助を受けており、非課税とする対象
者について、個別に追加又は取消ができること。 実装すべき 実装すべき

—

4030 3.6.50.

個別に生活扶助による非課税対象者の追加又は取消を行ったものについて、非課税
に変更又は非課税の取消ができること。

実装すべき 実装すべき

—

4040 3.6.51.
租税条約にかか
る処理

１月１日現在、租税条約により課税が免除となる者について、（１期更正を含め）
当初課税後は、個別の入力により指定の税額を免除とすることができること。

実装すべき 実装すべき

租税条約に係る課税の免除等の対応のために必要な機能であり、実装すべき機能としている。
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・租税条約に係る減免と分かる区分はない。
・租税条約について、非課税区分のみでの管理

【要件の緩和を検討】
2.1.52.での取り扱いを踏まえ要件を検討します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4050 3.6.52.

１月１日現在、租税条約により課税が免除となる者について、個別に追加又は取消
ができること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・租税条約に係る減免と分かる区分はない。
・租税条約について、非課税区分のみでの管理

【要件の緩和を検討】
2.1.52.での取り扱いを踏まえ要件を検討します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4060 3.6.53.

個別に租税条約による課税免除対象者の追加又は取消を行ったものについて、課税
免除に変更又は課税免除の取消ができること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・租税条約に係る減免と分かる区分はない。
・租税条約について、非課税区分のみでの管理

【要件の緩和を検討】
2.1.52.での取り扱いを踏まえ要件を検討します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

3.7. その他更正処理  

4070 3.7.1. 過年度更正

過去８年分の更正（現年含む）ができること。
過年度の該当賦課情報を引継いで、更正を行うことができること（課税年度と調定
年度を管理すること）。
但し、３年超の増更正や５年超の減更正については、チェックができること。 実装すべき 実装すべき

現年度を含め、８年分の更正は、法令上対応が必要な期間であるため、過年度更正に必要な機能を実装すべ
き機能としている。

4080 3.7.2.

過年度更正が、増額・減額（税額が変わらないものも含む）の別や、過去の異動・
更正履歴にかかわらず、入力時期及び回数の制限無くできること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
「回数の制限無く」という表現はシステム仕様上望ましい表現ではないと考えます。
⇒テスト段階でどの程度の更正回数を確認すれば妥当なのか判断できず、性能の妥当
性が判断できません。
入力時期の制限なく複数回更正できること、や、税額変更通知書を考慮して最低限随
期○回以上更正できること、など
妥当性の確認が取れる記載にすべきと考えますがいかがでしょうか。

【要件の修正を検討】
左記のご意見について、他税目では、無制限である記載はあえて明示していない（複
数回更正できる機能は当然の機能という解釈）ことから、本要件からも回数の制限に
かかる記載を削除いたします。

＜修正案＞
過年度更正が、増額・減額（税額が変わらないものも含む）の別や、過去の異動・更
正履歴にかかわらず、入力時期の制限無くできること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4090 3.7.3.
過年度更正について、必要に応じ任意に入力時期の制限をできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

運用上の理由から、法令上必要となる期限とは別に入力制限が必要な場合を想定した機能だが、団体の状況
により必要性が異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。

4100 3.7.4.

過年度更正において特別徴収の税額が増加になった場合、増額分を自動で普通徴収
の随期徴収とすることができること。 実装すべき 実装すべき

—

4110 3.7.5.

過年度普通徴収を過年度特別徴収に切り替えできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

過年度で退職等により特別徴収から普通徴収に変更になっている場合で、徴収済月を修正する異動届が提出
された場合に、特別徴収に再度切り替えることがあるとの団体要望に対応するための機能として、実装して
もしなくても良い機能としている。

4120 3.7.6.

過年度減額を行う場合、現年度調定減、過年度調定減又は滞納繰越調定減のいずれ
（重複する場合もあり）になるかを自動で判断し、収納の調定額及び各種帳票に適
切に反映できること。

実装すべき 実装すべき

—
【疑義事項】
自動で判断したあとの収納の調定額への反映方法について言及がない。
それぞれどのように扱えばよいかご教授いただけますでしょうか。
また、「各種帳票」は収納業務の帳票のことであれば、収納業務の機能の範疇である
ため、削除いただきたい。
（民税の帳票だとしても、該当帳票の機能要件として定義いただき、ここでは削除い
ただきたい。）

【要件の修正を検討】
以下のとおりに修正します。
＜修正案＞
過年度減額を行う場合、現年度調定減、過年度調定減又は滞納繰越調定減のいずれ
（重複する場合もあり）になるかを自動で判断し、調定額に反映できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4130 3.7.7.

過年度減額処理を取消した場合に、収納の調定額に適切に反映できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
「適切に」について、具体的な例を挙げて、計算方法を標準仕様書に記載して頂きた
い。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について、表現の修正を検討します。
＜修正案＞
過年度減額処理を取り消した場合に、収納側に連携し、過年度の収納調定額の減額を
取り消せること。

必須
左記の修正案として問題がないかご回答ください。
問題があると考えられる場合は、その理由について具体的に
ご教示ください。

4140 3.7.8. 強制修正

以下の対象項目について、職権による強制入力ができること。職権による強制入力
の場合でも異動履歴（異動履歴画面でシステムユーザーが確認可能な情報を想定）
及び操作履歴（操作ログとしてシステム管理者が確認可能な情報）は残すことがで
きること。
＜対象項目＞
・月割額
・月割充当額
・回数割額
・翌年仮徴収額
・期割額
・期割充当額
・年金特徴分期割額
・年金特徴徴収済月
・均等割の強制課税
・強制非課税

実装すべき 実装すべき

操作誤り、誤入力があった場合で、システム都合の制限により通常入力ができない状況の発生を想定した機
能であり、対象項目は多くのシステムにおいて対応が可能な項目のみに限定して実装すべき機能としている

4150 3.7.9.

個人の課税台帳ごとに課税内容の強制入力(自動計算によらない直接入力)ができ、
チェックをかけてアラートを表示させることができること。 実装すべき 実装すべき

—

4160 3.7.10.
すべての徴収区分における期割（月割）税額を強制入力(直接入力)することがで
き、チェックをかけてアラートを表示させることができること。 実装すべき 実装すべき

—

4. 交付  
4.1. 給与特別徴収税額通知発行  

4170 4.1.1. 1
特別徴収税額決
定・変更通知書
発行

当初処理、更正処理の結果に基づいた、特別徴収税額決定・変更通知書（特別徴収
義務者・納税義務者用）（当初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行
できること。
通知書の発送者一覧が出力できること。 実装すべき 実装すべき

当初処理、更正処理の結果に基づいた各種通知書の発行のための機能について、実装すべき機能としてい
る。
データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
（4.6.2.に対するご意見）【4.6.2.】発行で「実装すべき機能／実装してもしなくて
も良い機能」の両方に記載があったり、
【4.1.3.／4.1.6.／4.2.6.／4.2.7.】と記載が重複している。
「実装すべき機能／実装してもしなくても良い機能」の不整合や、要件の重複がない
ようにしていただきたい。

【要件の修正を検討】
4.6.2.を削除し、4.1.1.及び4.1.9.に「なお、一括発行前に個別発行したときは、一
括発行の対象外とできること。」を追記します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4180 4.1.1. 2

当初処理、更正処理の結果に基づいた、特別徴収税額決定・変更通知書（特別徴収
義務者・納税義務者用）（当初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行
できること。データで一括出力も可能なこと。
通知書の発送者一覧が出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

同上 同上 任意 同上

4190 4.1.2.

非課税等の通知書（特別徴収義務者用）の対象者を抽出できること。
また、全対象者が非課税の事業所に対する税額通知書の作成について、作成対象か
ら除外するを選択できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

4200 4.1.3.

税額等の変更がない更正処理による特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）を一
括発行するかどうか、指定できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
税額等の変更がないものの出力有無を選択できる機能と捉えたうえでの質問です。
一つの事業所で異動したのが該当者だけだった場合、発行するを選択すると、4.1.4.
により特徴義務者用は出力されないことになりますが、良いのでしょうか？通常、特
徴義務者用を窓あき封筒の宛名としていると思われるため、納税義務者用だけが出力
されるような条件とならないよう検討していただきたい。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について検討を実施します。 必須

現行の標準仕様では、一つの事業所で異動したのが該当者だ
けだった場合、発行するを選択すると、4.1.4.により特徴義
務者用は出力されないことになりますが、問題ないでしょう
か。
（APPLICご指摘の通り、現行の運用で、特徴義務者用を窓あ
き封筒の宛名とされている場合に、納税義務者要のみを出力
となる状況で、通知書発行とは別に宛名要の帳票を用意する
ことが許容できるか等、運用想定を含めてご回答くださ
い。）

4210 4.1.4.

事業所ごとの税額、期割月割額及び徴収区分の変更がない更正処理による特別徴収
税額決定通知書（特別徴収義務者用）は一括発行の対象外となること。 実装すべき 実装すべき

—

4220 4.1.5.

事業所情報の送付希望に応じて、通知書等の発行ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

事業所情報の送付希望の管理に係る機能と同様に、詳細な送付希望の管理は、事業者要望に対して、柔軟に
対応することを目的とした機能であり、対応の可否が団体によりが異なることが想定されるため、実装して
もしなくても良い機能としている。

4230 4.1.6.

新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更正処理に基づく一括
発行の対象外とするかを選択できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

更正処理時に新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）を送付していない団体に対応するた
めの機能として、実装してもしなくても良い機能としている。

4240 4.1.7.

同一事業者に対して発行する、特別徴収義務者用の通知書について、即時処理での
個別発行（即時処理とはせず例月処理の対象とする受給者分は更正前の情報で出
力）、例月処理時の一括発行（例月処理前に即時処理した分は通知済みとして反映
した情報で出力）でそれぞれ出力できること。
また、更正通知の出力時点で金額変更がない納税義務者分を出力対象外とするこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

納税義務者①～⑤が所属するＡ社の税額通知書を出力する際に、①は即時決定で更正し、②は次の例月処理
で更正する予定であった場合に、以下の取り扱いとなることを定義している。
・即時処理での個別発行
①更正後の内容を通知に反映、②更正前の内容を通知に反映、③から⑤前回送付時と変更なし
・例月処理での一括発行
①更正後（即時処理時と同一）の内容で通知に反映、②更正後の内容で通知に反映、③から⑤前回送付時と
変更なし

4250 4.1.8. 1

システム出力日とは別に発送日を管理できること。
発送日を賦課決定日として管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

業務スケジュールにより、納税通知書と税額変更通知書ごとに印刷から発送までに日数が異なる場合に対応
するため、実装してもしなくても良い機能としている。 【実現性評価（実装可否に対するご意見）】

全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・発送日を管理する機能はない
・発送日を賦課決定日として管理に対応できない
・システム出力日を管理できない

【要件の緩和を検討】
各社の対応状況を考慮し、要件を取り下げます。
（各社の対応困難とする要因が異なるため修正が困難）
なお、本要件にて実現したい内容（住民への通知前に他業務に決定した税額等の課税
情報を連携しないこと）は4.6.1.に規定しているため問題ない考えです。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4260 4.1.8. 2

発送日を通知書の種類ごとに任意に変更ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

業務スケジュールにより、納税通知書と税額変更通知書ごとに印刷から発送までに日数が異なる場合に対応
するため、実装してもしなくても良い機能としている。
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

4270 4.1.9. 1
特別徴収納入書
発行

任意で事業所を指定し、総務省指定様式の特別徴収納入書（紙）を一括又は個別に
発行できること。
また、例月処理により、新たに特別徴収義務が発生した事業所を対象として、納入
書を一括発行する場合、税額が発生した月分以降を自動で判定して発行すること。 実装すべき 実装すべき

特別徴収義務者に対して、特別徴収納入書を発行するために必要な機能を実装すべき機能としている。
データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
（4.6.2.に対するご意見）【4.6.2.】発行で「実装すべき機能／実装してもしなくて
も良い機能」の両方に記載があったり、
【4.1.3.／4.1.6.／4.2.6.／4.2.7.】と記載が重複している。
「実装すべき機能／実装してもしなくても良い機能」の不整合や、要件の重複がない
ようにしていただきたい。

【要件の修正を検討】
4.6.2.を削除し、4.1.1.及び4.1.9.に「なお、一括発行前に個別発行したときは、一
括発行の対象外とできること。」を追記します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4280 4.1.9. 2

任意で事業所を指定し、総務省指定様式の特別徴収納入書（データ）を一括又は個
別に発行できること。
また、例月処理により、新たに特別徴収義務が発生した事業所を対象として、納入
書を一括発行する場合、税額が発生した月分以降を自動で判定して発行すること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

同上 同上 任意 同上

4290 4.1.10.
更正処理の結果、非課税から課税又は均等割のみから増額となった事業所を対象
に、特別徴収納入書を一括発行するかを選択できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

詳細な特別徴収納入書の発行条件等については、対象の特別徴収事業者の要望により、条件の要否が異なる
ものであることから、実装してもしなくても良い機能としている。

4300 4.1.11.

任意に複数の事業所を指定し、総務省指定様式の特別徴収納入書（紙）を一括で発
行できること 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

4310 4.1.12.

特別徴収納入書の一括発行とあわせて、予備分の特別徴収納入書を発行できるこ
と。
なお、予備分の枚数については、一括発行時に設定できること。

実装すべき 実装すべき

—

4320 4.1.13.

納期特例を承認した事業者に対して、開始日以降の総務省指定様式の特別徴収納入
書（紙）の前期、後期分（12月以降は後期分のみ）を一括又は個別に発行できるこ
と。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

4330 4.1.14.

税額が発生しない月や納付済みの月分の特別徴収納入書は出力しない。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
「税額が発生しない月は特別徴収納入書を発行しない」となっておりますが、1期のみ
（均等割のみ）や2期のみ（納期特例）の事業所に対しても、12期分の納入書を送付す
る運用に対応する必要はないでしょうか。

印刷・封入封緘委託の関係で、1期のみ、2期のみの場合でも12期分を出力し、特徴納
入書を機械的にホチキス止めする運用を想定した質問でした。

そのため、実装すべき機能として、
「税額が発生しない月や納付済みの月分の特別徴収納入書は出力しない。もしくは、
一律12期分の納付書を出力できること」と記載することを提案させていただきます。

【WT検討】
APPLICご意見について、運用状況について確認のうえ、対応要否を検討します。

必須

印刷・封入封緘委託の関係で、1期のみ、2期のみの場合でも
12期分を出力し、特徴納入書を機械的にホチキス止めする運
用を実施されているかご回答ください。
また、上記運用の実施有無に関わらず、12期分の納入書を送
付する理由として想定されるものがあればご回答ください。

4340 4.1.15.

納期特例を承認した事業者について、年度の途中で納期特例を解除した場合、送付
済みの納入書を除く、納期未到来分の納入書を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

4350 4.1.16.
税額の印字の有無を任意で設定し、特別徴収納入書の一括又は個別の発行ができる
こと。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

4360 4.1.17.

特別徴収納入書の送付を不要とする事業所については、設定により出力しないよう
にできること。 実装すべき 実装すべき

—

4370 4.1.18.
前年度の特別徴収納入書不要事業所の情報を引き継ぐことができること。

実装すべき 実装すべき
—

4380 4.1.19.
電子データ通知
作成（光ディス
ク等用）

光ディスク等の磁気媒体による給与支払報告書の提出があった事業者に対して、磁
気媒体用の特別徴収税額通知電子データを一括又は個別に作成できること。

実装すべき 実装すべき

各種電子データ通知の作成に必要な機能について、実装すべき機能としている。

4390 4.1.20.
電子データ通知
作成（eLTAX連携
用）

eLTAX連携用の特別徴収税額通知・変更通知電子データ(正本・副本)が一括又は個
別に作成できること。

実装すべき 実装すべき

—

4.2. 普通徴収納税通知発行  

4400 4.2.1. 1
普通徴収納税通
知書等発行

当初処理又は更正処理の結果に基づいた、普通徴収納税（決定・変更）通知書（当
初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行できること（現年度分及び過
年度分）。
通知書の発送者一覧が出力できること。
なお、一括発行前に個別発行したときは、一括発行の対象外とできること。 実装すべき 実装すべき

当初処理、更正処理の結果に基づいた各種通知書の発行のための機能について、実装すべき機能としてい
る。
データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

4410 4.2.1. 2

当初処理又は更正処理の結果に基づいた、普通徴収納税（決定・変更）通知書（当
初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行できること（現年度分及び過
年度分）。データで一括出力も可能なこと。
通知書の発送者一覧が出力できること。
なお、一括発行前に個別発行したときは、一括発行の対象外とできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

4420 4.2.2.

職権で相続人が登録されている場合、「相続人代表者指定通知」もあわせて出力で
きること。
また、必要に応じて個別に「相続人代表者指定通知」を発行できる。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

「相続人代表者指定通知」を納税通知と合わせて送付している場合に必要な機能として整理しているが、シ
ステム外での出力や納税通知とは別に送付する団体もあるため、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

4430 4.2.3.

分離課税に係る所得割を普通徴収の方法によって徴収する納税義務者であることが
判明した場合に作成する「納税通知書（分離課税に係る所得割分）」の対象者を抽
出できること。

実装すべき 実装すべき

「納税通知書（分離課税に係る所得割分）」について、通常の納税通知書と別に出力されることを求めてい
る要件ではなく、通常の納税通知書と合わせて出力されている納税義務者のうち、「納税通知書（分離課税
に係る所得割分）」の該当者を把握するための機能として定義している。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・退職分離について対応していない
・用途が無い。要望もない。
・該当機能なし

【要件の緩和を検討・WT検討】
通常版・限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い機能」としても問題ないか
を確認します（対応しているシステムが少数のため）。

必須

左記のとおり、「実装してもしなくても良い機能」としても
問題ないかご回答ください。
なお、本要件は、【第一号の四様式】を発送対象となる者を
抽出する目的のものですが、対象となるケースは稀であるこ
とから、システム利用しない運用も可能と想定しておりま
す。

4440 4.2.4.
特別徴収の過年度減額通知を税額変更通知書の様式で発行できること。

実装すべき 実装すべき
—

4450 4.2.5.

普通徴収納税（決定・変更）通知書の発行は一括送付分と、個別対応分を分けて発
行できること（現年度及び過年度分）。
また個別対応の事由を一括及び個別で任意に設定できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

一定の条件により、一括送付の対象から除外したいとの要望について対応する機能であるが、全ての団体で
必要となる機能ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
「個別対応」とは4.2.1.や4.2.2.に記載の「個別発行」のことでしょうか、それとも
別の管理をする要件でしょうか。

【要件の修正を検討】
「個別対応」を「個別発行」に修正します。

＜修正案＞
普通徴収納税（決定・変更）通知書の発行は一括発行は、個別発行分を除いて発行で
き（現年度及び過年度分）、個別発行分はその事由を一括及び個別で任意に設定でき
ること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4460 4.2.6.

税額等の変更がない更正処理による納税通知書は一括発行の対象外とするか、指定
できること。

実装すべき 実装すべき

—

4470 4.2.7.

新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象外とできること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

新規非課税者への納税通知の発行をしていない団体に対応するために、実装してもしなくても良い機能とし
ている。

4480 4.2.8. 1

システム出力日とは別に発送日を管理できること。
発送日を賦課決定日として管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

業務スケジュールにより、納税通知書と税額変更通知書ごとに印刷から発送までに日数が異なる場合に対応
するため、実装してもしなくても良い機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・発送日を管理する機能はない
・発送日を賦課決定日として管理に対応できない
・システム出力日を管理できない

【要件の緩和を検討】
各社の対応状況を考慮し、要件を取り下げます。
（各社の対応困難とする要因が異なるため修正が困難）
なお、本要件にて実現したい内容（住民への通知前に他業務に決定した税額等の課税
情報を連携しないこと）は4.6.1.に規定しているため問題ない考えです。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4490 4.2.8. 2

発送日を通知書の種類ごとに任意に変更ができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

業務スケジュールにより、納税通知書と税額変更通知書ごとに印刷から発送までに日数が異なる場合に対応
するため、実装してもしなくても良い機能としている。

4500 4.2.9.

通知書に印字する通知事由は以下から該当する内容を全て印字できること。
＜通知事由＞
◆課税資料による事由◆
住民税申告書による・所得税申告書による・給与支払報告書の提出による・資料に
より新規課税・所得税申告による・資料により変更・所得税更正決議書による・減
免による・所得税資料による・年金資料による・
所得内容の変更・給与所得の変更による・事業所得の変更による・配当所得の変更
による・雑所得の変更による・譲渡所得の変更による
◆控除額の変更による事由◆
雑損控除額の変更による・医療費控除額の変更による・社会保険料控除額の変更に
よる・小規模企業共済等掛金控除額の変更による・生命保険料控除額の変更によ
る・損害保険料控除額の変更による・寄付金控除額の変更による・配偶者控除及び
配偶者特別控除の変更による・配偶者控除の変更による・配偶者特別控除額の変更
による・扶養控除の変更による・特定扶養控除の変更による・老人扶養控除の変更
による・障害者控除の変更による・特別障害者控除の変更による・老年者控除の変
更による・寡婦（寡夫）控除の変更による・勤労学生控除の変更による・未成年に
よる・老年者による・障害者による・寡婦（寡夫）による・寡婦（ひとり親）控除
の変更・寡婦（ひとり親）により変更
◆条例による事由◆
条例により市区町村民税均等割軽減
◆課税誤り・取消・その他の変更◆
課税誤りのため変更・その他の変更・課税誤りのため取消・課税取消・重複課税に
よる取消・市外居住者による取消・取消（本人用通知不要）
◆徴収方法の変更に係る事由◆
併用徴収に切替え・普通徴収から特別徴収に切替え・転出により普通徴収に切替
え・年金特別徴収中止により普通徴収へ切替え・介護保険料年金特別徴収中止によ
り普通徴収に切替え・年金特別徴収不能により普通徴収に切替え・新勤務先での特
別徴収に切替え・退職により普通徴収へ切替え・休職により普通徴収へ切替え・普
通徴収に切替え
◆一括徴収、月割り額変更にかかる事由◆
退職により一括徴収・休職により一括徴収・一括徴収・月割り額の変更による・
◆その他の事由◆
重課税による追徴・所得変動の経過措置・仮徴収還付・賦課異動理由手入力

実装すべき 実装すべき

帳票「納税通知書」の項目「備考欄」の
仕様。
便宜上、機能要件で定義している。

—

19/23



項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

4510 4.2.10.
普通徴収納付書
発行

一括又は任意で個人を指定し、普通徴収納税通知書及び納付書を発行できること。

実装すべき 実装すべき

普通徴収の対象者に、納付書を発行するために必要な機能を実装すべき機能としている。
各帳票の組み合わせ（納税通知書と納付書を個別に出力とするか、納税通知書兼納付書とするか）や、納税
通知書兼納付書とする場合に一体型・冊子型を前提とした帳票とするかについては、事業者のパッケージに
委ねることとする。
ただし、印字項目や帳票レイアウトについては、それぞれの帳票の定めに準ずるものとする。

4520 4.2.11.

納税協力会の構成員に対しては、納税協力会長用の納税通知書及び納付書と、各納
税協力会委員用の納税通知書、課税明細書及び納付書を作成することができるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

納税協力会の有無や納税協力会長用の納税通知書、納付書を作成しているかにより必要性が異なり、全ての
団体で必要となる機能ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

4530 4.2.12.

税額変更があった場合は、納付状況と連動し差額の納付書が発行できること。
（発行時点の収納状況で発行する、又は発送時点まで変更前税額納付分の反映があ
れば差額納付書が発行される）

実装すべき 実装すべき

—

4540 4.2.13.

年税一括納付済みかつ年税額減にもかかわらず、期割の端数調整のために一部の期
別に増があった該当者の抽出ができること。
また、該当者については、納付書の一括発行の対象外にできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

内部確認用の抽出機能については、全ての団体で必要となる機能ではないため、実装してもしなくても良い
機能としている。

4550 4.2.14.

普通徴収納税通知書の発送日に納期限を経過している期割の納付書は、普通徴収納
税通知書の締切日を任意に指定して、一括発行の対象外となること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・締切日の任意の指定に未対応
・締切日ではなく、何期以降の納付書と指定する
・締切日の任意の指定は行えず、発送日以降の納付書を出力

【要件の緩和を検討】
要件の記載より、「普通徴収納税通知書の締切日を任意に指定して」の文言を削除い
たします。 任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4.3. 年金特別徴収通知発行  

4560 4.3.1.
年金特別徴収税
額通知作成
（eLTAX連携）

eLTAX連携用の年金特別徴収税額通知情報(01通知)をデータで自動作成できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

eLTAX経由での各種通知データの作成に必要な機能を実装すべき機能としている。

4570 4.3.2.

起案資料として、通知対象者の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

起案用の書類について、システム出力することが必要という団体があったが、必要書類は団体により異な
り、効率的な運用を一意に規定することが困難であるため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
「起案資料として」とは、ただの一覧表ではないということでしょうか？どのような
様式を想定しているのかサンプルを提示していただきたい。
4.3.4.、4.3.6.も同様。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について、起案資料として必要な要素（一覧表のみか、1枚目に
決裁欄を必要とするか等）について、再度確認いたします。
なお、内部帳票については、標準仕様として帳票サンプルを作成する想定はございま
せん。

必須

以下について、ご回答ください。
①現在の運用で起案資料をシステム出力しているか。
②起案資料として必要な要素をご教示ください。
（対象者の一覧表のみでよい、一覧表＋決裁欄（5枠）のあ
る頭紙が必要等）

4580 4.3.3.
年金特別徴収停
止通知作成
（eLTAX連携）

eLTAX連携用の年金特別徴収停止通知情報（死亡者・転出者を含む）(41通知)を
データで自動作成できること。
死亡により停止となる場合は死亡日と年金支給日により徴収済月を判定すること。
既に普通徴収になっているが、死亡により停止となるはずの月割額が残っている場
合は普通徴収に切り替えること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
これは自動変更までは含んでいない認識でよいでしょうか？
（既に普通徴収になっているものは、更正で意図した月を徴収済としている認識であ
り、自動で変更することは問題がある。）

【要件の修正を検討】
全国意見照会のご意見を踏まえて、記載を修正します。

＜修正案＞
eLTAX連携用の年金特別徴収停止通知情報（死亡者・転出者を含む）(41通知)をデータ
で自動作成できること。
死亡により停止となる場合は死亡日と年金支給日により徴収済月を判定すること。
既に普通徴収になっているが、死亡により停止となるはずの特別徴収の月割額が残っ
ている場合は普通徴収に切り替えること。
＜要件の考え方・理由＞
死亡日以降の年金からの特別徴収は無効であるため、特別徴収済みの金額は遺族（年
金関係の法令で規定する遺族）か年金保険者に還付し、普通徴収として相続人や承継
人から徴収しなければならないため、詳細化して実装すべき機能としている。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4590 4.3.4.

起案資料として、通知対象者の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

4.3.2.と同様

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について、起案資料として必要な要素（一覧表のみか、1枚目に
決裁欄を必要とするか等）について、再度確認いたします。
なお、内部帳票については、標準仕様として帳票サンプルを作成する想定はございま
せん。

必須

以下について、ご回答ください。
①現在の運用で起案資料をシステム出力しているか。
②起案資料として必要な要素をご教示ください。
（対象者の一覧表のみでよい、一覧表＋決裁欄（5枠）のあ
る頭紙が必要等）

4600 4.3.5.
年金特別徴収変
更通知作成
（eLTAX連携）

eLTAX連携用の年金特別徴収税額等変更通知情報(63通知)をデータで作成できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

—

4610 4.3.6.

起案資料として、通知対象者の一覧を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

4.3.2.と同様

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について、起案資料として必要な要素（一覧表のみか、1枚目に
決裁欄を必要とするか等）について、再度確認いたします。
なお、内部帳票については、標準仕様として帳票サンプルを作成する想定はございま
せん。

必須

以下について、ご回答ください。
①現在の運用で起案資料をシステム出力しているか。
②起案資料として必要な要素をご教示ください。
（対象者の一覧表のみでよい、一覧表＋決裁欄（5枠）のあ
る頭紙が必要等）

4620 4.3.7.
年金特別徴収税
額決定通知書発
行

翌年度の仮徴収税額のみ停止となる場合の通知（地方税法第321条の７の９第３
項）として、年金特別徴収税額決定通知書又は年金特別徴収停止通知書のいずれか
を選択（設定）し発行できること。
通知書の発送者一覧が出力できること。
なお、翌年度の仮徴収税額のみ停止となる場合の通知として、納税通知書を出力す
る場合は、税額変更がない納税通知書を一括発行の対象外に設定してる場合におい
ても、一括発行が可能なこと。

実装すべき 実装すべき

年金特別徴収税額決定通知に必要な機能を実装すべき機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・翌年度の仮徴収税額のみ停止の通知対応は行っていない
・普通徴収明細で通知している

【要件の緩和を検討】
団体側での選択ではなく、実装に委ねることとして以下の通り修正します。
＜変更案＞
年金特別徴収税額決定通知書又は年金特別徴収停止通知書のいずれかにより発行でき
ること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4630 4.3.8.

当初処理、更正処理の結果に基づいた、年金特別徴収納税（決定・変更）通知書
（当初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行できること。
通知書の発送者一覧が出力できること。

実装すべき 実装すべき

—

4640 4.3.9.

当初処理、更正処理の結果に基づいた、普通徴収納税（決定・変更）通知書（当
初・更正分）を通知日を指定して一括及び個別で発行できること（現年度分及び過
年度分）。データで一括出力も可能なこと。
通知書の発送者一覧が出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

データ出力については、印刷委託等の運用により必要性が異なる（自庁内で印刷する場合は必須ではない）
ため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
「普通徴収納税（決定・変更）通知書（当初・更正分）」とあるが、4.3.8.に対応し
た「年金特別徴収納税（決定・変更）通知書（当初・更正分）」の誤記の認識であ
る。

【要件の修正を検討】
ご指摘の通り修正します。

不要 ―

4650 4.3.10.

当初課税で非課税が確定した年金特別徴収の仮徴収がある者に仮徴収を中止し還付
することを通知する通知書を発行できること。 実装すべき 実装すべき

—

4.4. 通知書再発行  

4660 4.4.1. 1 通知書再発行

各通知書（特別徴収税額決定・変更通知書、特別徴収納入書、普通徴収納税（決
定・変更）通知書、普通徴収納付書及び年金特別徴収税額決定通知書等）の再発行
ができること。
納税通知書再発行時には、当初・更正区分や発行日の指定ができること。

実装すべき 実装すべき

各種通知書等の再発行（汚損、当初通知送付前の税額変更等の対応）に必要な機能について、実装すべき機
能としている。 【疑義事項】

帳票印字項目・諸元表には「当初・更正区分」のような項目がありませんが、何のこ
とに関する記述か、その区分を指定すると当初と更正で何が違うかなどをご教授いた
だきたいです。

【機能要件を修正】
「当初・更正区分」の記載を削除します。

不要 ―

4670 4.4.1. 2

通知書を再発行した場合は、「再発行」であることが明示的であること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

4680 4.4.2.

eLTAX連携用の特別徴収税額決定・変更通知電子データ(正本)を希望する特別徴収
義務者に対して紙媒体の特別徴収税額通知・変更通知をバッチ・オンラインで再作
成できること。

実装すべき 実装すべき

—
【疑義事項】
正本を希望する特別徴収義務者が紙媒体を望んでいるということは、希望が変更され
たという扱いでよいのではないでしょうか？
一時的な対応として、オンラインで作成することはあるかと思いますが、バッチで処
理をするということは、運用の中で恒常的に処理されるのでということなので、希望
が変わったという認識です。
再発行ができればよいのであれば、「バッチ・オンラインで」の部分は問わなくてよ
いと考えます。

【要件の修正を検討】
ご指摘の通り、機能要件を修正します（バッチ・オンラインの削除）。

＜修正案＞
eLTAX連携用の特別徴収税額決定・変更通知電子データ(正本)を希望する特別徴収義務
者に対して紙媒体の特別徴収税額通知・変更通知を再作成できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4690 4.4.3.
税額変更があった場合は、納入状況と連動し差額の特別徴収納入書が発行できるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

納入状況を踏まえた特別徴収納入書の出力は特別徴収義務者の要望に対応するために必要な機能だが、実装
してもしなくても良い機能としている。

4700 4.4.4.
特別徴収税額通
知書の任意再発
行

特別徴収について、納税義務者を任意で抽出し、抽出した対象者に対して特別徴収
税額（決定・変更）通知書の再発行ができること。 実装すべき 実装すべき

—

4710 4.4.5.
特別徴収税額通
知書の電子化

eLTAX連携用の特別徴収税額決定・変更通知電子データ(正本・副本)の再作成がで
きること。 実装すべき 実装すべき

—

4720 4.4.6.
前回通知分情報
の管理

本人に通知した情報（通知書作成時点の情報ではなく、本人に通知した情報であ
り、通知書発行後に差し替えが発生した場合は、差し替え後の情報）を管理（設
定・保持・修正）し、税額変更の通知を作成する際に前回通知情報として印字でき
ること。
また、本人に通知した時点の情報は、課税情報の確認画面からも確認できること。
なお、前回通知の情報の印字に対応できない場合は、以下のいずれかに対応できる
こと。
・税額の変更通知を作成する際に、通知書の前回通知分の内容を任意に修正できる
こと。
・通知履歴から任意の通知時点の情報を選択し、前回通知分の情報として印字でき
ること。

実装すべき 実装すべき

—

4730 4.4.7.
当初通知書の再
発行

当初通知書の印刷後から発送までの間に税額変更が発生したものは税額変更通知書
ではなく、当初の税額決定通知書として発行が可能なこと。 実装すべき 実装すべき

—

4740 4.4.8.

課税取消を行った者に対して改めて税額が発生したものは税額変更通知書ではな
く、新規の税額決定通知書として発行が可能なこと。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
当初通知書の再発行とのことなので、記載された要件は、徴収開始月が6月で税額が発
生する異動を行った場合、と捉えております。
当初課税時期に課税取消を行った者に対して、徴収開始月が7月で税額が発生する異動
を行った場合は、税額変更通知書を出力するということでよろしいでしょうか？納税
義務者用は個人毎にタイトルを変えられかもしれませんが、特徴義務者用は個人毎に
変えることは不可能です。

【WT検討】
左記のAPPLIC疑義事項について検討を実施します。

必須
本機能については、納税義務者用のみを対象とし、特別徴収
義務者用については、税額変更通知として問題がないかをご
回答ください。

4.5. 証明書発行  

4750 4.5.1.
所得証明書（課
税証明、非課税
証明）発行

所得証明書（課税証明又は非課税証明としても利用）の８年（現年度＋過年度７
年）分の発行ができること。 実装すべき 実装すべき

各種証明書の発行に必要な機能について、実装すべき機能としている。

4760 4.5.2.

導入時に指定する連携先システムとの連携に対応できること。
＜連携先システム＞
・コンビニ交付システム
・証明書自動交付機
・総合証明システム

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—
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4770 4.5.3.

所得のみの出力など、全項目証明と一部項目証明（控除情報なし）を選択できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

出力を選択する項目は、帳票出力項目定
義に規定した通りとする。

—

4780 4.5.4. 当日発行

個別に申告情報登録、賦課決定等の対応をした場合（当日申告又は当日賦課を想
定）でも、即時に証明書の発行ができること。 実装すべき 実装すべき

—

4790 4.5.5. 証明書再発行

証明書の再発行ができること。
※再発行とは、証明書を再度、印刷（同一人物に対して同一種類の証明書を複数回
印刷）することをいう。 実装すべき 実装すべき

—

4800 4.5.6.
出先機関への出
力

本庁舎から出先の窓口に証明書を発行できること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

本庁舎とは別に出張所や支署がある場合に必要となる機能として、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

4810 4.5.7.
出先機関の窓口でも証明書は発行できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

4820 4.5.8. 発行禁止・警告

年度ごとに処理注意者の設定ができること。
証明発行時に一定の条件により、警告メッセージを表示できること。
また、翌年度以降も自動で引き継ぐことができること。

実装すべき 実装すべき

発行すべきではない対象者に誤って発行することを防ぐため、発行禁止・警告の制御に必要な機能を実装す
べき機能としている。

発行禁止の事由を含めた管理を実施している場合に必要となる機能だが、全ての団体で管理を必須としてい
る情報ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
実装すべき機能に「一定の条件」とありますが、どのような条件を想定されているか
ご提示いただけませんでしょうか。

【要件の修正を検討】
以下のとおり、記載を修正します。
＜修正案＞
年度ごとに処理注意者の設定ができること。
証明発行時に処理注意者の設定を基に、警告メッセージを表示できること。
また、翌年度以降も自動で引き継ぐことができること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4830 4.5.8.

処理注意者の設定事由（未申告者・返戻者等）を登録できること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

発行禁止の事由を含めた管理を実施している場合に必要となる機能だが、全ての団体で管理を必須としてい
る情報ではないため、実装してもしなくても良い機能としている。

4840 4.5.9.

警告メッセージには事由及び備考記載内容を表示し、どのような理由で抑止がされ
ているかその場で判断できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

警告の表示については、画面要件であるため原則検討対象外となるが、詳細確認が必要との団体があり、業
務影響が大きいことも考慮し、実装してもしなくても良い機能としている。

4850 4.5.10.

被扶養者の推定特定に該当する場合は、発行できない制御ができること。
実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

被扶養者の推定特定に該当する者への証明発行に際して、実態の確認を合わせて実施している場合に必要と
なる機能であり、実装してもしなくても良い機能としている。

4860 4.5.11.

個人ごとの処理注意者設定解除を本人からの申し出に応じて設定でき、本人以外に
は証明書発行禁止とするよう管理（設定・保持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4870 4.5.12. 発行

課税情報に基づき、課税及び非課税の別を判断の上、適切な証明書を発行できるこ
と。 実装すべき 実装すべき

各種証明書の発行の際に特に考慮が必要な条件等について詳細化した機能を実装すべき機能としている。

4880 4.5.13.
賦課期日時点の世帯員の課税情報と証明書の発行可否と、発行できない場合はその
理由を確認できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

住民等からの問い合わせ時に本人と合わせて世帯員の状況の確認が必要となる場合に必要な機能だが、問い
合わせの発生状況により要否が異なるため、実装してもしなくても良い機能としている。

4890 4.5.14.
新年度の課税証明書について、賦課決定（通知書発布）がまだされていない場合
は、発行できないよう制御できること。 実装すべき 実装すべき

—

4900 4.5.15.
更正入力のあと、賦課決定（通知書発布）がまだされていない場合、アラート表示
（変更前の内容で発行して良いか）することができること。 実装すべき 実装すべき

—

4910 4.5.16.

証明書の項目について、発行前にシステムで管理する情報を更新することなく書き
換えて発行することができること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—
【疑義事項】
「システムで管理する情報を更新することなく書き換えて発行」について、所得や税
額を書き換えてもよいのでしょうか？書き換えてよいもの、書き換えてはいけないも
のを標準仕様書に記載して頂きたい。
納税証明書は金額の書き換えを可としていますが、課税証明書については不可とする
仕様が多いと考えます。
所得や税額の書き換えはシステム化せず、厳格な手続きを行い、人間系（手書き）で
対応するので良いと考えます。

【WT検討】
所得や税額の書き換えについて、手書き運用の前提としても問題がないかを再度確認
します。
手書き運用の前提とすべきの場合は、書き換え不可の項目として、所得、税額等の金
額を指定します。
手書き運用の前提とすべきでない場合は、修正なしとします。

必須

所得や税額の書き換えについて、手書き運用の前提を許容可
能かをご回答ください。
なお、手書き運用の前提を許容できない場合、業務運用上、
システムから出力すべき理由について、併せてご回答くださ
い。

4920 4.5.17.
証明書の項目について、発行前に氏名及び住所の修正ができること。

実装すべき 実装すべき
—

4930 4.5.18.
未申告の場合は発行できない制御ができること。

実装すべき 実装すべき
—

4940 4.5.19.

自団体の課税対象者の被扶養者として設定されている、未申告者に対しても証明書
（非課税）を発行できること。 実装すべき 実装すべき

—

4950 4.5.20.
氏名については外国人の住民基本台帳登録上の氏名・英字表記・通称名・併記名の
選択ができること。 実装すべき 実装すべき

—

4.6. 発行情報管理  

4960 4.6.1. 発行情報管理

税額等の課税情報と他業務システムに連携する場合、連携を可とする時点を各種通
知書をシステムからの出力日の経過後とするか、発送日（発付日）の経過後とする
かを選択できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・現状は決裁済での連携
・賦課決定という処理を通知書印刷とは別に実施

【疑義事項】
通知書の発布に関わらず、マスタ確定時点でデータとしては決裁されたものと考えま
す。
例えば税額に変更のない更正や非課税の場合は通知書の発布がされない場合もありま
すので
（機能要件4.6.2等関連）
実装すべき機能は更正時点（即時）
実装してもしなくていい機能は通知書出力日とするか発送日経過後とするかの選択と
すべきではないでしょうか。

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

また、以下のとおり、要件を修正します。
＜修正案＞
税額等の課税情報と他業務システムに連携する場合、通知書の発行対象分について
は、連携を可とする時点を各種通知書をシステムからの出力日の経過後とするか、発
送日（発付日）の経過後とするかを選択できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4970 4.6.2. 1 発行

各種通知書の一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票や以下の条件により
一括発行対象から除外するか選択できること。

＜一括発行の除外条件＞
［共通］
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場合には除外対象者
のリスト（帳票）を出力すること）。

［特別徴収通知］
・税額等の変更がない更正処理による特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は
一括発行の対象外となること。ただし、転勤による変更又は新規非課税事業所にも
特別徴収通知を発行する。
・新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更正処理に基づく一
括発行の対象外となること。

［普通徴収通知］
・当初課税時だけでなく、随時更正時でも普通徴収税額に変更のなかった場合は一
括発行の対象外とできること（徴収方法の変更の場合は、普徴税額が変わるため納
通を発行できること。還付額が発生又は変更になった場合は発行できること）。
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象外とできること。

実装すべき 実装すべき

一括で通知書発行する場合に、通知の送付が不要な対象分の発行を制御するために必要な機能を実装すべき
機能としている。
団体により対応の要否が異なることが確認できた条件については、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

【疑義事項】
【4.6.2.】発行で「実装すべき機能／実装してもしなくても良い機能」の両方に記載
があったり、
【4.1.3.／4.1.6.／4.2.6.／4.2.7.】と記載が重複している。
「実装すべき機能／実装してもしなくても良い機能」の不整合や、要件の重複がない
ようにしていただきたい。

【要件の修正を検討】
4.6.2.を削除し、4.1.1.及び4.1.9.に「なお、一括発行前に個別発行したときは、一
括発行の対象外とできること。」を追記します。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

4980 4.6.2. 2

各種通知書の一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票や以下の条件により
一括発行対象から除外するか選択できること。

＜一括発行の除外条件＞
［特別徴収通知］
・新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更正処理に基づく一
括発行の対象外となること。

［普通徴収通知］
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象外とできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

団体により対応の要否が異なることが確認できた条件については、実装してもしなくても良い機能としてい
る。

同上 同上 任意 同上

5. 照会  
5.1. 他団体等への照会  

4990 5.1.1. 1 扶養情報照会

扶養情報等（戸籍照会等含む）に係る照会対象者を任意の条件（管外の被扶養者、
寡婦及びひとり親）を指定し、抽出できること。

実装すべき 実装すべき

正確な課税業務の実施のため照会対象者の把握に必要な機能を実装すべき機能としている。

照会対象（候補）者として把握が必要な対象については、団体ごとに詳細な条件が異なることから、把握で
きた条件については、実装してもしなくても良い機能としている。

5000 5.1.1. 2

扶養情報等（戸籍照会等含む）に係る照会対象者を任意の条件（扶養情報照会要
否、扶養情報照会実績、同一生計配偶者、所得金額調整控除対象扶養親族等、他団
体294条課税者、障害及び他市町村で住登外課税されている被扶養者）を指定し、
抽出できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

照会対象（候補）者として把握が必要な対象については、団体ごとに詳細な条件が異なることから、把握で
きた条件については、実装してもしなくても良い機能としている。

5010 5.1.2.
扶養情報照会の要否（照会対象者の抽出時に利用する情報）を設定できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5020 5.1.3.
扶養情報照会実績（未実施又は実施済み）を管理（設定・保持・修正）できるこ
と。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—
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項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）
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5030 5.1.4. 所得情報照会

所得情報等に係る照会対象者を任意の条件（区外の被扶養者等）により抽出できる
こと。

実装すべき 実装すべき

—
【疑義事項】
（5.1.5.に対するご意見）実装してもしなくても良い機能に「管外」とありますが、
5.1.4.には「区外」と記載されております。
「管外」と「区外」は表記ゆれとの認識で間違いないでしょうか。

【機能要件を修正】
「管外」に表現を統一します。

不要 ―

5040 5.1.5.

所得情報等に係る照会対象者を任意の条件（管外の被扶養者及び個人番号判明者
等）により抽出し、住基CSへの一括照会データを出力できること

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5050 5.1.6. 照会対象者抽出

前年課税実績をもとに企業等への照会対象者を任意の条件を指定し、抽出できるこ
と。

＜抽出条件＞
・前年度課税実績があり給与支払報告書の提出があったもの（退職給与支払報告書
以外）で当年度未申告者
・前年度特別徴収実績があり、現年度給与収入がない対象者のいる事業者

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5060 5.1.7. 1

各種賦課資料に記載された情報から照会対象者を抽出できること。
＜抽出条件＞
・被扶養者が不明
・被扶養者について、特定済かつ賦課期日前に転出済
・被扶養者の障害情報が不明
・控除対象配偶者、同一生計配偶者が不明
・同一生計配偶者の障害情報が不明
・被扶養者の所得が不明
・控除対象配偶者、同一生計配偶者の所得が不明
・管外の被扶養者の障害情報が不明

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【APPLIC確認】
本機能の目的を達成可能な代替機能について確認します。
・抽出条件に整理した調査、照会対象者の把握
・対象者への調査、照会実施時の対象者情報の出力

保留

5070 5.1.7. 2

各種賦課資料に記載された被扶養者が不明の対象者を、国外居住扶養親族と区分し
て抽出できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

5080 5.1.8.

同一生計配偶者について、特定済かつ賦課期日前に転出済の対象者を抽出できるこ
と。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【APPLIC確認】
本機能の目的を達成可能な代替機能について確認します。
・抽出条件に整理した調査、照会対象者の把握
・対象者への調査、照会実施時の対象者情報の出力

保留

5090 5.1.9.

給与支払報告書に記載された情報から照会対象者を特別徴収義務者ごとに抽出でき
ること。
＜抽出条件＞
・被扶養者が不明
・控除対象配偶者、同一生計配偶者が不明
・被扶養者の所得が不明
・控除対象配偶者の所得が不明

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【APPLIC確認】
本機能の目的を達成可能な代替機能について確認します。
・抽出条件に整理した調査、照会対象者の把握
・対象者への調査、照会実施時の対象者情報の出力

保留

5100 5.1.10.

同一人を扶養親族として申告している複数の納税義務者（被扶養者の重複）を重複
照会の対象者として抽出できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞

【APPLIC確認】
本機能の目的を達成可能な代替機能について確認します。
・抽出条件に整理した調査、照会対象者の把握
・対象者への調査、照会実施時の対象者情報の出力

保留

5110 5.1.11.

同一人を扶養親族として申告している複数の納税義務者（被扶養者の重複）が給与
特別徴収義務者の対象者の場合は、特別徴収義務者ごとに重複照会の対象者を抽出
できること。

実装すべき 実装すべき

—

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞

【APPLIC確認】
本機能の目的を達成可能な代替機能について確認します。
・抽出条件に整理した調査、照会対象者の把握
・対象者への調査、照会実施時の対象者情報の出力

保留

5120 5.1.12.

以下の条件に該当する対象者を抽出できること。抽出結果では、どの条件に該当し
たかも確認できること。
＜抽出条件＞
・外部から取り込んだ本人の障害者情報と確定申告書の本人障害の情報が不一致
・給与支払報告書に障害者控除のみ人数が記載されている
・給与支払報告書に記載されている障害者控除にかかる情報に問題はないが、登録
済みの課税情報等の障害者情報と区分が不一致

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5130 5.1.13.

被扶養者が不明の場合の照会文書（納税義務者宛・特別徴収義務者宛）を出力でき
ること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5140 5.1.14.

被扶養者が重複している場合の照会文書（納税義務者宛）を出力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

照会対象者（送付先を含む）を抽出し、システム外での印刷（差し込み印刷等）による対応とする運用もあ
ることから、照会文書の発行については、実装してもしなくても良い機能としている。

5150 5.1.15.

被扶養者の所得が不明な場合の照会文書（被扶養者が管内の居住者の場合は本人
宛、管外の場合は居住地の団体宛）を出力できること。

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・機能がない

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5160 5.1.16.
控除対象配偶者が不明の場合の照会文書（納税義務者宛・特別徴収義務者宛）を出
力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5170 5.1.17.
控除対象配偶者の所得が不明な場合の照会文書（他団体宛）を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

5180 5.1.18.

繰越処理や差額計算の結果、前年度住民登録がない場合は、前住所へ照会文が作成
できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

繰越等があるもので、前年度住民登録がないものについて、前年度の課税情報等の確認のため、前住所地の
課税団体に照会を実施している団体もあるため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
「繰越処理」、「差額計算」それぞれについて、何の処理のことなのかご教授ください。

【要件の修正を検討】
全国意見照会のご意見を踏まえて、記載を修正します。
＜修正案＞
確定申告の損失額に係る繰越があるもののうち、前年度住民登録がない場合は、前住所へ
照会文が作成できること。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5190 5.1.19.

情報提供NWSへの一括照会データを出力できること。
＜照会対象＞
・重複扶養該当者の照会
・障害情報に係る照会（障害非該当者、障害情報が不明の対象者）
・所得に係る照会（所得超過者、所得が不明の対象者）

実装すべき 実装すべき

—
【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・一括照会の機能がない
・一部の照会情報については、個別照会機能のみ

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5200 5.1.20.

情報提供NWSにより一括照会した所得情報について、照会結果データを取り込み、
照会結果リストを一括で作成すること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5210 5.1.21.

死亡者のうち、継承人が設定されていない者を抽出し、照会通知等が作成できるこ
と。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

5220 5.1.22. 送付先団体登録

照会に伴う送付先団体情報（郵便番号、地方団体所在地、地方団体宛名及び市税事
務所名等）を地方団体ごとに複数登録できること。照会文書を出力する際は、被扶
養者の住所より送付先の地方団体が自動で抽出され、該当する地方団体の送付先か
ら宛先を選択できること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
照会に伴う送付先団体情報（郵便番号、地方団体所在地、地方団体宛名及び市税事務
所名等）を地方団体ごとに複数登録できること。など、団体情報の管理に関する記載
がありますが個人住民税だけでなく団体への照会が発生する業務はあると考えます。
税共通で管理すべき内容かと思いますがいかがでしょうか。

【要件の緩和を検討】
共通要件での検討状況を確認しました。
共通要件1.1.7.で役場マスタの管理を定義しているが、地方団体ごとに複数の定義は
明記していないとのことです。
ただし、実装としては役場便覧のようなマスタ（製品指定はしていない）を管理する
前提となる想定であり、当該マスタには本庁舎の住所だけでなく出先事務所も登録さ
れているため、実質的には運用可能と判断しています。
また、マスタに無い出先事務所は自治体ごとに送付先を設定（追加登録）して送付す
ることも可能とのことです。
このため、個人住民税の要件としては不要（削除）とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5.2. 他団体等からの照会  

5230 5.2.1.
各種照会への回
答

他団体等からの扶養情報照会、所得情報照会等に対して、必要な情報を出力した回
答書等が作成できること。（過年度分も含む）。
また、回答した書類の履歴が残り、後で確認することができるようにすること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

原則は、情報連携による照会とするため、実装してもしなくても良い機能としている。

5240 5.2.2.
税務署への情報
提供

国税連携等の所得税額と個人住民税システムで計算したの所得税額が異なる対象等
の条件を指定し、税務署への情報提供が必要な対象者を抽出できること。 実装すべき 実装すべき

国税連携システム経由での税務署への情報提供に必要な機能について、実装すべき機能としている。

5250 5.2.3.
国税連携システムで送付する扶養是正情報等データを作成できること。

実装すべき 実装すべき
—

5260 5.2.4.
扶養是正情報等データは、各税務署管轄ごとに出力されること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

—

5270 5.2.5.

国税連携システムで送付する扶養是正情報等データの作成に必要な情報を管理（設
定・保持・修正）できること。
また、登録されている情報を基に、扶養是正情報等データを一括で作成できるこ
と。

実装すべき 実装すべき

—

5280 5.2.6.

相続税法第58条に準じて、税務署への通知が必要な死亡者の課税情報をデータで出
力できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

住民記録情報や戸籍情報を主管する部門で対象者を出力し、税務署に情報提供が必要な情報を税務担当が補
記する運用も考えられることから、実装してもしなくても良い機能としている。

22/23



項番 枝番 機能名称 機能要件 通常版
限定機能版
（仮称）

回答
APPLIC実現性評価の回答等

（概要）
対応方針案

標準仕様書

備考 要件の考え方・理由
回答要否 確認事項詳細

6. 調定・統計  
6.1. 調定処理  

5290 6.1.1. 調定処理

当初賦課処理は、調定処理を一括で行うことができること。また、当初課税後の更
正処理では、調定処理を一括又は即時で行うことができること。

実装すべき 実装すべき

調定処理に必要な機能を実装すべき機能としている。

5300 6.1.2.

当初賦課処理、当初課税後の更正処理する際に、業務上、調査・確認が必要なデー
タ項目がある場合、エラー及びアラートとして通知できること。
＜主なエラー及びアラート＞
・前回と処理時と調定処理結果の差異が大きく不整合が疑われるもの

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5310 6.1.3.

税額計算後の課税データ（申告支援システムデータ）を取り込み、取り込んだ情報
を基に調定処理ができること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

申告支援システムの有無や申告支援システムの利用範囲が団体により異なるため、実装してもしなくても良
い機能としている。

5320 6.1.4. 統計資料作成
次年度予算編成用の資料の作成に必要な情報として、翌年度の調定額試算帳票（調
定シミュレーション結果）を出力できること。 実装してもしなく

ても良い
実装してもしなく

ても良い

次年度の予算編成については、税務部門での業務範囲ではない団体もあることから、税務システムとして
は、実装してもしなくても良い機能としている。

7. 賦課情報等受渡  
7.1. 賦課情報等受渡  

5330 7.1.1.
賦課（調定）情
報受渡

収滞納業務と連携し、賦課（調定）情報（更正処理時の異動情報を含む）を受け渡
すことができること。
月次処理は一括で日次処理の場合は個別に連携ができること。
受渡情報には年金特別徴収の翌年度仮徴収額、配当割・株式譲渡所得割の還付額及
び配当割・株式譲渡所得割の控除額、控除不足額及び充当額、控除不足額の均等割
への充当情報（充当、還付、充当取消及び返納）、納期特例情報並びに退職所得も
含むこと。

実装すべき 実装すべき

賦課情報の収滞納業務への連携するために必要な機能であり、実装すべき機能としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
・退職所得の連携はしてい
・「配当割・株式譲渡所得割の還付額及び配当割・株式譲渡所得割の控除額、控除不
足額、控除不足額の均等割への充当情報（還付、充当取消及び返納）、退職所得」に
未対応

【保留】
以下の情報について収納側での要否を確認します。
年金特別徴収の翌年度仮徴収額、配当割・株式譲渡所得割の還付額及び配当割・株式
譲渡所得割の控除額、控除不足額及び充当額、控除不足額の均等割への充当情報（充
当、還付、充当取消及び返納）、退職所得

保留

8. 検索  
8.1. 検索  

5340 8.1.1. 検索対象

個人住民税に係る諸情報（個人、世帯、事業所、特別徴収義務者の基本情報、宛名
情報、口座情報、基礎年金番号、課税資料（疑似イメージデータ含む）及び課税情
報等）及び異動履歴（帳票発行履歴及びメモ等を含む）、過年度情報を照会できる
こと。

実装すべき 実装すべき

登録されている情報の参照、更新の際に必要となる検索機能を実装すべき機能としている。

5350 8.1.2. 1 検索条件

下記の検索項目での検索ができること。
＜検索項目＞
・氏名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名、併記名）
・旧姓（カナ・漢字・アルファベット、外国人通称名、併記名）
・事業所名（カナ・漢字・アルファベット）
・課税対象となる年度
・生年月日
・性別
・住所（現住所、賦課期日住所）
・旧住所
・住民番号
・通知書番号
・個人番号
・法人番号
・事業所の指定番号
・特別徴収の税額決定通知書で使用している宛名番号
・eLTAXの納税者ID
・賦課資料番号
・口座番号
・口座名義人名（カナ）
・住民区分（住登内・住登外・日本人・外国人）
・課税資料（資料番号・資料名）

実装すべき 実装すべき

検索に必要な条件等の詳細のうち、一部団体の要望として確認できたものを実装してもしなくても良い機能
としている。

【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
全ベンダの回答において、 改修規模が大きいベンダが多数
＜主なご意見＞
以下の項目に未対応。
・旧住所
・通知書番号
・eLTAXの納税者ID
・住民区分（住登内・住登外・日本人・外国人）
・氏名（アルファベット、外国人通称名、併記名）
・旧姓（アルファベット、外国人通称名、併記名）
・性別
・旧住所
・eLTAXの納税者ID
・口座番号
・口座名義人名（カナ）
・課税資料（資料番号・資料名）

【疑義事項】
【8.1.2.】検索条件の検索項目に「賦課資料番号」と「資料番号」の記載があるが、
別のものか。違いをご教授いただきたい。

【要件の修正を検討（疑義事項）】
「資料番号」に表現を統一します（検索項目から「賦課資料番号」を削除）。

不要 ―

5360 8.1.2. 2

下記の検索項目での検索ができること。
＜検索項目＞
・旧事業所名（カナ・漢字・アルファベット）
・電話番号
・支店名
・郵便番号
・屋号
・店舗名

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

検索に必要な条件等の詳細のうち、一部団体の要望として確認できたものを実装してもしなくても良い機能
としている。

9. その他  
9.1. その他  

5370 9.1.1. 異動履歴管理

各種基本情報、課税情報等の異動履歴（オンライン画面での入力、データ取込によ
る一括更新を含む）情報を管理（データ更新時自動登録及びシステム画面上での参
照）ができること。
また、決裁（発付、収納反映）前など、一定の条件下において、誤操作等により更
新された異動データを無効化又は削除できること。

実装すべき 実装すべき

台帳の異動履歴の管理は事務の正確性を保つうえで必要な基本的機能として、実装すべき機能としている。 【実現性評価（実装可否に対するご意見）】
小規模団体向けの製品を開発するベンダの回答において、改修規模が大きいベンダが
多数
＜主なご意見＞
・各種基本情報一定の条件下において、誤操作等により更新された異動データを無効
化又は削除できることに未対応

【要件の緩和を検討】
限定機能版については、「また、決裁（発付、収納反映）前など、一定の条件下にお
いて、誤操作等により更新された異動データを無効化又は削除できること。」の範囲
を「実装してもしなくても良い機能」とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5380 9.1.2.
同一人物の関連
付け

同一人物が複数登録されている場合（住登外課税の対象者が転入し、住民登録され
た場合等）に、関連付けて同一人物の情報として管理できること。
なお、同一人物を関連付けた場合、紐づけ先の宛先（現住所又は送付先）を優先す
ること。

実装すべき 実装すべき

—

【疑義事項】
【9.1.2.】同一人物の関連付け、【9.1.4.】同一事業所の関連付け　がありますが、
民税固有の要件ではなく、税務共通要件【1.1.2.】に同様の要件があるため民税から
は削除すべきと考えます。

【要件の緩和を検討】
共通要件での検討状況を確認しました。
共通要件では1.1.2.で同一人の抽出と関連付けを定義しており、1.1.2.では事業所に
触れていませんが、税務システムにおける住民、住登外者、法人を対象とした宛名管
理に対する要件であると1.1.1.で謳っているので事業所も含まれる整理とのことで
す。
このため、個人住民税の要件としては不要（削除）とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5390 9.1.3.
被災地の納期限
延長・再設定

大規模災害があった場合に，被災地を指定して一括で納期限の延長・再設定ができ
ること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

—

5400 9.1.4.
同一事業所の関
連付け

同一事業所（特別徴収義務者）が複数登録されている場合（事業所合併等により２
つ以上の事業所が１つになった場合等）に関連付けて、同一の事業所として管理
（設定・保持・修正）できること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

同一事業所を複数登録する運用としている団体で必要となる機能であり、全ての団体で必要となる機能では
ないため、実装してもしなくても良い機能としている。

【疑義事項】
【9.1.2.】同一人物の関連付け、【9.1.4.】同一事業所の関連付け　がありますが、
民税固有の要件ではなく、税務共通要件【1.1.2.】に同様の要件があるため民税から
は削除すべきと考えます。

【要件の緩和を検討】
共通要件での検討状況を確認しました。
共通要件では1.1.2.で同一人の抽出と関連付けを定義しており、1.1.2.では事業所に
触れていませんが、税務システムにおける住民、住登外者、法人を対象とした宛名管
理に対する要件であると1.1.1.で謳っているので事業所も含まれる整理とのことで
す。
このため、個人の要件としては不要（削除）とします。

任意

左記の対応方針案とした場合に運用が不可となる等、業務に
致命的な影響がある場合、その判断理由（本機能がない場合
の運用想定及び運用不可の要因等）や本機能を利用して想定
している運用を具体的にご回答ください。

5410 9.1.5. メモ情報管理

各種基本情報として登録したメモ情報について、重要度を設定して管理（設定・保
持・修正）できること。

実装すべき 実装すべき

各種基本情報で設定したメモ情報にかかる共通の機能として、実装すべき機能としている。

5420 9.1.6.

個人単位（経年）で管理するメモについて、再転入時に転出前のメモ情報の紐づけ
もできること。

実装してもしなく
ても良い

実装してもしなく
ても良い

再転入時に転出前のメモ情報について引継ぎが必要な情報は限定的であることから、再転入後に個別登録も
可能なため、実装してもしなくても良い機能としている。

機能要件への追加提案  
機能要件  
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